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要旨  
 
 近年の中国は経済発展と共に、人件費及び大都市の不動産価格の高騰、都市
と農村の格差の拡大、少子高齢化など様々な問題に直面しており、経済成長率
は二桁の高速成長から 7％前後の中高速へと転換し、中国経済は鈍化しながら
新常態に突入している。中国政府は都市と農村の格差縮小と国内需要の拡大を
目的として、国家新型城鎮化計画を打ち出した。従来の不動産開発を中心とす
る城鎮化と異なり、新型城鎮化は流動人口の市民化を中心として、より平等な
公共サービスを受けられるようこれまで都市と農村の格差を是正することを図
ってきた。一方で一部の農民が都市へ移住することにより、一人当たりの耕地
の拡大や機械化が進展し、農村に残った農民の生産性向上と収入の増加をもた
らし、個人消費の成長が期待される。また、都市では、住宅、病院、学校など
生活に関連する公共インフラの建設を通して、国内需要の拡大を狙っている。
新型城鎮化計画が提起されてから、毎年 1％以上の増加率で中国の城鎮化率が
予定通り年々進行しており、2020 年までに常住人口ベースの城鎮化率が 60％
で、戸籍人口ベースの城鎮化率 45％という目標に近づきつつあるが、実際の進
展状況はどうなるのか。以前の城鎮化と比べれば、どんな変化があるのか。“以
人為本”（人を最優先に考える）という“人の城鎮化”の理念を貫くのか。流動
人口に戸籍変更の意欲があるのかどうか。現地住民に反発意識があるのかどう
かなどの問題を考察する。 
本論文は以上のような課題に中国統計局のデータなど多数の文献資料を参照
し、理論的な分析を通して、流動人口の市民化、新農村建設及び特色小鎮とい
う三つの新型城鎮化の実施方法の実態とその効果を明らかにした。また、新型
城鎮化実施試験区である上海市金山区で二回の現地調査を行い、一次資料とし
て、流動人口と上海戸籍を持つ市民に生活の状況、新型城鎮化計画への態度、
戸籍変更への意欲などの現状を考察した。それらを踏まえて、より核心的な問
題である新型城鎮化計画への支持度合いと戸籍変更への意欲の要因を探るため
に、多項ロジット分析を行った。本論文で以下のような検討を行った。 
序章と第一章では、人件費の高騰、少子高齢化の深化、都市農村間の格差拡
大、中国経済の減速要因、言わば新型城鎮化計画提出の背景を説明した。特に
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都市と農村の格差の形成要因である都市と農村の二元戸籍制度を解明する。改
革開放政策や WTO への加盟などの背景の下で都市部は急速に発展し、農民は大
量に都市へ移住した。しかし、同じ都市で暮らしても都市住民と同様な公共サ
ービスを受けられず、都市と農村の二元戸籍制度の格差が拡大していた。また、
従来の不動産開発と土地拡張を主とする城鎮化とその問題点も指摘し、土地浪
費などの問題により、持続可能な発展が難しくなったことにも触れている。2014
年に国家新型城鎮化計画が提出され、“人の城鎮化”を唱え、城鎮化水準、基本
公共サービスの充実、インフラ設備の建設、資源環境の保護など四つの目標と
内容を設定していることについても解説を加えた。また、先行研究の論点と見
方を整理し、新型城鎮化だけでなく、城鎮化発展についての見解も取り扱い、
新型城鎮化に関連する考察したい課題を挙げた。 
第二章では、新型城鎮化計画の一つの実施方法である流動人口の市民化を取
り上げて、全国全体の城鎮化状況及び 7 つに分けた地区別の一級行政区で城鎮
化の進展状況、異なる現状に応じて異なる実施方法を明らかにした。大まかに
言えば、華東地区と華北地区は経済が発達しているため、城鎮化水準が高い。
それに反して、西南地区や西北地区の城鎮化水準は厳しい状況に直面している。
また、華南地区や華中地区に対し、地区の間に大きな格差がある。新型城鎮化
の実施方法面では、人口流入余地がある地方に対し、戸籍登録基準の引き下げ
などを手段として、戸籍人口ベースの城鎮化率を高める。既に高城鎮化率を達
成した地方に対し、居住証明書の価値の向上によってできる限り彼らの年金、
医療などの公共サービスを都市住民と同様に受けられるよう流動人口を引き寄
せ、常住人口ベースの城鎮化率を高める。 
第三章では、新農村建設は字面から見ると、新型城鎮化の一環であるとは考
えられにくいかもしれないが、実際に新農村建設は新型城鎮化計画の補足であ
り、言わば城郷（都市と農村）一体化の推進、都市と農村の格差縮小に重要な
役割を発揮している。上海市金山区と宝山区二つの事例を通して、新農村建設
に伴い、技術革新や科学的な用地分配などで農業産業のグレードアップを促し、
農産物の増産をもたらす。また、宝山区と金山区はそれぞれ自身の優位性を発
揮し、特色ある農産物をブランド化し（例：宝山区では上海蟹とキノコ、金山
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区ではメロン）、農産物の付加価値を向上させ、農民収入の増加を実現した。そ
して、養老保険、医療保険、就職支援などの公共サービスの充実により、農民
の権益を十分に確保することができた。さらに、職業訓練により、スキルのあ
る新型農民を育成し、将来的に農民が都市に移住することで、一定の競争力を
備える。また、インフラ設備の整備をして基本的なインフラを整えた上で、イ
ンターネットプラスの概念を導入し、農業と電子商取引を組み合わせ、農産物
の販売を促進することができる。農業改革深化の面でも農民の土地使用権の譲
渡に十分な賠償金を支払い、農民の利益を考えた上で、農民生活の向上に注力
した。新農村建設は新型城鎮化計画の目標である都市と農村の格差縮小に重要
な役割を果たしていることが明らかになった。そして、人材不足や環境汚染な
どの進行中の課題を提示した。 
第四章では、新型城鎮化計画のもう一つの実施方法である特色小鎮について
検討した。特色小鎮は大都市と農村の橋渡し的な役割を果たしており、大都市
の増えすぎた人口を分担すると共に近郊にある農村の発展を促すことができた。
五つの成功例を通して、特色小鎮の発展は新型城鎮化建設の進展に具体的な役
割を果たしていると理解することができる。特色小鎮は本来特色を有する産業
があるため、産業チェーンの整備に留まらず、機能付き靴下や新素材などで高
付加価値の製品を研究し、産業のグレードアップを促した。また、特色小鎮は
本来小鎮の居住機能を発揮して「産城融合」を実現し、都市と農村の一体化を
促進し、都市と農村の格差縮小の役割を果たしている。文化保護と伝承の視点
で、従来の土地拡張を主とする城鎮化と異なり、古い建物を取り壊して新しく
建設するのではなく、固有の歴史文化を尊重した上で、小鎮本来の姿を維持し
たままで特色小鎮の建設を推し進めている。行政改革方面でも特色小鎮は政府
と市場の役割をはっきり区分し、企業を小鎮建設の主体として政府が補助の役
割を確立した。特色小鎮は新型城鎮化計画の中で城郷一体化の実現に重要な一
環である。実際に実施していく中で、すべてが成功例のように順調に進んでい
るわけではなく、特色が不鮮明、行政管理制度に不備があるなどの問題が現れ
た。 
第五章では、新型城鎮化計画実施の実態を明らかにするために、計画の実施
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区である上海市金山区に二年わたって二回の現地調査を行った。上海市金山区
の住民（市民と流動人口両方含む）の基本状況、家計状況及び国家新型城鎮化
計画という政策への意識を考察した。結果としては、市民と流動人口に学歴、
職業、収入などの方面でまだ大きな格差が存在していることを確かめた。また、
新型城鎮化の進展はあまり進んでいないという現実が示された。新型城鎮化政
策への支持度合いに関しては、市民の間で「支持しない」や「どちらとも言え
ない」などの回答が多かった。これは説得力がある取り組みや納得できる説明
が欠如したため、この政策で自分の権益が損われるようなイメージを与えられ、
新型城鎮化計画政策に理解を得られにくかったからではないかと考えられる。
一方で流動人口に対し、新型城鎮化計画への支持度合いが上がったが、核心的
な問題である戸籍変更意欲が二年前より下がって、言わば都市戸籍を取得した
くない姿勢が浮き彫りになった。これは、土地の使用権を諦めず、かつ前述し
たように農民の権益をより確保できるよう都市戸籍の優位性が薄められたとい
う理由が考えられる。また、多項ロジット分析の結果によると、男性は女性よ
り戸籍変更に慎重な姿勢を示した。それは、男性は女性よりも家族を養うとい
う責任感を持っているからと考えられる。 
終章では、第一章から第五章までの新型城鎮化にかかわる現状、結果、評価
など、特に得られた研究成果を収めた上で、まとめたものである。また、残さ
れた課題を提示した。 
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序章 
 
0.1 研究背景 
改革開放実施以降、1992 年に当時の指導者鄧小平は“南巡講話”で初めて
「先富論」を唱えた。「先富論」とは条件を整えた地域または人々に対し、先
に豊かになり、豊かになってから残った貧しい人々または地域を助けようとい
う共同富裕を目指したものである。つまり、当時の中国は経済発展を中心と
し、公平さより効率を重視したということである。その時から、市場化の導入
などで、万元戸や経済特区が現れて、より多くの人たちが商売に従事した結
果、人々の生活水準が大幅に向上した。しかし、一部の人だけが豊かになっ
て、経済格差の問題はますます深刻になった。1990 年末、鄧小平は貧富の差
が拡大することについて、民族矛盾、地域矛盾、階級矛盾を引き起こし、大変
な問題を招くかもしれないということを発表した。格差問題の解決及び共同富
裕の実現がさし迫った問題となっている。そのうち、“城郷（都市と農村）二
元構造”（詳細は第一章 1.2 中国における城鎮化の発展過程の部分を参照）と
いう格差は非常に深刻な問題となっている。 
経済発展と共に、人件費の高騰、都市と農村の格差拡大、不動産価格の高騰
などの様々な問題が現れた（詳細は第一章 1.1 新型城鎮化の背景―中国経済成
長の鈍化の部分を参照）。2013 年からに二桁近くの成長率を維持する高度成
長期の終焉を迎え、経済成長率は高度成長から初めて 8％以下の中高度成長へ
の転換が起こり、“新常態”（ニューノーマル）という概念が提起された。関
志雄の解説 1によると、“新常態”は中高度成長に平常心を保ちながら、労働
力と資本の投入量拡大に伴う経済成長からイノベーションなどの生産性の向上
による経済成長に転換し、また輸出と投資に依存する経済成長方式から国内需
要（内需）の拡大に頼る経済成長方式に転換するということである。さらに、
三十数年前に始まった効率を重視する経済発展方式からより公平を重視する経
済発展方式への転換を目指している。 
都市と農村格差の縮小及び国内需要の拡大という目標を実現するために、
2014 年 3 月、中国国務院は「国家新型城鎮化計画 2014 年―2020 年」（以下
「新型城鎮化計画」）を発表した。この計画の理念としては、社会主義国家で
ある中国において、厳格に都市戸籍と農村戸籍を区別してきた歴史によって生
じている教育、就労、社会保障などの差別的格差を是正することを目指すもの
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である（都市と農村格差の縮小）。また、農民の所得の水準と安定性の向上に
より、個人消費の成長と牽引力が高まることと、同時に多くの農民が都市に移
住することで農業従事人数が減り、農村で農業に従事する人口当たりの耕地の
拡大及び機械化の進展などの生産性の向上により農業を競争力のある産業に変
えることができると期待されている。一方、都市では、住宅、学校、病院など
の公共インフラ建設による内需の拡大を経済成長の柱にする（国内需要拡
大）。この計画は発表から 6 年間、中国の都市化の目標を明確に規定し、今後
長期にわたって中国の都市と農村の発展に影響を与えることが予測される。 
 
0.2 研究目的 
2014 年 3 月、中国国務院は「国家新型城鎮化計画 2014 年―2020 年」（以下
「新型城鎮化」）を発表し、計画では 2020 年までに常住人口ベース（戸籍登
録地にかかわらず、半年以上同一の行政地区に住んでいる人口）の城鎮化率を
53.7%から約 60％へ引き上げ、戸籍人口ベース（住むところにかかわらず、所
在地で戸籍を登録した人口）の城鎮化率を 36%から約 45%に引き上げ、新たに
約 1 億人が都市戸籍を保有する予定である。この計画の大きな特徴は従前の不
動産開発を中心とし、城鎮の面積を拡張することを目的とした「土地の城鎮
化」ではなく、農業人口（本論では流動人口）の市民化を中心的な目的とし、
「以人為本」（人を最優先に考える）の原則に従い、同じ地区に暮らす住民に
戸籍にかかわらず平等な公共サービスや権益が享受できるようにするという
「人の城鎮化」にある。 
また、計画が発表されてから四年間、城鎮化率が日々高まると共に、城鎮化
進展に一定の成果を収めたと言えるが、従来の城鎮化の経験が通用せず、かつ
今まで新型城鎮化を実施した経験もない。このため、新型城鎮化に関する先行
研究やその成果は多くない。また、新型城鎮化は斬新なテーマということもあ
り、資料はもとよりデータもそんなに多くなかった。新型城鎮化の実際の進展
状況はどうなるか、従来の城鎮化と比べると新しさを示せているか、“人の城
鎮化”という理念を貫いているか、実際に人民に対してどんな影響を与える
か、農民は戸籍変更意欲があるかどうか、本来都市部に住んでいる都市戸籍を
保有する住民の反発があるかどうか、実施後何か問題が起こっていないかなど
の様々な疑問が出てきた。 
本論文は新型城鎮化実施の理論、意義、特徴などの内容を踏まえて、流動人
口の市民化、新農村建設、特色小鎮建設という三つの実施方法と評価及びそれ
らの問題点を関連資料と統計局のデータに基づき、現地のインタビューと事例
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を合わせて、中国城鎮化の進展状況を明らかにする。さらに、中国経済の中心
である上海での二回の現地調査を通して、新型城鎮化に対する出稼ぎ農民工と
現地住民の認知度、農村戸籍から都市戸籍への変更意欲、新型城鎮化計画への
支持度合いなどの状況を明らかにした。三つの種類の質問により、新型城鎮化
試験区に生活している住民（原住民と流動人口両方含む）の性別、年齢、学
歴、職業などの基本的な状況、収入範囲、支出範囲、住居状況、住居満足度な
どの家計状況、国家新型城鎮化計画の認知度、戸籍の変更意欲、国家新型城鎮
化計画への賛否などの新型城鎮化計画に関する状況を把握する試みを行った。 
 
0.3 研究方法 
 
0.3.1 文献資料による理論的分析 
 理論的分析は非常に重要な研究方法であり、過去の不動産開発を中心とする
古い城鎮化は中国経済の発展に大きな成果をもたらしたが、深刻な問題も存在
している。これによって、中国国家統計局などの専門機関のレポートや新型城
鎮化に関する論文、資料などのデータ及び報道を通じて、新型城鎮化の意義を
把握することができる。それらの内容を踏まえ、城鎮化の現状を整理し理解す
ることができる。城鎮化は字面だけ見れば、都市にかかわるイメージがあるが、
実際には農村の発展にも緊密な繋がりがある。特に流動人口の市民化や収入増
加などの方面で非常に大きな役割を果たしていることが判明した。 
 
0.3.2 現地調査による分析 
 資料とデータを参考にしながら、理論的な分析を進めるだけでは不十分だと
認識し、実態と現状をより深く理解するために上海市宝山区（第三章新農村建
設）と金山区（第五章アンケート調査）の現地に行き、インタビューやアンケ
ート調査を実施した。今までの資料や研究成果は国家レベルの政策または研究
者個人の熟慮したものであったが、実施対象となった流動人口や現地住民の意
欲に関する研究が多くなかった。これによって、現地調査は一次資料として、
新農村建設の状況や新型城鎮化計画に対する住民（現地住民と流動人口を含む）
の意欲を考察する。 
 
0.3.3 回帰分析による分析 
 先ほど現地調査で収集したデータに相関関係や多項ロジット分析などの手法
を使い、アンケート調査の核心問題である戸籍変更意欲と新型城鎮化計画への
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支持度への影響要因を考察する。 
 
0.4 本論文の構成 
 本論文は国家新型城鎮化計画の内容に基づき、中国城鎮化の現状を中心とし
て研究し、中国国家統計局などの多数の資料を参照しながら、中国新型城鎮化
に都市部の流動人口の市民化、新農村建設、及び特色小鎮建設という三つの実
施方法の紹介・分析を行い、新型城鎮化の現状を明らかにした。また、上海市
新型城鎮化試験区である金山区の現地調査を通じ、農民工及び都市住民の新型
城鎮化計画への認知度と支持度、農村戸籍から都市戸籍への変更意欲などの方
面を考察しようとしている。本論文の構成は以下の通りである。 
 第一章は、新型城鎮化実施の背景を詳しく説明し、人件費の高騰、城郷（都
市と農村）格差の拡大、少子高齢化問題などの問題に伴い中国経済が減速して
いる。そのうち、特に都市と農村の格差の形成の原因を探求し、中国における
城鎮化の発展過程、都市と農村の二元戸籍制度の形成や従来の土地拡張をメイ
ンとする城鎮化の問題点と相違点を明らかにする。それらの問題点に対し、城
郷格差の縮小と国内需要の拡大を目指し、「国家新型城鎮化計画（2014-2020）」
が提出され、新型城鎮化計画の実施を始める。その内容と目標を紹介し、新型
城鎮化の“新型”という特徴を考察し、城鎮化水準、基本公共サービス、イン
フラ設備、資源環境という四つの方面で目標を定めたが、重要なのは城鎮化水
準と基本公共サービスの充実である。 
 第二章は、新型城鎮化計画を発表してから二年間（2016 年のデータ）、全国
城鎮化の進展状況を全国 7 地区に分け、それぞれの地区とその一級行政区の城
鎮化状況を概観し、各地区における城鎮化の格差の形成原因を分析した。また、
各地区の異なる状況に応じた実施方法の差異も明らかにした。土地徴用や城区
拡張をメインとする従来の城鎮化との差異を討論し、戸籍登録要求の引き下げ
を通じて戸籍人口ベースの城鎮化率を高める。そして、居住証明証の価値の向
上によって戸籍を持たない流動人口に基本公共サービスの充実を図り、常住人
口ベースの城鎮化率を高める。これは、人を最優先に考えるという理念の下で、
“人の城鎮化”をメインとする新型城鎮化を推進する主要手段である。 
 第三章では、新農村建設は新型城鎮化の補足とも言えるが、新型城鎮化の進
展に伴い都市へ移住意欲がない農民または都市戸籍登録要求を満たせない農民
を主要対象とする。また、上海市の郊外区である宝山区及び新型城鎮化試験区
である金山区の二つ新農村建設の事例を通じて、新型城鎮化計画の中で提出さ
れた公共サービスの充実とインフラ設備の建設という目標を一致させ、都市だ
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けでなく、農村建設と農民生活の向上に力を入れるべきであると考える。また、
新農村建設で特有の農業産業のグレードアップ、農民収入の増加、農村改革の
深化などの方面でも分析を行った。新農村建設は字面だけで見ると、新型城鎮
化と関係がないと考えるかもしれないが、実際に新型城鎮化ための二大目標の
一つとして、都市と農村格差の縮小の実現に重要な役割を果たすと期待できる。 
 第四章は、新型城鎮化のもう一つの実施方法である特色小鎮の建設に対し、
起源や新型城鎮化との関係、全国の状況を説明した。新型城鎮化と流動人口の
市民化を全て大都市に任せるのは不可能である。上海市の三つの特色小鎮と浙
江省の二つの特色小鎮の成功例を通して、新型城鎮化計画における城郷一体化
の促進について研究を行った。特色小鎮は人口居住機能を有し、都市と農村の
間で橋渡し的な役割を果たすと共に都市の人口を分担する一方、農村発展も促
すことができる。一方で、特色小鎮は独自の産業があるため、産業チェーンの
整備などにより、産業のグレードアップに対し果たしている重要な効果を分析
する。それ以外、文化の保護や現行行政制度改革などの方面でも成果を収める。
他方、特色小鎮の問題点も指摘した。 
 第五章は、新型城鎮化実施の実態を解明するために、第一回新型城鎮化計画
試験区である上海市金山区の常住人口を対象として、二年間で二回の現地調査
を行った。まず、上海市統計局のデータに基づき、上海市郊外区全体の状況を
簡単に紹介した上で、調査地点である金山区の状況をより詳しく説明し、金山
区の位置付けを理解しようとしている。また、サンプルの選択と数量、調査基
準と過程などの調査方法を説明した。それを踏まえて、調査結果である上海市
金山区に住んでいる常住人口の状況と新型城鎮化計画への認知度や支持度、ま
た、魅力的な上海戸籍に対する流動人口の変更意欲と現地住民の態度を明らか
にした。二回の現地調査を通じて、二年間上海現地住民と流動人口の戸籍変更
意欲と新型城鎮化計画への態度の変化を検討した。それを踏まえて、多項ロジ
ット分析を使い、核心的な問題である戸籍変更意欲と新型城鎮化計画への支持
度に影響要因を考察した。 
 終章は、中国城鎮化全体の背景、特徴、実施方法などを整理しまとめると共
に、新型城鎮化の現状と評価を示した。 
 
0.5 先行研究 
 新型城鎮化という概念を提起してから 4 年あまりが経ったが、国家レベル
の本格的な実施方案から 3 年しか立っていない。地方政府は中央政府の実施
案に沿う詳細かつ具体的な案の提出期間がさらに短いため、先行研究は多く
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ない。本節は新型城鎮化に関する研究者の見解のみならず、今までの城鎮化
発展についての代表的な見方を整理し、城鎮化理念の変遷や新型城鎮化の観
点について基本的な理解を簡単に紹介する。 
 
0.5.1 城鎮化発展の道 
張正河は大都市を中心とする城鎮化を発展するべきであると考えている。彼
は「人口が大都市へ集中するのは経済社会の発展規律であり、中小都市の発
展は大都市の発展に依存すべきである。大都市を先駆けとし、周辺都市に波
及させていくべきである」 2と述べた。 
同じく大都市発展の意見を持つ王小魯は「投資収益率や政府の財政負担、土
地の節約などの面からみても、大都市の規模の効果と効率の向上は中小都市
より遥かに優れている。」 3と評価した。 
季建林は「大都市と比べれば、中小都市の総合的な経済収益は良くなく、中
小都市の発展を強調すれば、土地や資源の浪費ならびに環境破壊などの問題
を引き起こす可能性が高い。」 4と大都市発展のやり方で城鎮化を発展させるべ
きとしている。 
1986 年の許文卿『経済学動態』において大都市病などの問題に対し、「中等
都市の概念を提起し、数的にも大都市より多いため（中等都市が）農村と大
都市間のつなぎ役を担えば、より社会での問題に柔軟な対応をとることがで
き、民間の不満や問題が比較的少ない」 5と考えた。 
宋書偉によると、「20 万－50 万人規模の技術を中心とする中等都市を建設す
るという理論を提出し、新技術をメインとし、大都市発展のストレスを緩和
させる。」 6との認識だ。宋は 1992 年にこの考え方を提起し、当時は 20 万―50
万人規模の都市はまだ中等都市であったが、新たな都市規模基準では小都市
発展とみなされている。 
費孝通は「農村の城鎮化は中国城鎮化問題の根本的な対策であり、小城鎮は
大都市が発展過度になる問題を避けることができる上、村を発展させること
もでき、社会全体の安定と発展に有利であった。」 7と指摘した。 
また、2000 年に温鉄軍「小城鎮は都市と農村という二つの市場を結び付
け、農村の第二次産業と第三次産業の発展を促進することができ、農村の過
剰な労働力を吸収し、大都市の過剰な人口ストレスも緩和させることができ
る。」 8と明言した。 
周一星は城鎮化に対し、「大都市と中小城鎮はいずれにしても重要で不可欠
な構成部分であり、中国城鎮化の発展は大小都市間の競争にこだわらず、大
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中小都市と小城鎮を協調的に発展させる。」 9と調和のとれた発展経路を示し
た。 
朱鉄臻は「大都市と小城鎮をどちらも見捨てることができず、単純に大都市
と小城鎮を強調し発展させるのは現実的ではなかった。膨大な農業人口に対
する大都市と中小都市及び小城鎮の共同で分散させなければならない。」 10と
述べた。 
蔡宇平は「都市の規模と種類を人為的に奨励しなくても制限もなく、自然に
大中小都市を共に発展させるべきである。」 11と指摘した。 
 
0.5.2 新型城鎮化に関する観点 
 孔祥雲は「理論上から見ると、城鎮化は必ずしも農村人口が城鎮へ移転する
という意味ではなく、城鎮化は移転型城鎮化と非移転型城鎮化を含むべきであ
る。新型城鎮化は両方を同様に重視しなければならない」と説明した。また、
孔は「中国農村城鎮化が進展していく中で、盲目的に城区拡大や城鎮化スピー
ドの追求、大都市を中心とする「大躍進」形式の城鎮化を発展させないこと。
新型城鎮化発展の重点は小城鎮の建設であり、これも中国の特色ある城鎮化に
おける現実的な選択である」 12と述べた。 
 陸大道によれば、「城鎮化の発展水準は城鎮化の産業構造、新規職業の数、
実際に都市へと移転する農村人口の受容能力などの状況に合致すべきである。
そして中国が自身の国情によって先進国のように 70%―80%というような目標
を設定する必要はない」 13と指摘した。 
 徐永利は「新型城鎮化建設は生産様式、居住方式、生活様式などの変化にも
関わらず、農民を主体とした核心を守らなければならない」 14と農民の地位を
強調した。これも、新型城鎮化の「以人為本」の理念と一致している。 
 鄧大才は「城鎮化は 3 種類に分けられる。すなわち身体の城鎮化（農村戸籍
を持ちながら、都市へ移住する）、身元の城鎮化（城区建設のため、強制的に
家を壊し立ち退き、都市へ移住せざるを得ない）、生活の城鎮化（農村戸籍を
保有したまま、都市市民と同じように公共サービスを享受することができる）
である。今の中国に対し、最も有利な発展モデルはコストがより低く、民生改
善も非常に有効であった生活の城鎮化である。」 15と奨励した。 
 傅晨は徐と同じように農民の視点から「農民を農業従事者、非農業従事者、
兼業従事者という 3 種類に分けた。農業従事者は土地使用権とそれに対応する
収益に強い願望を持っているが、土地流通権とそれに対応する収益にはあまり
強い願望を持っていない。また、非農業従事者はそれに相反して、土地流通権
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とそれに対応する収益に強い願望を持っているが、土地使用権とそれに対応す
る収益にはあまり強い願望を持っていない。兼業従事者は主に農業に従事する
度合いに応じて、農業従事者または非農業従事者に似る。新型城鎮化の切り口
は非農業従事者の土地流通権をめぐり、農地の放棄、農業退出制度などを許可
する」 16と論じた。 
 劉玉瓊は発展途上地区の城鎮化進展における三つの矛盾について論じた。
「一つ目は過剰な農村人口と城鎮化の目標の間の矛盾であった。二つ目は体
制・制度の制約と城鎮化発展の必要性との間の矛盾であった。三つ目は実際の
建設水準と理想的な建設目標の間の矛盾であった」 17と分析した。 
張鴻雁は「城鎮化は簡単な城鎮人口比率の増加だけではなく、本質は人類の
近代化の過程と結果であった。社会生活の民主、就職、社会保障、生態環境、
個人の価値観の実現などは全て城鎮化発展の目標と評価基準である」 18と述べ
ている。 
孫文凱は実証分析を通じて、「中国における都市の発展は政府の力を借り、
一定の役割を果たすことができたため、規模の効果が明らかにならない結果を
招く。また、地方財政歳出はより多くの発展を重視し、人民の生活への投入が
少ない。」 19という結果を得た。 
石憶邵は「新型城鎮化の総量と増加速度のコントロール、都市群建設構想、
農民工の市民化における非就業人口の数量と割合のコントロール、耕地保護、
生態保護アンダーラインなどのやり方と現地城鎮化モデル（移転しなくその場
で戸籍変更、生活向上）の推進」 20を提唱する。 
劉瑞はよりミクロな視点で農民工が市民化した後の問題について「国家レベ
ルの政策を通じ農民工の市民化促進が足らず、自身の個性や移動都市参入への
認知などの制限があったため、カウンセリングや座談会などの方法で認知の方
法を調整しなければならない」 21と指摘した。 
蒋篠媛は農民工の調査を通し「婚姻状況、技術特技、収入の変化、新型城鎮
化優遇政策などは原籍に戻る農民工の就職意欲に対して著しい影響があった。
また年齢、雇用政策などは就職意欲に顕著な影響がなかった。」 22と主張し
た。 
彭沖は新型城鎮化と土地の利用効率面を分析し、「全国や各地区に関わら
ず、新型城鎮化は土地集約利用に対し、顕著な正の影響を与える」 23という結
論が出た。 
他方、中国以外の研究者の見解は以下の通りである。 
三浦有史は「出稼ぎ農民工の次世代、いわゆる都市沿海部に生まれ育ち農村
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戸籍を有する若者を中西部の中小都市に移住させるのは容易ではないため、
「城鎮化」が紆余曲折を辿る」 24と予測した。また、2015 年に新型城鎮化計画
によく関わる「戸籍制度改革に対する関係部局及び地方政府の反応は極めて鈍
く、羊頭狗肉ではないかという疑問があったため、都市化政策及び戸籍制度改
革は着地点が明確ではなく、評価が難しい。」 25という評価が出てきた。 
梶谷懐は「都市化政策はどうも当初のような効果を期待できそうにない。最
大の問題は、都市化政策は、それが実施される地域で独自に進められており、
それらの地方ごとの都市化政策の整合性がどうも取れていない、というところ
にある」 26と論じ、新型城鎮化の行方に楽観的ではなかった。 
富田建蔵は「新型都市化政策は，実現に時間を要する内容が多いものの，所
得格差の縮小，中間所得層の増加，市場環境の改善が図られるものであり，中
国不動産市場の質的・量的向上に資するものである。」 27と期待し、特に日本
の都市開発の海外展開支援にとって、巨大なビジネスチャンスと思われた。 
中川徹は「この計画の実現のためには当然痛みを伴う改革を断行しなければ
ならず、従来の都市戸籍所有者からすれば、農民工に新たに都市戸籍を付与す
ることで公共サービスを提供することになれば、もともと享受してきた便益が
大きく減少する可能性があり、既得権益者層からの反発も予想されます。」 28
と危惧する。 
柳澤和也は「日本の都市の人口規模との比較から集積の利益を十分に発揮し
うるという結論に至り，近年の人口規模の拡大幅や直近の人口規模の優位性か
ら集積の利益が大きいと見込まれる県級市を試験区域に数多く認定している一
方，国土全体の均衡的発展を実現するために真逆の状況にある県級市をも試験
区域に認定していることを明らかにした。」 29という結果を得た。 
 
0.6 いくつかの名称と概念の説明 
この論文で様々な中国特有な名称が出てくるので、整理、説明を加える。 
● 常住人口：戸籍にかかわらず、ある都市で半年以上生活する人口、戸籍人
口と流動人口から構成される。本論文に特別の説明がなければ、城鎮化率
は常住人口ベースの城鎮化率と指す。 
● 戸籍人口：出所時、戸籍を登録した都市の人口であり、変更は簡単ではな
く、公安機関での一定の手続きを必要とする。一般的には都市戸籍人口を
指す。 
● 流動人口：生活所在地の戸籍を持たずに、ある行政区で生活する人口、外
来人口、非戸籍人口とも呼ばれ、必ずしも農村戸籍人口とは限らない。そ
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の他の都市から移住する人口も含める。 
● 農村移転人口：農村戸籍を保有する一方で、都市または城鎮へ移住した人
口。流動人口とよく似ているが、農村移転人口＋外来都市人口＝流動人口
となる。 
● 城鎮：郷鎮と区別するための鎮の別称であり、登録戸籍は都市戸籍であ
る。 
● 郷鎮：城鎮と区別するための郷の別称であり、登録戸籍は農村戸籍であ
る。 
● 市区：市の管轄下の地区、一般的に城区と郊外区から構成される。 
● 城区：市のうち、市街地区の部分であり、居民の主要居住場所であり、郊
外区と反対の意味である。 
● 郊外区：市のうち、市街地と離れる地区であり、一般的に郷、農村から構
成された。 
● 地級市、県級市などの概念は以下の中国行政区分に参照する。 
中国行政区区分 
中国は 23 省（台湾を含む）、5 つの民族自治区、4 つの中央直轄市と 2 つの
特別行政区に構成され、省級人民政府所在地は省会都市（副省級都市も呼ばれ
る）と呼ばれ、地級市と同じレベルである。郷、鎮は最も基本的な行政区であ
り、郷の下には村という組織があるが、行政区にならず、居民自治の基層組織
である。 
一級行政
区 
省 
民族自治
区 
中央直轄
市 
特別行政
区 
二級行政
区 
地級市 自治州 
区、県 区 
三級行政
区 
県、県級市 
自治県、
県 
四級行政
区 
街道、郷、
鎮 
郷、鎮 街道 街道 
図表 0.1 中国行政区分 
出所：中国政府網 「中華人民共和国行政区分」より、筆者作成 
http://www.gov.cn/test/2005-06/15/content_18253.htm 
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第一章 新型城鎮化の背景と内容 
 
1.1 新型城鎮化の背景―中国経済成長の鈍化 
  
図表 1.1 中国国内総生産と成長率 
出所：中国国家統計局 http://data.stats.gov.cn/ks.htm?cn=C01 
注：国家公表のデータにより、国内総生産は名目総生産、成長率は実質成長率 
 
21 世紀に入ってから中国は高成長率を保ちながら経済発展を続け、 2001 年
に中国は WTO（世界貿易機関）に加盟し、経済成長が一層加速し始めた。図表
1.1 に示したように 2003 年から二桁の経済成長率を維持し、2007 年には
14.2％を達成した。2008 年のリーマンショックをうけて中国政府は 4 兆元の
財政出動を打ち出し、成長率はなお 9.7％であった。経済成長のエンジンと呼
ばれる「三頭立ての馬車」である輸出、投資、消費は、金融危機や海外の不況
により輸出が低迷し、大都市の不動産価格高騰をコントロールするため投資抑
制を行わざるを得ず、また介護福祉、医療などの社会保障が十分整えられなか
ったことで消費も上がらない状況である。2012 年から経済成長率は 21 世紀に
入って初めて 8％を切り、中高速成長段階に入った。同年、習近平政権は「中
国の夢」という政治理念を打ち出した。これは、「中華民族の偉大な復興」を
指す。この「夢」を実現するために、例えば 2021 年の中国共産党建党 100 周
年までに全国的な小康社会 1を構築することや、2049 年の中国建国 100 周年ま
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でに富強、民主、文明、和諧が整った現代的社会主義国家を構築するなど、い
くつかの目標が設定されている。この夢を目指すための主要な対外的な戦略が
「一帯一路」（現代版シルクロード）であり、対内的な戦略が「新型城鎮化」
である。 
梶谷懐が中国経済について「新たな成長パターンを模索する中国――新型都
市化からシルクロード経済圏まで」の中で述べたように「中国経済が曲がり角
にさしかかっている。「影の銀行」による信用膨張、急速な高齢化の進行、深
刻化する格差問題や環境問題、バブル崩壊の危険性など、さまざまな問題やリ
スクの存在が指摘されている。」 2これらの問題点を簡単に紹介する。 
 
1.1.1 人件費の高騰 
Oxford Economics の研究レポート 3（2016 年 3 月に発表）によると、2003
年の中国の人件費はアメリカのわずか 4 割であったが、2012 年まででアメリ
カに追いついた。レポートでは 2016 年の中国における生産性の加重平均の人
件費コストはアメリカと比べても 4%ほどしか安くないという予測がなされて
いる。中国企業の人件費コストが高すぎる要因は労働者の給料の増加がすでに
生産力の増加を大幅に上回ったためである。報告の中で、インドの生産性の加
重人件費コストが中国の 3 割、日本でも中国の 8 割、9 割ほどである。もちろ
ん、人民元高、円安など為替レートの激しい変動の影響を受ける。さらに、こ
のデータの計算方法は恐らく通常の理解と違い、中国の月平均労働時間が他の
国より非常に長く、月収だけで見れば他の国とのギャップは明らかに縮小する
傾向が見られる。もし一時間当たりの人件費で換算すれば、中国の人件費はさ
ほど高くないと考えられるが、中国の人件費コストが大幅に上昇していること
は否定できない事実である。これはここ数年で大量の電子加工、織物加工の企
業が東南アジアなどの低コスト地域に移転したことにある。 
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図表 1.2 世界主要国製造業人件費コストの比較 
出所：Oxford Economics （同注 3） 
 
1.1.2 農村部と都市部に潜む大きな格差問題（教育、医療、年金など社会保障） 
中国には都市戸籍と農村戸籍二元戸籍制度があり、（原因詳細は次節 2.1.1
戸籍制度と都市と農村二元戸籍制度の形成に参照）農村戸籍を持っている農民
が都市に移住することは基本的に禁じられた。1978 年の改革開放以後、沿海部
の都市が急速な経済発展により、都市に労働力需要が増え、農村から都市に出
稼ぎ農民工の数が増えてきた。彼らは都市戸籍を保有せず、農村戸籍のままで
医療、子女の義務教育、住宅、就職などの社会保障を受けられなかった。また、
都市と農民の収入から見ると、図表 1.3 のように示した 2001 年から都市と農
村居民の収入格差は 3.0 以上を維持し、人民網の報道 4によると、世界で一般的
な数字は 1.5-1.6 であることから、中国の都市と農村の収入格差が極めて大き
いと言っても過言ではない。中国におけるこの状況は、「都市と農村の二元構
造」と呼ばれている。 
 
Unit labor cost compared w ith the US 
Manufacturing unit labor cost. US=100 
350 
300 
250 
200 
150 
100 
50 ?
i Source : Oxford Economics 
?? ??
」?
??
?
??
??
??
?
?
?
＝
??
?
?
?
? ?
??
?
? ? ??
??
??
? ?
17 
 
 
図表 1.3 都市と農村居民の収入格差 
出所：中国国家統計局 http://data.stats.gov.cn/ 
 
1.1.3 少子高齢化問題（農民工の市民化、戸籍変更政策） 
厳善平の論文によると、「1979 年以降はいわゆる１人っ子政策が厳しく施
行された（中国発展研究基金会［2012］）。人口の年平均増加率は、70 年代
が 1.7％、80 年代が 1.5％、90 年代が 1.0％、2000 年代以降が 0.6％となっ
た。中国は 70 年代初め先進国型の少産少死局面に突入した。人口転換は欧米
の先進国に比べて人為的に短縮されたのである。」 5一方で、「平均寿命は着
実に長寿化しており、平均寿命は 1990 年の 68.6 歳から 2000 年には 71.4 歳
に、そして 2010 年には 73.5 歳に延びている。この結果、中国の年金受給年
齢以上の総人口に占める割合は、1990 年の 10.6％から 2000 年には 12.0％
に、そして 2010 年には 15.2％に達した（2010 年の国連統計より大和総研作
成）」 6。 
また、年金受給人口比率と年金受給人口負担数から見ると、2010 年の比率
は 15.2％と「高齢社会」であるのは間違いない。図表 1.4 より、2050 年に年
金受給人口の比率は 37.5％に達し、年金受給人口負担人数は 1.3 である。つ
まり、年金受給人口 1 を 1.3 人の生産年齢人口で扶養しているという状況に直
面する見込みである。中国政府は少子高齢化の問題を認識し、「一人っ子政
策」の緩和を決め、図表 1.4 の予測のように厳しい状況に直面しなくても、少
子高齢化が深刻な問題になるのは間違いないと考えられる。 
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図表 1.4 年金受給人口比率と負担人数 
出所：同注 6『大和総研調査季報 2012 年 新春号 Vol.5』P22 より、筆者
作成 
 
1.1.4 銀行の破綻と影の銀行（シャドーバンキング） 
IMF（国際通貨基金）の「世界金融安定報告」 7によると、中国政府が改革を
進めても構造転換という課題が残るという点で複雑である。中国にとって、
企業と銀行間の連携が極めて重要である。中国経済はバランスがとれている
が、経済の減速及び企業利潤率の下落などの要因で、企業の経営状態が悪化
している。これは“危ない債務”という指標を評価し、中国株式企業（上場
企業）の総債務の 14%を占め、2010 年の 3 倍以上に増加した。報告の中でリ
スクがある中国の銀行貸出額は 1.3 兆ドルに迫り、およそ GDP の 7%を占め、
銀行の損となる可能性が高いことがわかった。 
 一方、2013 年 6 月 20 日に上海市の銀行間取引の利率は 13.44%に達した。
銀行間資金の流動性問題が現れ始め、中国のシャドーバンキングが新たなリ
スク要因として世界中から注目を浴びた。そして、2013 年 10 月に中国政府の
シンクタンクである社会科学院の予測 8により、中国におけるシャドーバンキ
ング資金の規模は 20.5 兆元（当時のレートで約 328 兆円）に達している可能
性があることを明らかにした。嘉悦大学の高橋洋一は「中国版シャドーバン
キングの規模を合計すると、2010 年末に 11 兆元だったものが、2013 年 6 月
末では 31 兆元（約 496 兆円）に達し、対 GDP 比では 6 割になっている。この
数字は、JP モルガンの推計である GDP の 7 割よりは少なめだが、上海証券研
究所、IMF（国際通貨基金）の GDP の 5～6 割とかなり似通っている。」 9もち
ろん、そんなに膨大な資金は経済減速及び構造転換中の中国に目の前の金融
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システムの不足を完備させることができるが、90 年の日本のバブル崩壊の教
訓及び 2008 年のアメリカのサブプライム問題のような金融危機を避けるため
に、金融システムの安定性を維持し、シャドーバンキングの規模を抑えなけ
ればならないと考えられている。 
 
1.1.5 大都市不動産バブル問題 
中国大都市の不動産問題はよくささやかれている問題である。コンサルティ
ング会社 Knight Frank は 2016 年 7 月 8 日に「世界 150 都市の住宅上昇率ラ
ンキング」 10（2015 年第一四半期－2016 年第一四半期）を発表した。トップ 5
の中で 3 位のトルコのイスタンブール以外は全て中国の都市が独占した。深
圳市不動産価格の上昇率は驚異的な 62.5%に達し、続く 2 位の上海市の 30.5%
から倍以上となった。4 位と 5 位の南京市及び北京市でも、18%近く上昇して
きた。最近注目されてきたロンドンは 15.2%で 10 位圏外の 14 位であり、広州
はロンドンを上回る 15.3%で 13 位に位置している。150 都市の平均上昇率は
4.5%ほどだったが、前述した 5 つの中国の都市以外に平均上昇率より高い中
国の都市はまだ 5 つあり、それぞれ杭州(11.9%)、武漢(7.7%)、天津(7.2%)、
寧波(7.2%)と鄭州(5.3%)であった。 
順位 都市 国家 一年間の上昇率 
1 深圳 中国 62.5% 
2 上海 中国 30.50% 
3 イスタンブール トルコ 19.60% 
4 南京 中国 17.80% 
5 北京 中国 17.60% 
6 ストックホルム スウェーデン 17.40% 
7 バンクーバー カナダ 17.30% 
8 オークランド ニュージーランド 16.90% 
9 イズミル トルコ 16.70% 
10 ラクナウ インド 16.10% 
 
図表 1.5 世界 150 大都市住宅の上昇率ランキングトップ 10 
2015 年第一四半期－2016 年第一四半期 
出所：Knight Frank のレポートより、筆者作成  
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そして、中国大都市の不動産価格はどこまで高くなっていくのかというと、
総合不動産サービス会社のサヴィルズは「2012 年 3 月 19 日に各都市の平均不
動産価格および現地の中所得層の家庭を対象に調査を実施した。その結果、上
海の中価格住宅価格と年間平均所得の比率は、30 対 1 となった。つまり上海
の中所得層の家庭は、100 平方メートルの 2LDK を購入するために 30 年間働き
続けなければならないことを意味し、中国大陸部で最高の比率となった。広州
と北京が約 28 対 1、成都が約 20 対 1 で続いた。」 11としている。 
 
中国大都市の住宅価格と年間平均所得の倍率 
上海 30 
広州 28 
北京 28 
成都 20 
国際大都市の住宅価格と年間年間平均所得の倍率 
スウェーデンのストックホルム 11 
オーストラリアのシドニー 10 以下 
スイスのチューリッヒ 10 以下 
図表 1.6 中国大都市の住宅価格と年間平均所得の比率と国際大都市の比
較 
出所：「世界 10 大都市住宅価格指数」により、筆者作成 
 
「今回の調査対象となった都市および統計結果によると、中国国内の典型的
な大都市は海外の一部都市を大きく下回っていることが明らかだ。例えばスウ
ェーデンのストックホルムは 11 対 1、オーストラリアのシドニーは 10 対 1 以
下、スイスのチューリッヒは 10 対 1 を大きく下回った。」 12国際的な慣例は 6
対 1 であれば、合理的な基準と認める。人民網日本語版は「1 世帯の 6 年分の
総収入で不動産を 1 軒購入できるという基準に基づき、中国 10 大都市の不動
産価格を計算した。」 13結果としては、計算した不動産価格は当時の実際の価
格より遥かに低い数字であることが明らかになった。 
以上 5 つの背景だけでなく、自然環境の破壊や国有企業の低効率、外国の貿
易摩擦などの様々な問題が存在し、中国経済が鈍化している。それによって、
中国政府は対策として、対外戦略である海外投資の拡大「一帯一路」（現代版
シルクロード）と都市と農村の格差緩和及び内需拡大を主とする「新型城鎮
化」（新型都市化）を提起した。城鎮化は日本語にすると都市化の意味で、
21 
 
「城」は都市、「鎮」は町と県を指す。本論文は「新型城鎮化」をめぐり、各
地方の状況、政策及び手法、また市民の意欲などについて説明する。 
 
1.2 中国における城鎮化の発展過程 
中華人民共和国建国後の中国城鎮化の経緯と特色について、先行研究をまと
めると、大まかに起伏期（1949 年―1978 年）、安定成長期（1978 年―1998 年）、
加速推進期（1998 年以降）という三つの段階に分けることができる。起伏期で
は戸籍登録制度及び都市と農村の二元戸籍制度の形成を中心とし、安定成長期
では改革開放に伴う農村・都市の格差拡大による常住人口の増加、加速推進期
では住宅制度の変化に伴い、不動産開発、城区の拡大を中心とする土地の城鎮
化を招いた。 
 
1.2.1 戸籍制度と都市と農村二元戸籍制度の形成 
1951 年中華人民共和国公安部は「都市戸籍管理試行条例」を公表し、“社会
治安を維持し、人民の安全、住居、自由移動を保障する”という目的を図った。
1955 年 6 月国務院は戸籍登録制度を都市から農村へ導入し、「1956 年『全国戸
籍工作会議』では、戸籍制度の基本機能として、①公民の身分の証明、②人口
センサスのための資料、③反革命分子および各種犯罪分子の活動防止が挙げら
れた。」14その時、戸籍登録制度による農村と都市間の移動はまだ相対的に自由
であった。しかし、工業化の進展と共に、「農村から流出した農民の多くは臨
時工として雇用され、……労働者の家族が都市に入れば、家族手当、医療費の
半額免除、生活保護、低廉な家賃及び水道・電気代、就職や進学上の便宜等、
いわゆる「6 大利点」を享受できることは、彼らが都市に移る誘因となった。」
15その結果、数百万人が農村から都市へ移動し、都市部の就職、食糧、住宅、医
療などの方面に重い負担をかけることとなった。そのため、1957 年国務院「農
村人口の盲目的な流出の阻止に関する指示」 16を打ち出し、“自由移動”とい
う言葉を削除した。1958 年 1 月に第一回全国人民代表大会常務委員会第 91 次
会議で「中華人民共和国戸籍登記条例」17を発表し、初めて農村戸籍と都市戸籍
の二種類に分ける都市と農村二元戸籍制度の導入が本格的に始まり、条例は農
民が自由に都市に移動することを禁じ、農民が農村から都市へ移転する際には
都市労働部の採用証明書、学校合格証または都市公安機関のある証明を提出し
なければならないと明記した。これは中国の二元戸籍制度が正式に設立された
ということを表している。当時の中国は食糧や生活用品など全て分配制となっ
た計画経済体制を実施していたため、都市戸籍を保有しない流動人口に対し、
22 
 
食糧を与えず、雇用もしなかった。二元戸籍による都市と農村の差異が現れ、
それ以降、都市がより優遇政策を受け、都市と農村の二元構造がますます広が
り、深刻な二元構造問題を形成した。さらに、1964 年公安部は「戸籍移動処理
に関する規定（草案）」18を公表し、都市人口の農村・小城鎮への移動を奨励し
たが、逆に農村・小城鎮から都市への移動を厳しく制限し、発見された場合、
強制的に原籍地に戻らなければならなかった。一方で、1949 年に建国してから
城鎮化が安定的に進展し、1957 年の「大躍進」運動で大量の農民を労働力とし
た都市へ移動し重工業産業に参入して、城鎮化率を速やかに推進させた。しか
し、計画なしで予想通りの無理矢理な城鎮化を促進した結果、「大躍進」運動
の失敗に伴い、城鎮化率も急激に下がった。景気循環や借金返済と同じように、
経済自身のメカニズムが動き出したからであると考えられる。その次に、十年
間続いた「文化大革命」運動で、城鎮化率は少し影響を受け、大きな変化がな
いまま、安定的な成長となった。 
 
1.2.2 都市で常住人口の増加 
改革開放以降、経済体制改革の進歩と共に中国の城鎮化も飛躍的に進展した。
文化大革命以降、社隊企業 19が現れた。1984 年に国務院は「都市企画条例」を
発表し、社隊企業の形を認め、郷鎮企業に改名した。迅速に発展した郷鎮企業
により、都市と農村の二元構造を打ち破り、農村余剰労働力は近くの郷鎮企業
に移り、農村で農業と郷鎮企業という二元構造が形成された。これは初級レベ
ルの城鎮化と呼ばれ、「離土不離郷」（農業をしなくても農村を離れない）の
局面が現れた。しかも、80 年代の末に社会主義市場経済体制が確立し、市場メ
カニズムの下で、郷鎮企業と農村集団企業の効率性と競争力が追いつかず、城
鎮化の発展も減速した。一方で、改革開放政策に恵まれた沿海部では経済の急
速な発展に伴い、沿海部と内陸部の経済格差が顕著となった。その背景の下で、
内陸部の農村戸籍を有した人口は戸籍制度にもかかわらず、沿海部に殺到し、
常住人口ベースの城鎮化率が爆発的に増加した。しかも、身分確認や社会治安
維持が難しくなったため、公安部門はこれらの人々に強制的退去を要請するこ
とができた。また、一部の優秀な人材を確保するために厳格な申請の下で都市
戸籍を与え、それ以外は条件を満たせばその対象に「暫住戸籍」 20を与えた。
「暫住戸籍」は後述する現行の「居住証明書」とよく似ていて、「その都市で
居住・生活する権利が与えられたが、市民のように住宅、医療、子女教育など
の公共サービスと保障が一切受けられなかった。いわば「二等市民」の様相を
呈しており」21、実際に当時そのような見方も出てきた。また、「暫住戸籍」と
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言っても申請条件が非常に厳しく、受領の手続きも複雑であり、多くの人々は
取得に大変苦労した。その時期は城鎮化が急速に発展し、特に沿海部における
常住人口が増加したが、厳格な戸籍制度のため、戸籍人口ベースの城鎮化率は
まだ低かった。 
 
1.2.3 不動産開発中心の土地の城鎮化 
90 年代に入って、城鎮化率の高かったラテンアメリカでは貧困問題が深刻化
していた。他国の経験を生かして同様の事態に陥らないために、中国自身の国
情に基づき、中国政府は小城鎮の発展戦略を定めた。1998 年に「農業と農村に
おける若干の重大問題に関する決定」の中で“小城鎮、大戦略”を打ち出し、
郷鎮企業の改革及び小城鎮の発展を強調した。しかも、民営企業の出現、都市
と農村間の収入格差などにより、大量の農村労働力が出稼ぎに行き、非正規雇
用を生み出した。同じ都市にいても、戸籍を持つ人（市民）と戸籍を持たない
人（流動人口）は同じ権益を享受することができない上、特に医療、教育、社
会保障、住宅などの面で差別されたという話がよく聞かれた。2000 年以降、都
市間で地理的要因や政策などの違いにより、資源が沿海部の都市に集中し、特
に WTO（世界貿易機関）に加盟したため、輸出型産業を主とする沿海部の都市
工業化が急速に進んで大量の農村余剰人口を吸収し、沿海部の城鎮化を推し進
めた。 
『国家新型城鎮化計画（2014-2020）』22によると、2013 年東部地区の常住人
口ベースの城鎮化率は 62.2％に達し、中部地域と西部地域はそれぞれ 48.5％
と 44.8％であった。直近の十年間で、大都市を中心として周囲の中小都市を繋
いだ新たな“都市群”（都市圏と同じ）が形成され、“両横三縦” 23という都市
化戦略があり、中国経済の牽引役となりつつある。また、より深刻な状況では
地方政府は自分の財政収入のため、農民から土地を取得し、不動産開発を中心
とする都市部の拡大を推し進める。「ゴーストタウン」や土地徴用の摩擦など
の現象が出現し、土地利用に関連する非効率性も出てきた。張懐雷によると、
「2010 年前後で土地を失った農民の数は 5000 万人に達した。」24中国青年報の
報道によると「今後 20 年間で、累計で 1 億人が土地を失う見込みである。」
25都市と農村格差の拡大に留まらず、社会に不安定要因も増えてきた。しかし、
過去三十年間、対外経済開放政策は沿海部都市に対し、多くの利益をもたらし
たといえるが、ここ 10 年間の人件費の高騰やイノベーション不足に伴い、付加
価値の低下及び投資を主とした経済発展は持続することが難しくなった。 
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1.2.4 これまでの中国城鎮化の問題点（土地の城鎮化の問題点） 
中国城鎮化の発展にはこれまで様々な特徴があるが、例えば地方政府主導の
やり方やインフラ設備の投入による都市部の不動産価格高騰などが挙げられ
る。このような城鎮化は産業構造のアンバランス、大都市病などの非常に大き
な問題を引き起こした。その中で、拡張という特徴を持ち、外部需要の牽引と
大量の資源や資本などの消耗につながる土地を主要対象とした問題、いわば高
コストの土地の城鎮化がある。勿論、発展途上国である中国が、欧米または多
くの発展途上国のような初期段階から工業化の進展を伴う城鎮化を発展させれ
ば、今のような高城鎮化率の達成は難しいと思われる。中国は土地譲渡金や土
地担保貸付などの形で地方政府に資金調達を行い、城鎮化の飛躍的な発展を実
現した。このような土地と緊密に関わる「以地融資」（土地使用権を譲渡し、
資金を調達する）のやり方は中国城鎮化の高速発展の根本要因となり、いわゆ
る土地の城鎮化につながった。急速な経済発展に伴う土地が有限であるため、
持続不可能、不動産業に頼りすぎ、人の城鎮化の妨げや工業化の深化とアップ
グレードへの妨害、さらに中国全体に広がるマクロ的リスクの拡大など多くの
問題も生じた。解放日報の報道 26に基づき、以下のいくつかの問題をまとめ
た： 
まず、土地の城鎮化を持続することができないこと。中国東部で多くの大都
市はすでに土地が売られていたため、引き続き土地譲渡で資金調達することが
不可能であった。中西部の都市では人口が、より発達している東部沿海部へ移
動した結果、人口流失問題が深刻であり、住宅の過剰状況に直面して大量の住
宅が在庫となり、土地も売れなくなった。 
その次に、土地の城鎮化は都市部の不動産業に依存していたが、住宅は人民
に対するハード面の需要である。都市住宅価格の高騰と共に生活が厳しくな
り、政府に不信感や人民の不満も高まった結果、矛盾を招きかねない状況とな
った。また、地方政府は GDP を追求し、都市発展に伴う都市部の拡張を強調し
過ぎたあまり、不動産開発などで都市周辺の農耕地を徴用する現象が現れた。 
また、土地の城鎮化は経済成長に不利であった。以前の外国輸出とインフラ
投資に頼る工業化は労働集約型または資本集約型の経済成長であった。工業生
産能力の過剰問題が現れ、産業のアップグレードや産業イノベーションに頼る
技術集約型または知能的集合型への転換に不利であったため、長期的に見れば
潜在的な生産性を抑える恐れがある。 
そして、土地の城鎮化は国内需要の拡大を妨げる。土地の城鎮化スピードが
人の城鎮化より速すぎた結果、大量の農民が都市に出稼ぎに行き、都市の社会
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保障などの公共サービスを享受することができないまま、市民化も難しく、こ
のような都市と農村及び都市間の格差が同時に存在して“新たな二元構造”が
形成され、消費需要が不足する問題を招いた。 
最後に土地の城鎮化は高レバレッジ、高債務、高リスクの金融リスクを招く
恐れがある。地方政府は土地に頼る融資に依存するだけでなく、更に政府融資
プラットフォームを通じ、商業用地の抵当でローンを貸してくれる融資手段で
ある。中国社会科学院の研究による 27と、2014 年に中国地方政府の債務残高は
30 兆元を上回って経済全体の債務は 150 兆元を超え、GDP に占める割合が
236%まで達し、利子を返済するだけでも GDP の 20%ほどに相当する。高レバレ
ッジは実体の経済運営にとって大きな負担であり、システムの金融リスクも誘
発しやすいと考えられる。 
 
1.3「国家新型城鎮化計画」の内容 
2014 年 3 月に中国国務院が「国家新型城鎮化計画 2014 年―2020 年」 28を発
表した。この計画は合計で 8 編、31 章、3 万字の計画綱要であり、内容が非常
に幅広い。計画は今後 6 年間で実現する中国の城鎮化目標を明確に規定し、ま
た更に長期間にわたって中国の都市と農村の発展に影響を与える。計画では常
住人口ベースの城鎮化率を 2013 年の 53.7%から 2020 年までに約 60％へ引き上
げ、戸籍人口ベースの城鎮化率を 2013 年の 36%から 2020 年までに約 45%に引
き上げ、2020 年までに約 1 億人が都市戸籍を保有する予定である。この計画の
大きな特徴は従前の不動産開発と城区の拡大を中心とする「土地の城鎮化」で
はなく、農村戸籍から都市戸籍への変更及び都市で定住している流動人口（農
民工も呼ばれる農村戸籍を持ちながら都市で出稼ぎ労働者）が都市戸籍を保有
している市民と同等のサービスの提供を中心とする「人の城鎮化」にある。城
鎮化の進行は、戸籍制度や土地制度などに関連している。 
 2012 年  2020 年  
城鎮化水準   
常住人口ベースの城鎮化率 52.6 60 前後  
戸籍人口ベースの城鎮化率 35.3 45 前後  
基本公共サービス   
農民工子女が義務教育を受ける割合  ≧99 
城鎮失業者、農民工などの無料職業訓練比例  ≧95 
城鎮常住人口ベースの養老保険加入率 66.9 ≧90 
26 
 
城鎮常住人口ベースの医療保険加入率 95 98 
城鎮常住人口ベースの保障性住宅（福祉住宅）入居
率 
12.5 ≧23 
インフラ設備   
人口 100 万以上都市の公共交通利用率 45（2011 年）  60 
城鎮公共給水普及率 81.7 90 
都市汚水処理率 87.3 95 
都市生活ゴミ無害化処理率 84.8 95 
都市家庭ネット能力（Mbps） 4 ≧50 
都市コミュニティ総合サービス施設カバー率 72.5 100 
資源環境   
一人当たり都市建設用地（平方メートル）  ≦100 
城鎮再生可能エネルギー消費比例 8.7 13 
城鎮新築建築に占める緑色（エコ）建築の比例 2 50 
都市における緑地比例 35.7 38.9 
地級市レベル以上都市の空気の質の国家標準達成
率 
40.9 60 
図表 1.7 新型城鎮化計画の主要指標 
出所：「国家新型城鎮化計画 2014－2020」より、筆者作成 （同注 22） 
 
図表 1.7 で示したように四つの分野で十八項目を明記した。そのうち、重要
なのは城鎮化水準と公共サービスの充実である。都市に対し、着目点は戸籍人
口ベースの城鎮化率を向上させることで、いわば定住している流動人口に都市
戸籍を与えることである。彼らは既存の都市で就職、生活、納税などの戸籍を
持っている市民と同等の義務を負うにもかかわらず、医療、年金、子女の教育、
保障性住宅（福祉住宅）などの権益を享受することができず、社会の不安定性
を高める。ここで注意しなければならないところは常住人口ベースの城鎮化率
は 8 年間で約 7.4 ポイント増やしたが、戸籍人口ベースの城鎮化率は約 9.7 ポ
イント増加する予定で、いわば戸籍人口の増加速度は常住人口の増加速度より
速いという目標を明らかにした。また農村に対し、一人当たりの耕地面積の増
加に繋がる。三浦有史の考察によると、新型城鎮化の順調な実施を通して、「農
村の労働力を都市で雇用し、単位面積当たりの労働投入量を減らすことによっ
て農業の機械化・大規模化が可能となり、農業の生産性ひいては農民の所得を
引き上げることができるとみている。」29字面だけを読めば、城鎮化は都市に関
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することであるが、実際には都市にとどまらず農村の発展にも深い関係を持っ
ている。中国は社会主義国家のため、平等をより重視する社会の構築を目指し、
今まで発生してきた都市と農村の二元構造を少しずつ是正しながらそれ以上拡
大しないように新型城鎮化実施の重要な効果を期待している。 
流動人口の市民化、戸籍改革提案、城郷統一の戸籍登録制度を打ち出し、城
郷戸籍二元制度の撤廃を狙う。国務院は「都市規模区分標準調整に関する通知」
（国発「2014」51 号） 30を発表し、本来の都市規模区分基準を調整し、常住人
口規模により五種類を区分し、常住人口の統計基準も明確化した。新たな都市
規模区分標準は都市人口規模の拡大に伴い、都市の受容能力も変更させた。例
えば、以前 50 万人以下の都市は中都市で戸籍登録については順を追って人口
規模を開放すべきであったが、新たな基準によると小都市と見做され、戸籍登
録は全面的に開放することになった。新たな基準は戸籍制度改革の推進及び居
住証明書管理制度に根拠を与えている。2016 年 9 月、国務院弁公庁は「1 億非
（都市）戸籍人口の都市移転に関する推進方案」 31（国弁発「2016」72 号）を
実施し、農村からの進学生、軍隊に入る城鎮人口、城鎮で就職と居住が五年以
上の人口、ファミリー移行の農業移転人口及び新世代の農民工を移転の重点対
象とし、地方政府は農業移転人口の責任者を明確化し、関連部門に関連政策を
打ち出すことを明確にした。 
 
 本来 現在 戸籍登録政策 
小都市 20 万人以下 50 万人以下 全面的開放 
中都市 20 万人―50 万人 50 万人―100 万人 順序に開放 
大都市 50 万人―100 万人 100 万人―500 万人 合理的開放 
特大都市 100 万人―500 万人 500 万人―1000 万人 
厳 格 的 人 口 規 模 抑
制 
超大都市 新規 1000 万人以上  
図表 1.8 都市規模基準 
出所：「都市規模区分標準調整に関する通知」 （同注 23） 
 
また、公共サービス面では、2020 年までに年金（養老保険）、医療保険、
子女の義務教育、失業者などの職業訓練を含む公共サービス普及率は全て
90％以上で、基本的にカバーしたと言える。2016 年 1 月国務院は「居住証明
書仮実施条例」 32の実施を始め、居住証明証を持参する人の居住地で法律に基
づき 6 つの公共サービス及び 7 つの利便的サービスの権利を確保した。これ
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は、上海、北京、天津などの城鎮化率が既に高水準に達した特大都市において
更に人口流入を受け入れる余地がないため、都市戸籍を保有しない流動人口に
対し、居住証明書の授与とその証明書価値の向上を目指し、流動人口は都市戸
籍を持たずに市民とほぼ同等の基本サービスを受ける権利を与えることを目指
す。 
インフラ設備の充実面では従来の城鎮化を引き続き発展させ、「計画」の中
で「土地の城鎮化」ではなく、「人の城鎮化」と強調したが、土地の城鎮化を
完全に遮断し、ソフト面の公共サービスを充実させるという意味ではない。都
市へ定住する人口の増加に伴い、都市の受容能力と人々の日常生活のための給
水や汚水、ゴミの処理など十分なインフラの確保が必要である。そうしなけれ
ば本来都市戸籍を保有している市民が自分の生活の質を確保できなくなり、政
策の支持が難しくなって更に反発を生む可能性が高くなるのではないかと考え
られる。また、公共インフラ以外に農村から都市への移住で最も重要なのは住
宅である。先ほど第一節で大都市の不動産価格高騰について述べたが、中小都
市を中心とする住宅はまだ余地があり、農村から都市への移住と共に住宅面の
需要拡大を期待する。住宅などのインフラ設備を整える一方で、公共サービス
の充実も図る。両方を比べると、公共サービスの充実をより重点的に発展させ
るということである。 
資源環境の面では、インフラ設備の充実と同じように都市の住みやすさの向
上を目指す。インフラ設備は基本的な生活を確保するために建設するが、資源
環境はよりエコ、持続可能な生活のための基準である。前述したように前の
“土地の城鎮化”は不動産開発や地域の拡張を中心とし、農地、資源の浪費、
環境破壊、汚染問題などの現象が現れた。前の誤った城鎮化発展の道を再び歩
まないようにするため、かつ発生した問題の対応のために、資源環境の基準を
定めた。本質は“以人為本”（人を最優先に考える）の人の城鎮化を中心とす
る発展の道である。 
また、「国家新型城鎮化計画」 33の中で、目標以外に厳守しなければならな
い六つの原則を明記している。 
一つ目は「人の城鎮化」を強調し、順に農業人口の市民化を押し進めること
である。大量の農業人口は大都市へ移転しても都市に溶け込みにくく、常住人
口ベースの城鎮化率（2013 年 53.7％）と戸籍人口ベースの城鎮化率（2013 年
36％）で 17 ポイントの差がある。農業人口が一気に大都市へ移住することは
不可能であるため、徐々に農村人口の移転を推し進める。もし彼らがそのまま
移住しても不安定な状態での生活を続ければ、社会に対し不安要因になるかも
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しれない。また、城鎮化率だけでなく、城鎮化の質も向上させる。公共サービ
スの充実の推進、人の資質の向上、住民全体に近代化の建設成果を享受させる
ことができる。 
二つ目は 4 つの近代化と協調発展を強調し、新型城鎮化が新型工業化、情報
化及び農業化の発展を同時に推し進めることである。工業化は城鎮化の核とな
る推進力であり、農村発展を促進させ、工業と農業が互いに調和し、共に発展
していくよう図っていくべきである。これは農業機械化による農業労働生産率
を高める。情報化は工業化を動かし、工業化アップグレードのための核心的な
力となる。また城鎮化において都市と農村管理や社会管理のために、情報を提
供することができ、よりよい社会管理を促進する。人々の生活施設や生活の質
を高めるため、十分な優位性を発揮する。農業近代化は工業化と情報化を通
じ、伝統的な農業を改革し、農業労働生産率を大幅に向上させ、更に農業の余
剰労働力を解放し、工業やサービス業に十分な労働力を提供する。 
三つ目は配置の合理化を強調し、都市群を主体として都市と城鎮、村との協
調発展を促進させることである。今回の計画は大都市、中小都市と城鎮に対
し、それぞれ未来に適応する発展モデルを計画し、大都市の波及効果を活かし
て、中小都市の発展を加速し、城鎮を発展の中心とする都市と農村の間で三者
の協調発展を促す。将来的な城鎮化の配置面で大都市のリーダーシップをさら
に高め、中小都市の数を増やし、城鎮のサービス機能の強化を求める。 
四つ目はエコ都市の発展を強調し、緑色（環境に優しい）、持続可能、低汚
染の発展を押し進めることである。生態文明の理念が全面的に都市に溶け込み
ながら発展し、高エネルギー産業を厳しくコントロールし、建物の省エネ化な
どの手段で都市の生態環境リスクマネジメントを向上させる。計画の中で明確
に“高密度、多機能と公共サービスの集約という発展モデルを主導し、緑色
（エコ）生産、消費を都市の主流とし、省エネ・節水製品及び再生製品を利用
し、緑色住宅の割合を大幅に高めると明記した。 
五つ目は文化伝承を強調し、都市（城鎮）の特色と個性を継続し、より明確
に提示することである。城鎮化は田舎を見捨て、農村の伝統や文化の消滅を意
味するのではない。農村と都市で生活スタイルが異なるため、城鎮化の進展で
恐らく農民にとっては適応にくい問題がいくつかあり、多くの農民の生活スタ
イル、心理状態、生産などに関連すると考えられる。それらの問題に対し、す
ぐに切り離すのではなく、徐々に誘導し改善すべきである。 
六つ目は制度改革を強調し、城鎮化の発展に有利な体制を構築できるように
することである。今回の計画は特に先ほど述べた 5 つの面の体制改革を強調
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し、具体的に実施する中で、人口管理、土地管理、金融財政体制、行政管理、
環境問題などの重点領域での体制を改革し、城鎮化の順調な発展に有利な制度
を考慮しなければならない。 
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第二章 中国新型城鎮化の現状 
 
2.1 全国の状況 
 
図表 2.1 全国常住人口の城鎮化率とその増減率（2000 年―2016 年） 
出所：中国国家統計局のデータにより、筆者作成 
 
中国での城鎮化率には常住人口ベースの城鎮化率と戸籍ベースの城鎮化率が
ある。統計局によると、常住人口とはある地区に半年以上居住する、実際にそ
の都市に住んでいる人口である。戸籍人口とはその都市に戸籍を登録している
人口である。出生地から戸籍を移すことは長く抑制されていた。戸籍人口は登
録した都市の全てのサービスや権益を享受することができる。本論で城鎮化率
という場合、特に説明がなければ、常住人口ベースの城鎮化率のことを指す。 
図表 2.1 に掲げた全国の常住人口ベースの城鎮化率から見ると、2000 年の
36.22％から 17 年間で 20 ポイント以上増加し、2016 年には 57.35％に達して
いる。特に 2011 年は初めて 50％を超え、城鎮化の進展において重要なターニ
ングポイントとなった。増減率から見ると毎年 1％前後で城鎮化が進んでいる
が、2010 年には 3.09％と急激な上昇がみられる 1。これは 2000 年に行われた
第五回全国人口センサスと、2010 年に行われたものとでは、異なる統計スケ
ールを使用 2していることが影響していると考えられる。今後も 1 年間に 1％
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余りの増減率を保つことができれば、2020年までに目標の60％の城鎮化率に
問題なく到達できるだろう。それだけでなく、前倒しで達成することも可能か
もしれない。 
 
 
図表2.2 全国戸籍人口の城鎮化率とその増減率（2012年―2016年） 
出所：国家統計局により、筆者作成 
 
また、図表2.2に示しているように、戸籍人口ベースのデータでは2012年
（35.3％）から2016年（41.2％）までに5.9ポイント増加しており、常住人口
ベースの4.78ポイント（2012年：52.57％、2016年：57.35％）を上回る。『国
家新型城鎮化計画2014年―2020年』発表後の2015年、2016年の城鎮化増減
率は、常住人口ベースでは前年から変化はなかったが、戸籍人口ベースでは
2015年に2.80ポイント増と大幅な伸びを見せている。これはこの政策の影響
であると思われる。しかし、2016年の増減率は1.30ポイントと、城鎮化率の
成長は続かなかった。 
『国家新型城鎮化計画2014年―2020年』の発表後、中国国家発展改革委員
会（以下国家発改委）が2015年1月に『国家新型城鎮化総合試験方案に関し
て』を公表し、2つの省、35の地級市（区、県）、25の県レベルの市（区、県）
と2つの建制県、合計64の行政地域を第一次試験区に制定し、新型城鎮化を実
施し始めた。同年11月、国家発改委は『第二次国家新型城鎮化総合試験地区名
簿に関する通知』を公表し、16の地級市（区、県）、43の県レベルの市（区、
県）と14の建制鎮の合計73の市、区、県を第2次試験区に制定した。さらに
1年後の2016年10月、国家発改委は『第三次国家新型城鎮化総合試験地区名
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簿に関する通知』を公表し、26 の地級市（区、県）、55 の県レベルの市（区、
県）と 30 の建制県、合計 111 の市、区、県を第 3 次試験区に制定した。 
第 1 次から第 3 次にかけて制定された地区を見ると、省レベルの地区は第 2
次以降リストから消え、市レベルの地区が減り、代わりに県レベルの市（区、
県）と建制鎮の数が増加している。ここから中国政府が中小の都市と町の城鎮
化により力を入れていることを見て取ることができる。 
図表 2.3 に、2014 年から 2016 年にかけての各省の城鎮化率とその増減率を
示した。これを見ると、2014 年から 2015 年の上海市の城鎮化率が－2.00 ポイ
ントとなっているのが目立つ。これは 2 つの要因が考えられる。まず、上海市
統計局のデータによると、2014 年から 2015 年にかけての上海市の戸籍人口の
自然増減率は－1.27 で、1.83 万人が減少したこと。そして、2014 年に『新型
城鎮化計画』が公表されて以降、具体的な実施方案がなかったために、本格的
に計画が進まず、上海市の城鎮化率が向上しなかったためである。2015 年の『国
家新型城鎮化総合試験方案に関して』により、上海市の金山区が新型城鎮化実
施の第一次試験区に選定されてから増減率は一気に 2.40％に至り、増幅が最も
大きい地区となった。『新型城鎮化計画』及び『実施方案』の公布後、2015 年
から 2016 年にかけての城鎮化率は、北京市と雲南省以外の全ての地区で増加
する傾向がみられる。 
 
地理地
区 
省別 
2014
年 
増減率
1 
2015
年 
増減率
2 
2016
年 
東北地
区 
遼寧省 67.05% 0.30% 67.35% 0.02% 67.37% 
黒竜江省 58.01% 0.79% 58.80% 0.40% 59.20% 
吉林省 54.81% 0.50% 55.31% 0.66% 55.97% 
華東地
区 
上海市 89.60% -2.00% 87.60% 2.40% 90.00% 
江蘇省 65.21% 1.31% 66.52% 1.18% 67.70% 
浙江省 64.87% 0.93% 65.80% 1.20% 67.00% 
福建省 61.80% 0.80% 62.60% 1.00% 63.60% 
山東省 55.01% 2.00% 57.01% 2.01% 59.02% 
江西省 50.22% 1.40% 51.62% 1.48% 53.10% 
安徽省 49.15% 1.35% 50.50% 1.49% 51.99% 
華北地
区 
北京市 86.45% 0.15% 86.60% 0.00% 86.60% 
天津市 82.27% 0.37% 82.64% 0.29% 82.93% 
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内モンゴル自治
区 
59.51% 0.79% 60.30% 0.89% 61.19% 
山西省 53.79% 1.24% 55.03% 1.18% 56.21% 
河北省 49.33% 2.00% 51.33% 1.99% 53.32% 
華中地
区 
湖北省 55.67% 1.18% 56.85% 1.25% 58.10% 
湖南省 49.28% 1.61% 50.89% 1.60% 52.49% 
河南省 45.20% 1.65% 46.85% 1.65% 48.50% 
華南地
区 
広東省 68.70% 0.01% 68.71% 0.49% 69.20% 
海南省 53.76% 1.36% 55.12% 1.68% 56.80% 
広西チワン族自
治区 
46.01% 1.05% 47.06% 1.02% 48.08% 
西南地
区 
重慶市 59.60% 1.34% 60.94% 0.66% 61.60% 
四川省 46.30% 1.39% 47.69% 1.51% 49.20% 
貴州省 40.01% 2.00% 42.01% 2.14% 44.15% 
雲南省 41.73% 1.60% 43.33% 0.00% 43.33% 
チベット自治区 26.49% 1.99% 28.48% 1.08% 29.56% 
西北地
区 
寧夏回族自治区 53.61% 1.62% 55.23% 1.06% 56.29% 
陝西省 52.57% 1.35% 53.92% 1.42% 55.34% 
青海省 49.78% 0.52% 50.30% 1.33% 51.63% 
新疆ウイグル自
治区 
46.07% 1.16% 47.23% 1.12% 48.35% 
甘粛省 41.68% 1.51% 43.19% 1.50% 44.69% 
図表 2.3 新型城鎮化計画発表後の各省レベルの城鎮化率 
出所：2015 年と 2016 年版『中国統計年鑑』により筆者作成 
注：香港、澳門（マカオ）、台湾は含まない。 
各地区内は 2016 年度に城鎮化率の高い順に並べた。 
 
37 
 
 
図表 2.4 ７つの地区と省レベルの行政地区及びそれらの省会都市 
出所：http://www.allchinainfo.com/map/asia-china/chinadist_city 
 
2.2 各地区の状況 
 ここでは特に指定していない場合は、城鎮化率は 2016 年、増減率は 2015 年
から 2016 年にかけての数字を指す。 
 
2.2.1 華東地区 
この地区は中国七大地区の中でも 2016 年時点で経済が比較的発達してお
り、城鎮化も相対的に高く、全ての省または省レベルの市で城鎮化率 50%を上
回り、そのうち、中央直轄市である上海は 90%に達している。安徽省は華東地
区の中で城鎮化率が最も低く（51.99%）、全国でもわずか二つしかない省レベ
ルの新型城鎮化計画実施試験区に指定されている。もう一つの省レベルの新型
城鎮化計画実施試験区である江蘇省は 67.70%で、華東地区では上海に次ぐ第 2
位の城鎮化率にある。次に城鎮化率の高い順に浙江省 67.00%、福建省
63.60%、山東省 59.02%と江西省 53.10%である。 
増減率を見ると、華東地区が全国で最も大きく、全ての行政地域で増減率が
1.00%以上あり、その中でも上海は全国一位の 2.40%である。山東省は 2.01%
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増、続いて安徽省 1.49%、江西省 1.48%、浙江省 1.20%、江蘇省 1.18%、そして
増減率が最も低い福建省でも 1.00%だった。高い城鎮化率は経済発達と相関関
係があり、華東地区は中国でも有数の経済発達を遂げている地域で、第一次産
業の割合が少ない。第一次産業から第二次産業または第三次産業への移行は現
在も続いており、農業からその他の産業に職を変える際に住む場所を移転し、
その際に戸籍も変更していると考えられる。農業大省として知られる江蘇省に
しても、2016 年の第一次産業が省の GDP に占める割合は 5％にとどまる。 
 新型城鎮化を押し進める手段について、華東地区では主に申請時の要求水
準を切り下げ、戸籍を取得するための手続きを簡略化することで対応している
ほか、省内人口の自由移動を認め、移住人口の子女の教育保障や医療、住宅な
どの公共サービスを保障する権利を提供するなど、居住証明書の価値を向上さ
せている。 
たとえば福建省晋江市では 2015 年の常住人口は約 200 万であるが、流動人
口に対し安定的かつ合法的な住所（賃貸型住宅を除く）があれば、都市戸籍に
登録し、本人とその両親、子女と配偶者の戸籍を居住地に移すことを許可し
た。さらに賃貸型住宅に住む流動人口に対しても、晋江市での居住証明書の発
行から 1 年以上経過し、かつ晋江市で 1 年間以上働いた実績を持つという条件
を満たせば、都市戸籍を登録し、本人とその両親、子女と配偶者の戸籍を居住
地に移すことを許可している。また、『晋江市新型城鎮化総合改革工作情況』
3によると、無料の職業訓練を提供し、流動人口の就職援助を行っている。住
宅面では流動人口に 3502 戸の住宅を提供した（全市配給の 41.6%を占め
る）。そして社会保険面では、養老保険、医療保険、失業保険、出産保険、労
災保険の“五険”における流動人口の従業員の占める割合はそれぞれ 56.1%、
62%、56.1%、56%、56.6%に達し、本来の戸籍人口の割合を超えた。また、流動
人口の子女にも当地の学生と同様に進学する権利を認め、2015 年に晋江市で
新しく入学した学生の数は、当地のそれを上回って、58.7%に達した。こうし
た政策により、2015 年には戸籍登録人口が 1.8 万人増加した。 
江蘇省は全省範囲内居住証明証の運用を実現し、市を跨いだ住民情報の変更
手続きを簡便にした。蘇州市の居住証明証を持つ流動人口は、当地の住民と同
等に 24 項目、無錫市でも当地の住民と同じ 25 項目の公共サービスを享受する
ことができる。『国家新型城鎮化報告（2016 年）』のデータによると、2013
年の居住証明証の運用開始以降、江蘇省で発行した居住証明証の累計は約
2100 件 4となった。義務教育段階で移住した就労流動人口の子女は公立学校で
勉強する割合が高く、87%を占める。また、省内の 35 地区で都市か農村かに関
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わらず、住民の基本的な医療制度を整備した 
 
2.2.2 華北地区 
北京市、天津市という２つの中央直轄市を有する華北地区も城鎮化率が高
く、全ての市や省で城鎮化率 50%を上回った。北京市はこの地区内で城鎮化率
が最も高い（86.60%）が、2015 年から 2016 年にかけての増減率が 0.00%とな
っている。これは、北京市は既に城鎮化率が非常に高いことと関係があり、そ
の点では先ほど言及したもう一つの中央直轄市である上海市とよく似ている。
そして北京市は通州区を、上海市は金山区を、それぞれ第 1 次新型城鎮化試験
区として指定を受けている。いずれも新型城鎮化の実施が依然として必要であ
ると考えられているのである。 
上海市に例をとると、城鎮化率は 90%に達しているが、上海市の常住人口に
おける戸籍人口の比率は約 6 割に過ぎず、残りの 4 割は流動人口である。彼ら
は本来であれば戸籍登録地の公共サービスを受ける。彼らが上海の住民と同等
な権利を享受することができるかどうかが上海市新型城鎮化のキーポイントで
ある。同じことが華北地区にも言える。高城鎮化率を既に達成し、経済も比較
的に発達した華東地区と華北地区では、この計画の核心は城鎮化率を高めるこ
とではなく、城鎮化の質を高めることなのだ。これがすでに高城鎮化率を達成
している北京市や上海市内の区が新型城鎮化計画のリストに入った理由と考え
られる。同様に中央直轄市である天津市は、城鎮化率 82.93%、増減率 0.29%
の、国内で城鎮化率 80%を超える 3 地区の一つである。内モンゴル自治区、山
西省と河北省の城鎮化率はそれぞれ 61.19%、56.21%、53.32%で、増減率はそ
れぞれ 0.89%、1.18%、1.99%である。これら 3 つの一級行政区の城鎮化率は新
型城鎮化計画で提起された目標の、2020 年までに城鎮化率を約 60%達成という
数字からかけ離れてはいないため、現在の増減率をこのまま保てば目標達成は
たやすいと考えられる。 
内モンゴル自治区は五大自治区の中で唯一城鎮化率 60%を上回っている。こ
れは民族自治区としての特殊な地理上の要因によると考えられる。すなわち土
地が広く、人口が少なく、草原面積が区内面積のおよそ 60%を占め、草原農業
では多くの人力を必要としない。また、内モンゴル自治区は炭鉱と希少金属資
源が豊富で、建国以降の計画経済時代、国家は多くの大型国有鉱物企業を建設
し、そのため、大量の農業人口が非農業産業にシフトしたことで、城鎮化率が
高まった。この点は後に言及する東北地区の高城鎮化率と類似する。 
華北地区の新型城鎮化の実施方法は華東地域と同様に居住証明証の価値を向
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上させることを重視し、移住する住民の子女の教育、住宅保障と医療の優遇を
行なっている。強いて違いを見出すとすれば、華東地区では戸籍登録の申請要
求を切り下げたが、華北地区では申請の手続きを簡略化することにより重点を
置いている。 
たとえば河北省ではこれまで省内の都市部に賃貸型住宅の形で居住する流動
人口に対しては戸籍登録を許可していなかった。この賃貸型住宅に居住する流
動人口を対象に、公共戸籍登録制度を創立した。これは、居住する地区の住民
委員会の住所を登録地として、都市戸籍をもつことができるというものだ。
「河北省の非戸籍人口に都市での戸籍登録を推進する実施意見発表会」 5の発
表によると、2016 年にはこの公共戸籍の登録手続きが可能な 2061 地点が設置
され、2 万 607 人が戸籍を登録した。また、戸籍登録の手続きを簡略化し、条
件に合う省内住民は、流入公安機関で直接定住の手続きを取ることができるよ
うに整備している。これによりこれまで必要だった流出公安機関への移住証明
証や資料の提出が不要となった。住民の身分証明証発行に要する日数も 18 営
業日から 15 営業日までに短縮し、僻地においても 20 営業日から 18 営業日ま
でに短縮するなどの措置を取っている。 
2016 年の河北省全域における居住証明証の発行数累計は約 62.5 万件にのぼ
り、居住証明証を得た住民は 21 項目の公共サービスを享受することができる
ようになった。また、居住証明証の価値を向上させるために、河北省石家庄市
では 2015 年から流動人口の「保障性住宅」（福祉住宅）への申し込みの条件
を緩和し、居住証明証の提示と、一定の収入基準に達していることが証明でき
れば、戸籍人口と同様に保障性住宅の一種である“公租房”（公営賃貸住宅）
の申請を認め、これにより“公租房”の居住者の五分の一が居住証明証を保有
する流動人口となり、1.2 万人以上の居住証明証を保有する流動人口による入
居待ちの状態となっている。 
 
2.2.3 華中地区 
湖北省、湖南省と河南省の三省は華中地区に属する。そのうち、湖北省の城
鎮化率が最も高く 58.10%となっている。2015 年に比べると 1.25%の上昇だ。
城鎮化率第 2 位の湖南省は 52.49%で、増減率は 1.60%となっている。農業大省
かつ人口大省である河南省の城鎮化率は 48.50%だが、上昇率は 1.65%と比較的
城鎮化が進んでいる傾向にある。 
華中地区の城鎮化率は 2016 年の全国平均（57.35%）より低いが、河南省が
農業大省であることを考慮に入れる必要がある。河南省の食糧生産力は長く全
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国 1 位であり、2015 年の食糧総生産量は 6000 万トン 6を突破し、全国の総生
産量のおよそ 10%を占める。河南省は人口も多く、約 1 億 788 万人と全国のお
よそ 7.7%の人口を占める。このために、華中地区の城鎮化は華東地区や華北
地区と比べるとかなり低い水準である。 
華中地区の新型城鎮化は申請条件の切り下げと居住証明証の価値の向上のほ
かに、省内の自由移転を可能にし、さらにマクロ的な視点から移住コストの分
担構造を実現した。 
たとえば湖北省襄陽市は 2015 年から居住証明証の申請時の、投資金額や就
職年限などの制限を廃止し、合法的な仕事と安定した居住地（賃貸型住宅も
可）の条件を満たせば本人、配偶者、両親と未成年子女の定住と戸籍登録を許
可する。2016 年 10 月の襄陽市の中心市街区域の新規戸籍取得人口は 4 万 725
人のうち、農村からの移転戸籍を登録した人数は 1 万 2155 人であった 7。ま
た、地方政府の財政的な圧迫の分担を狙い、襄陽市は多元的な融資構造を探求
している。まず都市投資プラットフォームを構築し、国家開発銀行、農業発展
銀行、平安銀行などの金融機関と戦略的な協力関係を展開し、都市発展基金を
設立した。そして、地方債券の発行によって資金を調達している。2015 年に
は、市レベル、県レベルで 95.3 億元規模の都市投資債券 8 種類を発行した 8。
個人に対しても積極的に農村財産権制度改革を推進し、農家資源の有償退出
（耕地を放棄するための賠償金）、宅基地（自留地。農家の割当耕地のこと）
と家屋の抵当化などの手段を通じ、農民の資金力を引き上げ、個人が都市へ移
住する際のコストの分担能力を増加させた。企業に対しては政府資本と社会資
本の協力強化を推進し、企業のグレードアップ（規模拡大だけでなく、産業転
換やモデルチェンジなどを含む）などの支持、政府補助制度の創立、従業員寮
の建設を奨励など数々の支援策を講じている。なお、政府は奨励したこれらの
寮を“公租房”として運営し、農村からの流動人口の住宅問題解決に効果的に
流用している。 
河南省濮陽市は居住証明証の価値を向上させることに力を入れている。最寄
りの学校へ学費免除での入学を可能にする“学位券制度”を作り、市街区域に
居住中の戸籍を登録した流動人口の子女が教育を受けられるようにした。その
後、学位券申請にははじめ戸籍簿、居住証明証、就労契約証と暫住証の 4 つの
証明証を必要としていたが、戸籍簿と居住証明証（賃貸型住宅も含む）の２つ
に簡略化した。2015 年に、市、県レベルで新規居住証明証を保有する流動人
口の子女 2.59 万人の入学者を募集したところ、前年より 6171 人 9増加した。 
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2.2.4 華南地区 
華南地区は広東省、海南省と広西チワン族自治区からなる。経済が比較的に
発達し、GDP が全国第 1 位の広東省の城鎮化率は 69.20%で、増減率は 0.49%で
ある。その後に続くのは海南省であり、城鎮化率は 56.80%で、増減率は 1.68%
である。広西チワン族自治区の城鎮化率は 48.08%で、増減率は 1.02%である。
広西チワン族自治区はチワン族の人口が約 35%と少数民族人口が比較的多い。
そのため、広西チワン族自治区は“民族区域自治制度”を実行している。つま
り国家の統一的管理の下で、相応の自治機関をもち、憲法、民族地域自治法と
その他の法律の下、高い自治権によって、少数民族内部の事務を管理する制度
である。この基礎の上に、広西チワン族自治区は「広西チワン族自治区新型城
鎮化計画（2014―2020 年）」 10によって、常住人口ベースの城鎮化率を年平均
1.3％のペースで高め、新規の都市人口 700 万人を得て 2020 年に 54%を達成す
るという、全国の城鎮化率目標よりも低い目標を提起した。 
華南地区への流入人口が多いため、2015 年 7 月、広東省人民政府は正式に
『広東省の戸籍制度改革の一層の推進実施に関する意見』 11を配布した。それ
によると広東省は流動人口が 3495 万人、そのうち省外からの流動人口は 2433
万人、5 年以上居住する流動人口は 552 万人である。2020 年までに、広東省は
およそ 1300 万人の農村からの流動人口とその他の常住人口の戸籍登録の実現
を目指す。そのために建制鎮と小都市の戸籍登録制限を全面的に開放し、広東
省に長期滞在する流動人口の戸籍登録問題を優先的に解決しようとしている。
例えば広東省東莞市の 2016 年の常住人口は 826 万人、戸籍人口は 201 万であ
った。つまり外来の流動人口が地元の戸籍人口の 3 倍以上になる。長期滞在の
流動人口の戸籍登録問題の優先的解決は、喫緊の課題である。特に市への貢献
度の高い人材を対象とし、2010 年から東莞市では日本の高度人材に対するポ
イント制度（外国人ポイント制度）とよく似た、ポイント戸籍登録制度を導入
した。合格ラインを制度導入当初の 130 点からその後 100 点に切り下げた。東
莞市で合法的な就業実績が 5 年以上で、かつ養老保険を納付する期間が満 5 年
を超える場合に 100 点となる。このように合格点を超えた人材に対して戸籍登
録を促進する。さらに「本科」学歴（大学卒業）をもつ流入人口は養老保険の
必要加入年数を 2 年短縮することができる。さらにこの制度には定員などの制
限はなく、発達していない町での戸籍登録に対してはボーナスポイントのよう
な優遇政策を与える。東莞市ヒューマンリソース局党組織メンバーの周雪萍に
よれば 12、2018 年 2 月 27 日、東莞市全域で戸籍を登録した人数は 4 万 9137
人、さらに彼らの家族 6 万 4185 人、合計 11 万 3322 人が戸籍を登録した。公
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立学校ではおよそ 25%、民営学校ではおよそ 75%を戸籍登録をした流動人口が
占めた。東莞市政府は「民営学校管理科」を設置して民営学校の管理を強化
し、“民営教育特定プロジェクト基金”を設立して、毎年 1 億元以上を投入す
る予定だ。また、東莞市政府は一人 5000 元で民営小学校、一人 6000 元で民営
中学校の定員を購入する方法で、戸籍登録人口の子女の義務教育の権利を保証
する 13。 
深圳市統計局 14のデータによると、流動人口は常住人口の三分の二を占めて
いる。深圳市も人口の流入が著しく、ポイント戸籍登録制度以外に、農村から
の流動人口の臨時就労者に就労技能向上の意欲を奨励するために、初級労働
者、中級労働者、高級労働者に 20〜70 点のボーナスポイントを与え、彼らの
合格ラインを底上げしている。2012 年から 2015 年までにポイント戸籍登録制
度で、約 14 万人 15の流動人口が深圳市に定住し戸籍を登録している。 
広西チワン族自治区柳州市は手続きの簡略化に力を入れており、市を跨いだ
運転免許の移動や、住宅公共積立金の貸借などの制度が整備されている。さら
にインターネットの利便性と優位性を利用し、市を跨いで移動する戸籍をネッ
トで審査・許可し、遠隔地からの身分証明証の変更などのサービスも提供して
いる。また、“人口情報部門間の共有プラットフォーム”を設立し、公安、社
会保障などの 11 部門 24 種類の労働者のデータを共同構築し、共用を実現して
いる。新たに戸籍を登録した流動人口の子女の教育については、2016 年秋学
期、市立小学校では総応募人数の 36.6%を占める流動人口の子女 7398 人を、
市立中学校では総応募人数の 34.7%を占める流動人員の子女 6892 人を入学さ
せた。職業育成面では、柳州市には職業訓練定点機構が 29 ヵ所、中等職業教
育学校が 26 校あり、2016 年 5 月から 2017 年 5 月にかけて、累計で 6565 人の
農村からの流動人口が育成訓練に参加した。“第十二次五ヵ年計画”以来、柳
州市は累計 12.5 万人の農村からの流動人口を育成訓練し、同じく累計で 1.5
万人 16の就業困難者に就業実現のための援助を行なった。 
 
2.2.5 東北地区 
東北地区には遼寧省、黒龍江省と吉林省の 3 省がある。これらの 3 省は全て
中国の主要食糧生産区であり、国家統計局のデータによると、2016 年度の食
糧生産量はそれぞれ黒龍江省が約 6060 万トン、遼寧省が約 2100 万トン、吉林
省が約 3715 万トン、3 省合計で 1 億 1875 万トンにのぼり、これは全国の食糧
総生産量（6 億 1625 万トン）の 19.2%を占める。一般的には食糧生産量が多い
地区（例えば河南省）の城鎮化率は比較的低いが、東北地区は明らかに違う。
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東北地区で最も城鎮化水準の高い遼寧省の城鎮化率は 67.37%で、上海市、北
京市、天津市、広東省と江蘇省に次いで全国第 6 位である。ただ、増減率が上
位５位までの都市と比べると緩やかで 0.02%である。食糧生産量が東北地区の
半分以上を占める黒龍江省の城鎮化率は 59.20%で、増減率は 0.40%である。吉
林省の城鎮化率は 55.97%で、全国平均の 57.35%を少し下回り、増減率は
0.66%である。東北地区 3 省は共通して城鎮化率は比較的に高いが、増減率が
低い。これは東北地区 3 省の工業化の発展が比較的早い段階、すなわち中華人
民共和国建国後の計画経済時代にソ連に学ぶことを目標に行われたことが原因
である。東北地区はソ連に近く、かつ鉄鋼、石油など豊富な資源をもつという
地理的な優位性があるため、新中国は東北地区に大量の人力、財力、資源を投
入し、優遇政策を打ち出し、石炭、鉄鋼、石油などの重工業国有企業を次々に
設立した。そして“工人光栄”（労働者は光栄である）などの理念を提唱し、
大量の農業人口が国有企業に入り、都市の従業員になった。これが東北地区の
高城鎮化率の基礎となり、その頃に城鎮化率が急激に上昇した。しかし、改革
開放以降、市場経済時代が到来し、計画経済制度に慣れた大型国有企業は不適
応を起こし、経済発展は次第に東部沿海地区に遅れをとるようになった。 
東北地区は新型城鎮化に向け、申請条件の緩和を主な手段として取り組んで
いる。たとえば黒龍江省ハルビン市は、2016 年時点で常住人口 551.06 万人 17
の巨大都市である。2016 年に打ち出された「戸籍制度改革工作の一層の深化
に関する意見」により、市区 18内で「差異化戸籍登録政策」を実行している。
二環線以内 19の地区では明確な限定条件があり、すでにそこで住宅を購入して
いる場合、あるいは留学経験のある人材、技術のある労働者などは本人とその
配偶者、子女と両親に戸籍登録することを許可している。これは主に優秀な人
材を呼び寄せることを目的としている。二環線外の地区についても、合法的か
つ安定的な住所（賃貸型住宅も含む）があれば、本人とその配偶者、子女と両
親の戸籍登録を認める。 
 
2.2.6 西南地区 
西南地区は重慶市、四川省、貴州省、雲南省とチベット自治区からなり、中
央直轄市である重慶市以外の城鎮化率は全て 50%以下と、七大地区の中で城鎮
化率が最も低い。その中で城鎮化水準の最も高い重慶市の城鎮化率は 61.60%
で、増減率は 0.66%となっている。重慶市に隣接する四川省は城鎮化率 49.20%
で、西南地区の中で第 2 位に位置し、増減率は 1.51%である。 
重慶市は元々四川省に属していた。“三峡ダム工事” 20の建設に伴うダム周
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辺の移住者に対する統一的な計画の管理のため、1997 年 6 月に本来の重慶市
旧市区を四川省から分離し、黔江地区、涪陵市、万県市とあわせて新しく人口
3000 万人を超える中央直轄市・重慶市を作った。国家統計局のレポート 21によ
ると、“三峡ダム工事”のために移住させた約 100 万以上の人口を、この時す
べて都市人口とし、新たに中央直轄市の区人民政府と区街道事務所の所在地と
なった地区の人口も全て都市人口とした。本来涪陵市にいた農村人口は、新し
い重慶市の涪陵区となったと同時に都市人口となった。こうして中央直轄市
になったことでより多くの国家政策と支援を獲得し、重慶市の経済発展はさら
に加速し、城鎮化率が四川省よりも著しく高い状況となった。 
貴州省と雲南省は城鎮化率にあまり差がなく、それぞれ 44.15%と 43.33%だ
が、増減率に大きな差異があり、それぞれ 2.14%と 0.00%である。貴州省と雲
南省はともに、都市の投資環境、住民生活環境などのインフラが整っておら
ず、都市人口の容量、市場容量、経済規模が小さいために、農村の余剰労働力
と外資を引きつける能力が弱く、これらが経済発展と城鎮化を妨げている。 
チベット自治区の城鎮化率は 29.56%で増減率は 1.08%である。チベット自治
区は平均海抜 4000m 以上の高地で、厳しい寒さに加えて空気中の酸素含有量が
非常に低く（内陸の 60%程度）、気圧が低いという独特な地理環境にある。ま
た、チベット統計局のデータによると、人口密度は一平方キロメートルあたり
2.69 人という“地広人稀”（土地が広く人口が少ない）地区である。中国で
唯一、少数民族人口が漢族を上回る一級行政区で、一万平方キロメートルの広
大な土地に都市は 2 つ 22しかなく、また生態と環境保護などのために大規模な
工業化を行うことができず、経済発展が遅い。自治区内は 5 つの地級市と 2 つ
の地区を含む合計 7 つの地級行政区域があり、その下に 74 の県レベルの行政
区域（4 つの市轄区と 70 の県）があるが、全ての県（市轄区も含む）が 2016
年末まで貧困県に属していた。2016 年年末に 5 つの県が貧困県からの脱却に
成功している 23が、依然全域が経済的に発展しているとは言い難い。以上の理
由でチベット自治区の経済発展と城鎮化は起点が比較的低く、城鎮化率も全国
の最下位に位置する。 
西南地区の新型城鎮化は、市区人口 1500 万人を超える重慶市ではその他の
いくつかの高城鎮化率の都市と同じように、主に居住証明証の価値を向上さ
せ、戸籍登録の申請条件を切り下げることで行われている。具体的には区域ご
とに差別化した戸籍登録条件を設け、農業人口の都市戸籍化を図っている。
『重慶市人民政府弁公庁の重慶市戸籍移転登録に関する実施方法の通知』 24に
よると、市内をいくつかの区域に分け、戸籍登録の要件である仕事を持ち社会
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保険を収めている年数を「都市主要市区」では満 5 年以上、「都市機能開拓
区」では満 3 年以上、「都市発展新区」では満 2 年以上、「重慶東北生態修養
発展区」と「重慶東南生態保護発展区」では満 3 年以上としている。また、
『重慶市居住証明証実施方法』により、流動人口に教育、社会保険、民生など
の 24 項目の権利と待遇を与えている。中華人民共和国中央人民政府ウェブサ
イトの報道 25によると、2016 年 1 月〜8 月に市区で新規に戸籍を登録者した流
動人口は 13.1 万人、そのうち、都市機能開拓区と都市開発新区への戸籍登録
は 76.3%に達した。それ以外に、流動人口に農村に帰って起業することを奨励
し、労働者職業技能育成訓練プロジェクトを実施した結果、新規市区就職人数
は 47.3 万人、新規創業人数は 20.2 万人に達した。同時に流動人口の住宅問題
を保障するために、重慶市は 2010 年から流動人口に“公租房”を開放してい
る。『国家新型城鎮化報告 2016 年』 26のデータによると、2015 年までに重慶
市は公租房 21.4 万戸、建築総面積約 1070 万㎡を建築した。そのうち 44%を占
める約 470 万㎡は流動人口の住居に充て、16%にあたる約 170 万㎡は重慶市以
外の都市戸籍をもつ人口に、6%にあたる約 64 万㎡は新卒の大学生（重慶市以
外の戸籍含む）に分配した。 
雲南省紅河哈尼族彝族自治州は、州内の常住人口の約 60%を少数民族人数が
占める自治州である。『雲南省人民政府の更なる戸籍制度改革の推進に関する
実施意見』 27によると、「以人為本」（人を最優先に考える）及び「尊重群
衆」（民衆の意見を尊重する）という二つの原則に基づき、農業人口が城鎮に
戸籍を登録し定住した後、都市の生活に適応できない場合、原籍に戻り農業に
従事し続けることができる、もしくは一定の資金や技能を蓄積した後、故郷へ
帰り創業を望むなら、原籍の農村地区に戻って戸籍登録することを許し、城鎮
に登録し定住することを強制することはないという制度を運用している。2016
年 11 月までに、都市戸籍から農村戸籍へ復帰する者が合計 5000 人あまりお
り、同時期の農村戸籍から都市戸籍への変更数の約 10%を占めた 28。 
 
2.2.7 西北地区 
西北地区は寧夏回族自治区、陝西省、青海省、新疆ウイグル自治区と甘粛省
からなる。全体の城鎮化水準は西南地区より高い。城鎮化率が最も高いのは寧
夏回族自治区で、城鎮化率は 56.29%、これは全国の平均水準の 57.35%を少し
下回る程度で、増減率は西北地区内で最も低い 1.06%で、これは五大自治区の
中で内モンゴル自治区に次ぎ第 2 位である。内モンゴル自治区の地理と自然資
源によって形成された高城鎮化率と異なり、寧夏回族自治区は主に 2000 年か
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ら実施されている“西部大開発”戦略のチャンスを捉えるため、「省会」都市
（一級行政区政府の所在地）である銀川市を中核に、銀川都市圏を形成し、イ
ンフラ整備と人材吸引などを通じ、市区の競争力と人口吸引力を高め、経済発
展を最優先に発展させている。2012 年に国務院は寧夏回族自治区を全国初の
省レベルの「内陸開放型経済試験区」に認定した。これにより銀川市を中心
に、そして地級市を支柱に、中小市区を基礎にした沿黄都市帯（黄河周辺に沿
う都市ベルト）の発展を推進している。 
陝西省と青海省の城鎮化率はそれぞれ 55.34%と 51.63%で、増減率はそれぞ
れ 1.42%と 1.33%である。 
新疆ウイグル自治区と甘粛省の城鎮化率は 50%以下で、それぞれ 48.35%と
44.69%である。新疆ウイグル自治区区内の城鎮化の格差は非常に大きく、新疆
統計局のデータによると、自治区内全域はおしなべて城鎮化率が低いのだが、
新疆生産建設兵団 29の城鎮化率は全国平均を上回る 64%と突出している。兵団
以外の地域は少数民族人口が多く、かつ共通語である漢語が通じない上に移住
の意欲もなく、異民族間での融合がはかりづらく、労働集約型の企業が少ない
ために少数民族人口の就業状況が非常に厳しい。彼らは主に農業生産に従事
し、このため城鎮化率が低い。 
甘粛省の自然条件は極めて悪い。乾燥気候地区に位置し、かつ地形が複雑で
あり、山が多く、水が不足する傾向があるため、農業生産の効率が低い。甘粛
省統計局のデータによれば、2016 年度甘粛省就業人員の構成から見ると、第
一次産業に従事する人員の比率は 55.96%であるが、2016 年度の第一次産業の
生産額は省内の全産業の 13.66%にとどまる。農業にかかわる人口が多く、城
鎮化水準は低い。 
西北地区は工業化水準が低く、水が不足し、山が多いなどの自然環境の原因
のため、城鎮化の進展が比較的に厳しい。そのため主に「特色小鎮」（特色あ
る小都市）を発展させる形で新型城鎮化を実施している。たとえば寧夏回族自
治区固原市は「美麗村鎮」（美しい町と村）建設と、市内全域のツアールート
を融合させ、いくつかの“住みやすい、旅しやすい、仕事しやすい”を標榜し
た美しい村鎮建設を行っている。このため固原市の田舎の様相は大きく変化
し、居住環境は明らかに改善している。固原市は 2014 年から 2016 年までに、
市内に 19 の「美麗小城鎮」（美しい小都市）、99 の「美麗村落」（美しい
村）を建設した 30。これらの小都市と村落はそれぞれに特色を持つ観光スポッ
トになるだけではなく、更に経済発展を動かし、農民の就業と収入増加を促進
するプラスの影響を果たすことができた。 
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第三章 新農村建設と新型城鎮化 
 
3.1 新農村建設と新型城鎮化の関係 
 新農村建設と新型城鎮化は両者ともに国家の戦略的政策であり、どちらも農
民を対象としているが目的が違う。2005 年に打ち出された新農村建設は当時の
農民、農村、農業の「三農問題」に対処し、つまり農民が苦しく、農村が貧し
く、農業が危ないという状況を解決する対策を講じることに努めた。ポイント
としては、農民の苦しい生活、農村の貧しい状況を改善し、農業の発展不足を
改善する政策である。つまり、13 年前に打ち出した新農村建設は農業生産、農
民生活及び農村の自然と発展の環境について具体的な措置を取り、農業生産の
援助、農民生活の改善及び農村環境を活発化させることである。根本的な目的
は新型城鎮化と同様、城郷（都市と農村）の格差を縮め、城郷一体化を促進す
ることにある。 
新農村建設のうち、最も注目された政策は「農業税の減免」である。「2004
年 3 月に行われた第十回全国人民代表大会第二次会議以降、当時の国務院の温
家宝総理は農村税収改革の推進を続け、農業税の税率を毎年 1 ポイント以上段
階的に切り下げ、5 年の内に農業税を廃止した」 1。同年、「東北地区の黒龍江
省と吉林省の全省で農業税免除の試験改革を行い、河北省、内モンゴル自治区、
遼寧省、江蘇省、安徽省、江西省、山東省、河南省、湖北省、湖南省、四川省
という 11 の主要食糧生産地の農業税の税率を 3 ポイント切り下げ、残りの省
の農業税率を 1 ポイント切り下げた。2005 年に 592 の国家貧困援助重点県に対
し農業税徴収の免除を行い、その他の地区の農業税率を更に切り下げた。その
うち、2004 年に農業税率が 1 ポイント下がっていた省でまた 4 ポイント切り下
げられ、2004 年に農業税率が 3 ポイント下がっていた省でまた 2 ポイント切り
下げられた。2005 年 12 月 19 日、第十回全国人民代表大会常務委員会の第十九
次会議で「中華人民共和国農業税条例」の廃止を決定し、2006 年 1 月 1 日に全
国規模で徹底的に農業税の免除を実施しすることとなった。当時の実施日程予
定（2008 年までに）より 2 年早い動きだった」 2。 
 新型城鎮化は新農村建設が再提起されてから 10 年後の 2014 年に提起され、
以前の都市の規模拡大や空間の拡張を過度に求める「古い城鎮化」とは異なり、
「人の城鎮化」を強調し、新城鎮の公共サービスと住みやすさの向上に重点を
置く。この背景には主に内需の拡大がある。「城郷（都市と農村）の協調発展」
や「城郷の一体化」など城郷という言葉を使用していることから見ても、新型
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城鎮化という政策は都市だけを目指す政策ではなく、国家経済の転換期に都市、
城鎮、農村三者を含んだ総合的な戦略であり、さらに環境や産業に対しても重
大な意義を持っていることがわかる。新農村建設における農業、農村、農民の
三つの主体と異なり、新型城鎮化はより「人」を優先的に考え、いわば農民を
最優先にしている。つまり人の政策と言っても過言ではないと考えられる。新
型城鎮化は農民が以下の二つの前提を有していることが必要である。一つ目は
農村戸籍から都市戸籍への変更意欲があること、簡単に言えば、自発的に農村
戸籍から都市戸籍に変更したいと希望するということである。医療、住宅、社
会保障、子供の教育、年金などの様々な政策は都市戸籍人口と同様に享受する
ことができ、生活面でも戸籍変更前より豊かな生活を送ることができると認識
した上で、都市生活は農村生活より優利であると考えて変更するのである。二
つ目は、都市で良い生活ができる能力があるということである。簡単に言えば、
ある技能や生活手段を通じて、就職または起業が順調に進めば問題はない。し
かし、たとえ住宅などを政府が負担したとしても、技能や生活手段がなければ
彼らの生活はどうなるか、長く続けられるだろうか疑問である。更に、今の政
策から見れば、政府は住宅などの重い支出に対し、全額負担する能力があるの
かという懸念が出てくる。もし、一部の支出が自己負担になれば、生活が更に
厳しくなるのではないか。筆者の視点から前述した二つの前提が満たされれば
新型城鎮化の対象になるが、いずれかを満たすことができなければ、強制的な
城鎮化の推進は難しい。例えば、一生農村で生活し、生き方や友人及び土地か
ら離れたくないという老人もいるだろう。政府は彼らをそのまま放置というわ
けにはいかない。農村に残る者には農村近代化の発展や農村の基礎インフラ設
備の建設などの新農村建設が依然として必要であると考えられる。新農村建設
は新型城鎮化の一環である流動人口の市民化と並行し、第一章で述べたように
生活城鎮化を推し進めることを考慮すべきである。生活城鎮化とは、都市戸籍
を持たず、そのまま農村に残っていても実際の年金や福祉保障などの公共サー
ビスは都市戸籍を持つ市民と同じように享受することができるようにするとい
うこと。新型城鎮化の補足策とし、実質の城鎮化（以人為本、人口の城鎮化）
を指す。文字通りの城鎮化率が上がらなくても土地（村）に残った農民の経済
的厚生水準の向上に大きな効果をもたらす。 
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図表 3.1 新型城鎮化と新農村建設の関係図 
 
NHK の BS1 スペシャル「離郷、そして…～中国 史上最大の移住政策～」 3で
挙げられた三つの事例では、三世帯の中で、王進宝さんと馬存徳さんの二世帯
は変更意欲があった。二人とも水道がないなど生活上の不便な状況から、より
便利な都市に暮らすことを望んでいる。王進宝さんは納めるべき一人当たり 3
千元（5 万円、全家族 5 人で 25 万円程度）の分担金の資金調達で窮地に陥
り、結婚して家を出ていた娘から借金した。彼の事例から見ると、もし借金で
きる娘がおらず、家で担保できる物もなく、移住することができない人はどう
すればいいのか。馬存徳さんの例では妻は教師であったため都市戸籍であり、
子供も妻に従い都市戸籍を持っており、家族で農村戸籍を持つのは馬さん一人
だ。しかも移住先の政府は、より多くの住宅を入手しようと離婚するなどのケ
ースを防ぐために二人以上の世帯の移住を認め、一人世帯の移住を認めない。
馬存徳さんは何度も上級政府に事情を訴えたが結局移住できなかった。彼と同
じように一人世帯は全村民 1300 人のうちまだ 11 人いる。彼の事例から見る
と、実際に政策を実施していく中で様々な想定外のことが現れた場合、人が見
捨てられるという不安がある。特別な状況がある人はどうすればいいのか。も
う一人の王成貴さんは畑をやめたくないことの他に、都会に移住しても雇って
くれないのではないかなどの心配を抱いている。政府からは畑の分配や仕事の
紹介などについて一切説明がないため、変更したくない。しかし、18 歳の長
男の将来のため、移住せざるを得ない。彼の事例から見ると、移住変更意欲が
ない人はどうすればいいのか。先述したように、王進宝さんは新型城鎮化の条
件を満たしていて変更意欲もあり、両方の条件を満たすのであれば新型市民に
なるのが良い。しかし能力不足の馬存徳さんと移住変更意欲がない王成貴さん
は建設した新農村で暮せばいいのではないか。新農村建設の意味と必要性はこ
の VTR の映像からもよく理解することができると考えられる。 
 
意欲があるか  
能力があるか  
 両方がある  
 新型城鎮化  
 いずれかない  
 新農村建設  
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3.2 新農村の概要 
 1956 年第一回全国人民大会第三次会議で出された「高級農業生産合作社模範
章程」という規定により、「社会主義新農村を建設する」という目標が初めて
打ち出された。その後、中国の農村発展は回り道をして発展が頭打ちの時期を
迎える。1958 年から 20 年の歴史がある人民公社制度は「3 レベル所有」 4の経
営管理体制と農産物統一買付、統一販売制度のため、農民の生産意欲を抑え、
どんな仕事をしても一律同じ待遇となり、長年農業が発展しなかったのである。
1978 年に中国共産党第十一回中央委員会第三次全体会議以降、人民公社制度の
「平均主義」と「社員 5の自主権の不足」の状況を改善するために農村で家庭連
合生産請負制 6を実施した。1984 年に中国中央政府は土地請負期間が 15 年以上
になるべきだと規定した。1993 年に最初に定めた土地請負の期限が満了してか
ら、また 30 年延長することが可能ということになった。2005 年 12 月第十回全
国人大常務委員会第十九次会議により、2006 年 1 月 1 日から農業税を全面的に
免除し、「農業税条例」も廃止した。このことは農業税の徴収が中国では過去
のものになったということを意味する。2005 年 12 月 31 日に「中共中央国務院
の社会主義新農村建設推進に関する若干意見」7（国発１号）を出し、社会主義
新農村の建設を政府の主要任務とした。なぜ 1956 年から 50 年を経た 2006 年
に新農村の建設をスケジュールに入れたのだろうか。「北京週報」の記者が当
時の中央財政経済指導者グループ事務室副主任、中央農村工作指導者グループ
事務室主任である陳錫文にインタビューした中で、以下の四つの理由が挙げら
れている 8。一つ目としては、中国経済の発展や人民生活の質の向上と比べて、
中国農業の発展が物足りなさを感じさせること。 2005 年中国食糧総需要約
4.995 億トンあるが、年間生産量約 4.895 億トン、約 1000 万トン不足してい
る。10 年後の 2015 年を見ると、この問題は更に厳しくなるようである。2015
年中国食糧総生産は 6.215 億トンであるが、食糧総需要 6.4 億トン以上と推測
し、両方の差異は約 1850 万トン 9、2005 年の不足量から倍増した。食糧総生産
が増加し続ける一方で食糧総需要も増加し、しかも総需要の増加率は総生産の
需要より更に速く、より輸入を増やして不足する問題を補わなければならない。
社会発展のため、農業の生産能力を向上させ、インフラの建設や農業技術の進
歩、徐々に中国の現代農業を建設していく予定である。二つ目としては、城郷
（都市と農村）の格差が広がる傾向にあり、和諧社会（調和のとれた社会）の
構築に不利であるということ。特に経済収入の面で、新農村という概念が提起
された 2005 年は城鎮（都市）の住民一人当たりの可処分収入が 10493 元であ
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り、それに対して農村住民一人当たりの可処分収入は 3255 元で両者の比は 3.22
対 1 であった。改革開放元年である 1978 年の 2.57 対 1（城鎮：343 元、農村：
134 元）と比べると、格差が更に広がっている。しかし、2005 年から三農問題
や新農村建設の再提起により、農村建設や農業発展を重視し、特に農民の収入
と権利を重点的に優先した。10 年後の 2015 年、城鎮（都市）住民一人当たり
の可処分収入が 31195 元 10で、それに対し農村住民一人当たりの可処分収入は
11422 元であった。両者の比は 2.73 対 1 で、収入の格差が緩和している傾向が
明らかになった。経済面以外に、教育や住居、医療などの面でも農村と都市の
差異が明らかになったが、こちらは経済面より更に厳しい可能性がある。その
ため、新農村建設は収入だけでなく、教育、医療、住居など総合的な発展を推
進する必要がある。三つ目としては、中国は工業から農業への支援という発展
段階に入ったということだ。つまり、工業から農業・農村の発展を支持し、経
済援助の財政能力を持つようになったということである。GDP のうち、農業の
占める割合が 1989 年の 25.6％から 2005 年の 12.4％に半減し、更に 2015 年の
8.83％まで減少した。農村人口も 1989 年の 73.79％から 2005 年の 58.24％ま
で減り、2015 年の 43.9％ 11まで減ってきた。農業対 GDP の割合と農村人口対総
人口の割合は減少の傾向にあり、食糧の生産量は増やすが、総需要の不足も厳
しい状況となる。それに対して、農村生産能力や技術革新などの新農村建設の
必要性が現れ、新農村建設や城郷（都市と農村）の協調発展という目標は次の
重要な任務になった。四つ目としては、国内需要の拡大である。農村に住んで
いる農民は収入が低く、消費能力も制限されていたため、2015 年城鎮住民一人
当たり消費支出は 21392 元であり、農村住民一人当たり消費支出は 9223 元 12で
ある。彼らの収入が増えると、潜在的な需要が増え、国内需要の拡大という目
標に着手することができ、長期的な視点から見ると重要な意義があるのではな
いか。 
また、新農村建設は新型城鎮化に影響を与える以外、農村自身の発展に対し
ても大きな促進要因となっている。たとえば、新農村建設の中で、最近よく流
行っている電子商取引（インターネットプラス）という概念を導入し、農業を
組み合わせて、農村の発展に助力することができる。電子商取引はネットワー
クの情報技術を運用し、取引相手はネットで商業・貿易活動を行い、農村での
電子商取引は農村市場で電子商取引の応用と拡張である。中国政府は農村での
電子商取引の発展を非常に重視し、改革革新などを通じて、全面的に電子商取
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引の環境を合理化にして、電子商取引の体系を持続的に整えている。中国商務
部、財政部、貧困扶助の関係部門は企業と貧困扶助の協作、企業と農業の協力、
企業と農産物の物流配達などの領域をめぐって、一連の農村での電子商取引の
発展のために政策と措施を打ち出し、農村振興や貧困扶助に役に立っている。
初期の農村での電子商取引はただインターネットだけを利用し、農産物の販売
情報を広く公開させ、参加対象は主に大型の農産物加工企業と郷鎮企業であり、
内容でも農産物の調達と販売に限られて、参加主体が少なくて、内容が単一で
ある。新農村建設の深化及びインターネット技術の発展に従って、農村での電
子商取引は新たな参加対象と内容が現れる。後述する事例のように農民個体も
電子商取引の主体に参入し、より完備している物流体系やサービスサポート体
系を構築することにより、農村で暮らしている人々に都市部のようにインター
ネットプラスが導かれた利益と成果を共有できるように新農村建設に役割を果
たしており、それはつまり、新型城鎮化計画の中で城郷一体化の促進を実現す
るために、重要な一環となっている。  
 
 3.3 新農村建設の二つの事例 
前述した中央政府一号文件（国発１号）である「中共中央国務院の社会主義
新農村建設推進に関する若干意見」の中で、「①現代農業建設を推進し、社会
主義新農村建設の産業サポートを強化する、②農民の収入を増加させ、社会主
義新農村建設の経済基礎を固める、③農村インフラ建設を強化し、社会主義新
農村建設の物質的条件を改善させる、④農村社会事業の発展を加速し、社会主
義新農村建設を推進するための新型農民を育てる、⑤農村の全面改革を深化さ
せ、社会主義新農村建設体制を保障する」 13という社会主義新農村建設におけ
る五つの方針を打ち出した。以上の意見を読むと、収入の増加、インフラ設備
の完備、公共サービスの充実及び体制の改革という四つの面で新型城鎮化とよ
く似ているではないだろうか。産業方面では、国家新型城鎮化は国家レベルの
政策であり、具体的な産業の例を言わなかったが、大体の方向は第一次産業、
第二次産業から第三次産業への転換という意向が明らかになった。 
これらの新農村建設の実施状況とその効果を理解するために、筆者は上海の
宝山区の関係部門を訪れ、インタビューを行った 14。そして、上海で唯一の新型
城鎮化実施区である金山区の公開資料を参照しながら、宝山区と金山区の新農
村建設の現状を把握し、二つの区にどんな変化と影響があったかを紹介する。 
57 
 
 
図表 3.2 宝山区と金山区の位置 
出所：http://www.365135.com/shanghai/により筆者作成 
 
 
2016 年のデータ 宝山区 金山区 
位置 上海市北部 上海市西南部 
人口（万人） 203 80 
面積（ｋ㎡） 271 586  
GDP（億元） 1049（10 位） 923（14 位） 
一人当たり GDP（元） 5 万 1841 11 万 5637 
行政区域 
3 街道 
9 鎮 
 
1 街道 
9 鎮 
1 工業園区 
図表 3.3 宝山区と金山区の基本状況 
出所：中国統計局などの公開資料 
 
崇明具
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宝山区は上海の北部に位置し、金山区は上海の西南部に位置する。2016 年
宝山区の人口は 203 万人で、そのうち戸籍人口 119 万人、外来人口 84 万人で
ある。金山区は人口 80 万人のうち戸籍人口 52 万人、外来人口 28 万人であ
る。宝山区の人口は金山区の約 2.5 倍であるが、面積は金山区の半分以下の
271 平方キロメートルであり、金山区の面積は 586 平方キロメートルである。
行政区域はともに 9 つの鎮があり、宝山区には 3 つの街道、金山区は 1 つの街
道と 1 つの工業園区がある。2016 年宝山区の GDP は 1049 億元に達し、上海市
の 17 つ 15の区と鎮の中で 10 位であり、そのうち第一次産業は 1.39 億元、
0.1％を占める。それに対して金山区の GDP は 923 億元に達し、14 位に位置す
る。そのうち第一次産業は 11.7 億元、1.27％を占める。一人当たりの GPD か
ら見ると、宝山区は 5 万 1841 元であり、金山区は 2 倍以上の 11 万 5637 元で
ある。その原因は中国三大石油企業の一つであるシノペックの上海有限公司が
金山区に位置するということである。金山区の 923 億元のうち 265.4 億元はシ
ノペック上海有限公司が貢献し、寄与率は約 3 割に達した。以下それぞれ宝山
区と金山区の新農村建設の現状と成果を紹介する。 
 
3.3.1 宝山区新農村建設の現状と成果 
宝山区新農村建設は 2007 年から本格的に実施し始め、宝山区全区農業用耕地
面積は 4.7 万ムー（畝、1 ムーは約 6.67 アール）で、そのうち基本的な耕地は
2.55 万ムー、小さい面積の耕地が散在しており、区の北部にある 5 つの鎮に分
布している。分類すると、食糧耕地は 1.17 万ムーで主に羅店鎮、羅涇鎮、月浦
鎮と顧村鎮に分布し、野菜耕地 0.87 万ムーは主に羅店鎮、月浦鎮、羅涇鎮と楊
行鎮に分布し、苗木畑用地 1.09 万ムー、公益林用地 0.924 万ムー、果樹用地
0.45 万ムー、経済作物 16用地 0.2 万ムーである。 
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図表 3.4 宝山区地図 
出所：グーグルマップにより筆者作成 
 
また、全区に資格のある水産養殖場は 16 社であり、養殖面積は 1420 ムー、
養殖水面積は 1043.8 ムーである。2017 年 6 月、全区に一定規模の乳牛飼育
場、養豚所があり、不合格の乳牛飼育場と養豚所を閉鎖し、放し飼いにした家
禽は 1.45 万羽である。 
まず、現代農業建設、産業サポート面では宝山区農業の特徴に合わせて、逸
品農業、特色農業、生態農業を重点的に発展させ、基本的に食糧用地面積を確
保する上で、適度に野菜用地面積を減らしていく。また、フルーツ経済作物用
地面積を発展させ、不合格の畜産水産養殖を縮小させ、多様な農業経営を発展
させるという原則に沿う。食糧産業を優先させ、野菜産業に技術を向上させ、
フルーツ産業を伸ばし、養殖業を規範化し、農業観光産業を発展させ、さらに
農業の機能を広く開拓し、第一次産業、第二次産業と第三次産業の融和を促進
し、農業産業チェーンを拡大することを目指している。宝山区の農業産業発展
構成はより農業耕地の集約化を行い、食糧生産地域は一つにまとめ、羅涇集寧
路以北地域に集中する。野菜生産地区は四つの地域を形成し、楊行北宗村、月
浦農業園区、網店光明、束里橋、毛家、天平、王家、連合、北金、蔡家村地
域、羅涇新陸、花紅村地域に集中し、フルーツの生産地区は二つの地域を形成
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し、月浦、網店高圧回廊（石太路以北、羅北路以南沿線）に集中する。新農村
建設が始まってから、全区の食糧生産を集団規模で実行し、2017 年の一ムー
当たりの水稲平均収穫量は 540.1 キロに達した。全区で大規模経営政策の恩恵
を受けた生産拠点は 56 拠点あり、経営面積は 2.79 万ムー、そのうち食糧
1.17 万ムー、野菜 0.52 万ムー、果実 0.24 万ムー、苗木 0.16 万ムー、林 0.6
万ムー、水産 0.11 万ムーである。また、水産養殖については特色養殖に専念
する。上海滬宝水産養殖専門合作社（協同組合）での水産養殖面積は 750 ムー
余り、上海蟹を主として上海海洋大学、水産研究所と協力戦略を実施し、2012
から 2017 まで連続６年で「王宝和杯」全国蟹大会の金賞を獲得し、2016 年と
2017 年には「金秋に蟹を味わおう」というプロジェクトを開催し、「宝山大
上海蟹」の知名度と人気を拡大させた。 
また、農業と企業の組み合わせを通じて、農産物の加工や販売を助ける。
2017 年末に、全区で 19 の農業リーディングカンパニーを有し、その年販売総
額（卸売市場取引高を含める）は 160 億元である。そのうち、市レベルのリー
ディングカンパニーは４社、それぞれ超大（上海）食用キノコ有限公司、景瑞
農業科術発展有限公司、漢康豆類食品有限公司、江楊農産物卸売市場であり、
全区で 58 の農業合作社（協同組合）がある（食糧 29、野菜 23、フルーツ 5、
水産１）。 
現代農業のイノベーションとアップグレードに伴い、農民の収入面では農業
耕地の集約化や特色ある農産物の生産と拡大を通じ、農業の付加価値をアップ
させ、農民の収入増を実現する。たとえば、超大（上海）食用キノコ有限公司
は食用キノコの研究開発、栽培、加工と販売を一体化させた専門企業である。
この企業は先進的な食用キノコ栽培、加工、冷蔵、包装ラインを有し、国内外
にもよく売られている。同時に同企業は「会社＋拠点＋農家」という形式を採
用し、農民に食用キノコ栽培のパックを提供し、ともに栽培技術の指導や関連
の訓練も行っている。食用キノコの収穫後、再び会社が製品の買付、加工と販
売を担当し、現地農家の収益増加を図っている。食用キノコのパック一つに対
し会社が 5 元の農家管理費を給付し、通常それぞれの農家は毎年 1 万以上の食
用キノコのパックを管理することができ、それにより年収は 5 万元あまりに達
すると予測することができる。また、農民に直接経済的補助も行い、「水稲は
一ムー当たり 260 元価格で 365 万余り、小麦は一ムー当たり 40 元価格で 40 万
以上を補助した」 17 。2005 年時、上海市統計局は農民に直接、経済補助政策
調査を行い、9 割以上の農民 18は満足の回答を示した。 
農村公共サービスの充実面では、宝山区の行政村の数は 104 村、市レベルの
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「美しい田舎模範村」は 4 村、区レベルの「美しい田舎模範村」は 7 村であ
る。農業戸籍人口 36295 人、農村請負権を確認した割合/総計は 8197 戸/8236
戸があり、鎮、村、組 3 層の集団経済組織の総資産は 446 億元である。１年間
に現地労働力 1203 人を新規に受け入れ、2017 年の１年間、区と鎮の２層の行
政区は合計 3859 万元の補助金を給付し、そのうち土地譲渡金は 2599 万元、給
料は 1259 万元に達した。また、「城郷居民基本社会養老」 19で区と鎮の財政
分担の役割を改善し、新型農村社会養老保険（新農保）と城鎮居民社会養老保
険（居保）の融合を促進する。「宝山区は 2017 年に 7291 人が新規基本社会養
老保険に加入し、養老保険は受領人数 17084 人、1147 人増加した。土地収用
プロジェクト 23 個を扱い、土地収用農民 599 人の社会保障を確保した。城郷
居民社会養老保険金と土地収用養老人員の一月の生活費標準は 750 元と 1620
元までアップさせ、それぞれ昨年度に比べ、13.64%と 9.46%増加させる。全区
で城郷居民医療保険に加入したのは 19.76 万人だった」 20。 
インフラ面は「宝山区第三次農業センサス主要データ公報」 21によると、区
全体で 350 台の大型・中型トラクター、播種機 35 台、田植え機 65 台を有す
る。すでに食糧の生産機械化を実現し、水稲と小麦の機械収穫率は 100％に達
している。2010 年に「全国農業機械安全模範区」の評価を獲得、2011 年には
全国「農業機械の安全模範窓口」の評価を獲得した。2016 年末、100.0%の村
で道路を通し、85.7%の村内の主要な道は街灯が整備され、96.9%の村は公共交
通が開通した。100.0%の村で電気と電話が整備され、8.2%の村で天然ガスが整
えられた。100.0%の村でケーブルテレビが設置され、100.0%の村でインターネ
ット接続が可能になり、22.4%の村に電子商取引配送地点ができた。100.0%の
鎮で集中的または一部集中的に水道が引かれ、100.0%の鎮と村で家庭ゴミの集
中的または一部集中的な処理が行われた。93.9%の村で生活廃水を集中的また
は一部集中的に処理し、100.0%の村で公共トイレが改善された。100.0%の鎮と
16.3%の村で幼稚園、保育所が作られた。100.0%の鎮には小学校、図書館、文
化娯楽施設、公園および広場があり、77.8%に劇場、映画館があり、22.2%には
スタジアムがある。100.0%の鎮に国家資格のある医師が駐在する医療機関があ
り、63.3%の村には診察室があり、 100.0%の鎮には福祉機関があり、77.8%の
鎮には鎮政府によって建てられた老人ホームがある。 
インフラから見ると、鎮と村レベルでは基本的に整えられたと言え、住民に
生活の利便性を提供した。先ほど述べたように、インフラが十分に完備した場
合、戸籍にかかわらず実際に都市と同じ生活水準に達し、実質的な城鎮化が進
んでいると言っても過言ではないと考えられる。 
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インフラ施設 鎮（比例） 村（比例） 
道路 100.0% 100.0% 
公共交通 100.0% 96.9% 
電気 100.0% 100.0% 
電話 100.0% 100.0% 
ケーブルテレ
ビ 
100.0% 100.0% 
インターネッ
ト 
100.0% 100.0% 
給水 100.0%  
ゴミ処理 100.0% 100.0% 
幼稚園、保育
所 
100.0% 16.3% 
医療機関 100.0% 63.3% 
図表 3.5 宝山区鎮と村の主要インフラ設備状況 
出所：「宝山区第三次農業センサス主要データ公報」により、筆者作成 
 
農村改革深化の面では 2012 年から村レベルの財産権制度改革 22の試験を進
め、翌年の 2013 年に 11 村の改革が完成し、そのうち 5 村は 2013 年度の利益
を配分し、配当総額 1456 万元、1 人当たりの配当金額は 1457 元である。2014
年に 39 村の改革が完成し、改革が完成した村の数は総計で 50 に達し、その中
で 13 村は 2014 年度の年利益を配当し、配当総額 3314 万元、1 人当たりの配
当金額 1128 元である。2015 年に 39 村の改革が完成し、改革が完成した村の
数は総計で 89 村に達し、その中で 22 村は 2015 年度の年利益を配当し、配当
総額 4723 万元、参加人数 48863 人、1 人当たりの配当金額は 966 元である。
2016 年に 4 村の改革が完成し、改革が完成した村の数は総計で 93 村に達し、
その中で 29 村は 2016 年当年度の年利益を配当し、配当総額 6047 万元、参加
人数 58612 人、1 人当たりの配当金額は 1032 元である。2017 年に 6 村の改革
が完成し、改革が完成した村の数は総計で 99 村に達し、その中で 33 村は
2017 年度の年利益を配当し、配当総額 7957 万元、参加人数 62250 人、1 人当
たりの配当金額は 1278 元である。2018 年には月浦鎮梅園村、大場鎮南大村、
場南村の村レベル財産権制度の改革を重点的に推進する予定である。また、鎮
レベルの財産権制度の改革も 2016 年から進め、2016 年に羅涇鎮の鎮レベルの
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財産権制度の改革が、2017 年に羅店鎮の鎮レベルの財産権制度の改革が完成
し、2018 年に顧村鎮と楊行鎮の鎮レベルの財産権制度の改革を進める予定で
ある。 
 
3.3.2 金山区新農村建設の現状と成果 
 
図表 3.6 金山区地図 
出所：グーグルマップにより筆者作成 
 
「2016 年金山区農業の生産情況は比較的厳しく、年間農業総生産額 30.89 億
元であり、同時期と比べて 11.5%下がった。そのうち、栽培業の生産額は約 18
億元で 2%下がり、林業の生産額は 1 億 4782.0 万元であり、同時期と比べて
137.1%増加した。牧畜業の生産額は 7 億 9164.0 万元で、同時期と比べて 24.4%
下がった。漁業の生産額は 2 億 4724.5 万元で、同時期と比べて 8.7%下がり、
その他の生産額は 9613 万元であり、同時期と比べて 4.5%増加した」 23。 
新農村建設が実施されてから「都市現代農業科学的発展観を指導理念とし、
市場ニーズを見据え、自然資源と科学技術を拠り所とし、現代産業体系と経営
形態を運び手に、現代新型農民を主体にして都市機能と位置付けを融合し、生
産、生活、生態、模範などの様々な機能を一体に組み合わせる現代化農業シス
テムである」24。上海市委員会、上海市政府による郊外区への戦略に対し、金山
区農業は都市型現代農業を発展方向と定め、農業発展方式を転換、農村産業構
造を合理化し、更に農業と農村発展水準を高めて農民の収入を増やしていく。
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都市と農村の協調発展を実現するために、生態環境の改善、資源節約とエコ社
会の建設、安定の市場と食品の安全を保証し、農業競争力を高める。2017 年、
区委員会及び区政府は農業の供給側構造の改革を大筋として、農業の産業構造
の合理化、農村改革の深化、農村発展の新業態育成を進め、農村の第一次産業、
第二次産業、第三次産業の融合発展を推進して活力ある農村の発展を目指し、
農業成果、農民収入、農村発展を促進する。 
まず、現代農業では、区委員会及び区政府は「エネルギー循環系統を入口に
して、現代農業を最適化すること」をはっきりと打ち出し、金山区はエネルギ
ー循環都市型の現代農業発展の道を定めた。そのため、金山区の農業は「１つ
の方向を明確し、二つの焦点を実施し、三つの部分を向上させ、四大建設を強
化する」という構想を通じて、生態都市型の現代農業を発展させる。25生態都市
型の現代農業について、筆者は金山区のホームページを参照し 26、以下の三つ
の展開にまとめた。 
一つ目はブランド農業を重視し、農産物の競争力を高めること。水稲栽培と
販売の一体化を推進し、金山区優良基準を定めてブランド米を作り出す。また、
メロン「金夏蜜」の産業化発展を推進し、2017 年に全区でメロンの栽培面積は
500 ムーを越え、一ムー当たりの生産額が 2 万元を超える。区農委員会はメロ
ン産業発展推進会を開催し、各々の鎮（金山工業区）の実情と結び付け、無料
で技術指導を行い、できるだけ多くの家庭農場、協同組合のメロン栽培を奨励
する。 
二つ目はレジャー農業を重視し、農業の総合的な効果を高めること。金山田
野百花祭の規模を拡大し、「一帯一園五区」という七つの主要な花屋敷を作っ
て、いちご祭り、すいか祭り、メロン祭り、施泉ぶどう祭りなど一連の農業の
祭りを開催する。蘇寧易購 27と戦略的に協力し、農村からのネット通販を展開
し、観光客を引き付け、金山優良品質農製品販売を拡大していく。また、レジ
ャー農業プロジェクトの資金援助を拡大し、共に 15 のレジャー農業特定援助
資金プロジェクトに意見を添えて回答、計画総投資額は約 2600 万元である。山
陽田園、強豊農荘、賀爾斯苺学園などの 8 つのレジャー農業スポットは全国の
レジャー農業と田舎旅行の企業ランクの申告を受理した。現在のところ、区で
は全国農業旅行模範点 1 社、全国レジャー農業と田舎旅行の模範拠点が 2 社、
全国レジャー農業と田舎旅行の三つ星以上の企業 17 社（5 つ星 2 社、4 つ星 5
社、3 つ星 10 社）を有している。廊下鎮は国家農村産業融合発展模範園（田舎
レジャー旅行模範区）に編入された。 
三つ目は生態農業を重視し、持続可能な発展能力を高めること。エコ生産と
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技術を広め、化学肥料と農薬の使用量を減らし、藁の総合利用などの生態循環
モデルを広め、「全国エコ食品原料（水稲）標準化生産基地」の建設をスター
トさせ、エコ食品の大規模化、規範化、標準化した生産を推進する。国家有機
製品認証模範区建設を申告し、上海初の国家認定認可管理監督委員会 28による
2017 年度国家有機製品認証模範区名簿に登録された。2017 年に金山区は農業
部から上海唯一の果実野菜茶において有機肥代替化学肥料試験区に入れられた。
農製品品質と安全は更に保障を受け、農産物品質の検査と管理の両方を重視し、
国家農製品品質安全県の成果を固め、農製品の品質と安全を高める。農産物の
「三品 1 標」の認証を拡大し、2017 年に全区で「三品」の認証率は 81.34%に達
し、全市で第一位となっている。 
以上の三点で生態都市型現代農業を発展させた金山区は伝統的な農業だけで
なく、ブランド化、レジャー化、エコ化の農業刷新により、高い評価が得られ
た。国家有機製品模範区、国家新型職業農民激励計画試験区、農業部野菜有機
肥代替化学肥料試験区に認証され、「一帯一路」（現代版シルクロード）沿線
国家などをはじめとする国内外の農業視察団の視察を受け、第 11 回中国タイ
農業合作聯合工作組会の実施などそれぞれのプロジェクトが進んでいる。 
農民収入の面では、伝統的な農業栽培で農民の経営を奨励し、農産物の高度
加工や農村レジャー産業を発展させ、農村の発展と農民収入の増加を促進する。
中国農業情報網 29によると、金山区の「金夏蜜」メロンは既にブランド化され、
栽培基地の仕様は非常に厳格で、人工授粉、人工除草、有機肥料だけを使い、
メロンの品質と安全を十分に確保しているという。またメロンの包装箱にある
ＱＲコードで農薬の使用状況、摘み取る時間などの情報をネットで調べること
ができ、安心安全のメロンを市民に提供している。普通のメロンは 500ｇで 5～
6 元であるが、「金夏蜜」メロンは 10 元ほどする。一ムーあたりの利潤は 1 万
元まで達すると予測した。 
公共サービスの充実面では新型職業農民の育成に力を入れ、農業経営主体を
強化する。「食糧、経済果実林、水産養殖、牧畜防疫などの専門部門で合計 630
人（その中生産経営型 173 名、専門技能型 359 名、専門サービス型 98 名）の新
型職業農民の育成訓練を行い、累計で 1726 名を育成する。そのうち 1440 名は
管理認定を受け、農業従事者の資格保有率は 83.4%に達した。」30数の増加だけ
でなく、質の面でも「引進来、走出去」という理念を通して、オランダの
Wageningen Universityの教授を招き授業を受け、新型職業農民をイスラエル、
日本に派遣して学習、視察を行い、国際的視野を広げてきた。また、「2017 年
金山区国民経済と社会発展統計公報」31によると、金山区は 2017 年に 8.2 万人
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が新規基本社会養老保険に加入し、養老保険の受領人数 5.9 万人、一人当たり
月に養老保険 968.8 元を受領し、城郷居民医療保険に 16.4 万人が加入した。 
農村インフラ面では「インターネットプラス現代農業」理念の実施を開始し
た。全区は“情報入戸”試験工事の建設を推進し、「2016 年から全区で 119 社
のスタンダード版「益農業情報社」と 20 社のプロ版「益農業情報社」を設立し
た」 32。これは農民に対し、自宅で栽培や生産を行う中で起きた問題だけでな
く、販売や日常生活などでも問題を発見したら、インターネットを通じて問題
解決できるよう情報を提供する仕組みだ。また、金山区農業用総合管理プラッ
トフォームを改善し、区の野菜研究開発センターで育苗システム、栽培システ
ム、配達システム、観測システム、遠距離コントロールシステム、オートメー
ションシステムなどを開発し、区の水産研究開発センターで標準化特殊養殖温
室作業場建設プロジェクトをスタートさせる。また、東方城郷報の報道 33によ
ると、2007 年から 2017 年までの 10 年間、金山区は累計で 8.1 億元に投資し、
漁業村、中華村、中豊村、水庫村、中洪村などの 5 つの「上海市美しい田舎模
範村」を建設したという。 
農村改革深化の面では、金山区で鎮レベルの農村集団財産権制度改革を基本
的に完成させ、各鎮（金山工業区）が鎮レベルの経済連合社を創立し、全区の
鎮レベルの農村集団経済組織財産権制度改革の総資産額は 23.18 億元で、純資
産額は 5.92 億元である。全区の 9 鎮、金山工業区の鎮レベル農村集団経済連合
社の経済組織証明書の受付をすでに受け取った。区農委員会は鎮レベル農村集
団経済組織財産権制度改革で全面的な検査を終え、各鎮（金山工業区）の鎮レ
ベルの農村集団経済組織財産権制度改革の継続資産に対する管理意見を提出し
た。また、段階的に農村の土地の「三権分置」試験改革を推進し、2017 年、金
山区漕涇鎮は農業部の決定で農村の土地の「三権分置」試験改革部門と定めら
れた。農村の土地が市場への流通を通じて、市場配置資源の決定的な効果を十
分に発揮し、土地所有者、請負者、土地経営者の合法的な権益を維持し、農業
の適度なスケール経営の発展を促進する。2017 年まで、「全区の土地流通率は
91.19%に達し、土地流通契約件数 2934 件、契約流通総面積 30.79 万ムーであ
る。37 社の企業（部門）は土地経営権の担保付貸付 7060 万元の融資を実現す
る」 34。 
 
3.3.3 両区新農村建設の評価 
上海市の二つの事例から見ると、新農村建設は「国家新型城鎮化計画」の中
で提出したインフラの建設や行政制度の改革、公共サービスの充実などの面で
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一致している。「計画」の中で、城郷二元構造の瓦解、城郷一体化の構築に言
及しており、新農村建設は城郷一体化に重要な役割を果たしている。新型城鎮
化の実施は一部の農村人口を都市へ移住させ、農村に残った農民に対し、耕地
の拡大、農業機械化などの技術更新により、農民の収入を増やしているからで
ある。新農村建設は技術革新による農業産業のアップグレードに伴い、より科
学的な栽培や合理的な用地分配により、スケール栽培、経営を奨励し、栽培か
ら販売までの産業チェーンを整え、できるだけ小面積の耕地で農産物の生産量
を高めることができるようになった。宝山区はリーディングカンパニーの先駆
けとして、農家や小規模の合作社とともに、「共同富裕」という目標に向かっ
ている。また、宝山区と金山区は自身の優位性を発揮し、特色ある農産物をブ
ランド化（例：宝山区では上海蟹とキノコ、金山区ではメロン）し、農産物の
付加価値を向上させ、農民収入の目的を達成することができ、つまり農村に残
った農民向けの収入増加を実現したことがわかった。 
また、公共サービスの面では、先述したように養老保険と医療保険を既に統
合し、加入人数と保険金が年々増加していることから、土地の譲渡や請負など
の制度でも農民の収入と受益権を十分に確保することができる。その上、金山
区は新型城鎮化計画の試験区であるため、農民の職業訓練に力も入れ、数と質
の両方を同等に重視し、技術のある新型農民を育成する。これも農民に対し現
代農業建設ための必要な素質を育成し、農業機械化や農業スマート化の進展に
備えている。また、ある意味で技能訓練を行った資格がある農民に対し、現在
の時点で都市へ移住しなくても、将来城鎮化の進展に伴い、都市に移住する時
には一定の技能があるため十分競争力があるのではないかと考えられる。いわ
ば、遠い将来を見据えた城鎮化計画である。そして、農民収入の増加に公共サ
ービスの充実を図ることで、農民の生活を保障する上でも農民の消費意欲を刺
激することができるではないかと考えられる。第一章で新型城鎮化の二大背景
としては都市・農村の格差の緩和及び内需の拡大を述べたが、新農村建設はこ
の二大背景を全て実現することができると思われる。 
インフラの建設では宝山区の事例から全国のレベル以上であり、給水やごみ
処理などの生活環境を改善するだけでなく、図書館、体育館、小学校などの施
設も整え、生活を楽しめるようにより満足度を向上させる。これは先ほど述べ
た公共サービスの充実と一緒に新型城鎮化の中で言及した城郷一体化の具体的
な例である。さらに、金山区は都市に遅れないようにインターネットプラスの
概念を導入し、農業生産にインターネットを組み込み、電子商取引の波に乗っ
て産業のアップグレードを一層促進することができ、より農民収入の増加を促
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進している。また、インフラ建設に伴い、大量の資金や物資が必要とされ、更
なる内需拡大という目的を図る。 
農村改革深化の面で宝山区と金山区は財産権制度改革（農家の様々な土地の
使用権を農村集団または大規模農家に譲渡し、株式と似ている形で配当金を支
払う）を推し進めており、参加は任意である。もし、参加しなくても、自発的
に耕地放棄や農業退出する場合についても十分な補償金を支払う。これは、今
までの土地制度にとって重要な一歩であり、土地私有化は不可能という前提で
土地使用権の譲渡を認めることになってから、農民の権利と収益をさらに守る
ことができると思われる。また、土地の集約化を実現することができ、産業の
アップグレードも可能となる。補償金をもらった農民は一定の経済能力がある
ため、都市への移住、住宅購入や起業などの意欲が上がるかもしれず、新型城
鎮化の進展に有利である。 
以上のことから、新農村建設はその数字から見て、新型城鎮化の城鎮化率の
向上に直接的な関係はないが、新型城鎮化の背景の下で、城郷一体化や産業の
アップグレードや土地改革の深化などの面や、特に“人口の城鎮化”の提起の
ため、農民収入増加や農民の生活の質向上など、様々な面で新型城鎮化の進展
を促す役割を果たし、言わば「実質的な城鎮化」が進んでいる。これからの新
型城鎮化の深化に伴い、新農村建設の発展は十分必要があると考えられる。 
 
3.3.4 両区新農村建設の問題点 
当然、新農村建設の中で様々な制限問題も出てきた。宝山区では主に二つの
制限があるが、金山区では主に三つの制限問題がある。両区に重なる問題、い
わゆる重大問題は農業発展の人材の制限があるということである。宝山全区の
農業生産に従事している従業員は一般的に年齢が高く、また文化程度が低く、
職業技能のレベルが高くない。若い、優秀な人材を引きつける体制をまだ確立
できていない。農業の現代化に必要な人材と大きく隔たりがあり、現代エコ農
業の発展に良くない。また金山区でも同じように農村の若い労働力は第二次、
第三次産業へ移り、技術を持った、経営がわかる若い労働力が比較的不足して
いる。農業生産に従事している農村の労働力は年齢が高く、文化水準、市場意
識がやや乏しいという特徴がある。特に野菜の栽培などの労働集約型産業に労
働者不足の現象が現れ、農繁期に更にひどい労働力不足に陥ることになる。地
方の管理監督基層人員育成も不十分である。現在のところ、鎮レベル、村レベ
ルの農産物を管理監督する人員はほとんど兼職であり、管理監督の仕事を保証
することができない。人材問題は新農村建設の最も重要な問題であると言って
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も過言ではないと考えられる。中国のなかでも最も人材が集まる上海の郊外区
農業でも深刻な人材不足の問題を抱えている。経済がそこまで発達していない
沿海の省、都市、更に内陸部はより厳しい状況ではないかと考えられる。 
宝山区の二つ目の問題は宝山区の地理的な状況に関連し、特有の制限である
耕作可能土地の細分化は都市農業の現代化発展に対して制限がある。宝山区の
基本的な耕地分布はばらばらで、集中した耕地面積が多くない。宝山区の基本
的な耕地総面積は 2.55 万ムーで、そのうち環境汚染の影響を受けなかった耕
地面積は 1.54 万ムーである。小さい面積の耕地が散在している特徴があるた
め、大規模経営と都市農業の現代化発展に有利とは言えない。宝山区の区域内
で S7 滬崇高速道路、滬通鉄道、羅蘊河の開拓や緑の回廊の建設などの市政の重
大な建設プロジェクトの計画により、これらの建設プロジェクトの所在地は一
定面積の基本的な耕地と重なり合っている。上海市政府は宝山区の食糧生産機
能区面積 0.3 万ムー、野菜生産保護区の 0.9 万ムーという規定を定めた。実状
に照らすと、野菜畑の面積は 5516 ムーのみと、野菜生産保護区計画の 9000 ム
ー面積の任務指標から大きく不足している。耕地面積は 3085 ムーである。前段
階のデータと現状の調査及び全区または各鎮の農業発展機能などと結び付け、
発展の方案に何度も改正を加えて、果物用、苗木用、花卉用、および野菜畑な
どの用地は食糧生産機能区と野菜生産保護区に入れたが、まだ不足している。
第一次産業、第二次産業と第三次産業の融合発展、例えばレジャー農業や田舎
旅行などの発展、農産物の高度加工などは建設用地の指標に関連するため農業
農村の発展を悩ませる。 
それに対して、金山区は土地の問題はないが、農産物の品質と安全に対する
管理監督の任務が重すぎ、困難も大きい。小売農家製品の品質と生産水準は依
然として比較的低いレベルにある。小売農家の規模が小さく、分散する特徴が
あり、彼らの農産物の品質や安全の管理監督の任務が重く、困難が大きい。ま
た、農業生産の体系化が不十分な面もある。金山区の農業生産の体系化は市場
化の要求に対して明らかに低く、農業ブランドが乱れている情況があり、農業
生産の標準化の程度もわりあい低く、金山区農産物の競争力に影響を及ぼして
いる。 
金山区の三つ目の問題は、都市化推進ならびに人民の生活水準が高まるにつ
れて、農村、農業の生態環境に対する要求も段々と高くなり、今の工業、農業
及び生活の汚染は農村、農業の生態環境に影響を及ぼすため状況改善に取り組
まざるを得ないということである。 
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第四章 中国特色小鎮の現状 
 
4.1 特色小鎮の起源と概念 
2015 年 5 月、浙江省政府弁公庁は『浙江省人民政府 特色小鎮企画建設の
加速に関する指導意見』 1を発表し、全省を上げ産業、文化、観光の“三位一
体”で生産、生活、生態が融合した特色小鎮の建設を企画・立案した。計画面
積は 3 平方キロメートル以内で、建築面積 1 平方キロメートル以内に制限され
る。2015 年 6 月、浙江省は第一回の特色小鎮リストを公表、37 の郊外区（小
鎮）が選ばれた。ここで、初めて「特色小鎮」という概念が打ち出されたので
ある。特色小鎮は厳密に定義されていなかったが、浙江省の特色小鎮を見る
と、都市の周辺または市街地から独立した郊外にあり、一つの特色産業（例え
ば：地域産業、歴史、文化など）に依存し、産業の位置付けが明確で、一定の
住居機能を持ち、都市と農村一体化の新型城鎮化モデルである 2。大都市化建
設から城鎮化建設への転換という背景の下で未来の都市構造は、これまでの大
都市を中心とする盲目的で無秩序な区域拡張である都市発展構造から小さい区
域を分けてより管理監督のしやすい並行の都市群の構築になった。特色小鎮建
設はこれらの都市群の基本的な構成要素であり、それと同時に中国の新型城鎮
化建設を順調に進めるための重要な構成部分である。特色小鎮は徐々に重要な
役割を担うようになっている。習近平総書記は浙江省を視察した際、「特色小
鎮、小城鎮建設は大いにやりがいがあり、経済転換のグレードアップ、モデル
チェンジ、新型城鎮化建設のいずれにも重要な役割を果たしている」 3と述べ
た。その後、全国的に特色小鎮建設が展開されることとなった。中国特色小鎮
は国家政策のため、原則的に建制鎮 4が選ばれる。浙江省では行政区域を新た
に作っても構わなかったが、中国特色小鎮では鎮に限られている点が異なって
いる。 
 
4.2 特色小鎮の意義と新型城鎮化の関係 
新型城鎮化は都市戸籍を持たないが既に都市で定住している流動人口（農民
工という言い方が多い）に対し、一定の条件を満たせば都市戸籍を与えるもの
である。これは都市戸籍の人口を増やすと共に、城鎮化率を高める目的があ
る。しかし、大都市に対してこのやり方をすると交通混雑、住宅難、資源不
足、環境悪化、物価高騰などの大都市病の問題が一層厳しくなるだけではな
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く、同時に都市と農村の格差を広げ、都市と農村の二元構造を深めることにな
り、都市と農村一体化建設を妨げる。流動人口に対しても農村戸籍から都市戸
籍（ここでは北京、上海などの大都市を指す）への変更ができたとしても住宅
高騰などの問題により、生活が厳しくなることが予想される。そのため、生活
のコストを下げるために、彼らは大都市周辺のより安い郊外区（小鎮）に移住
する。いわば、都市戸籍を持っている市民、都市戸籍を新たに持つ新市民、戸
籍変更条件を満たせない流動人口のいずれにとっても、小鎮の建築は十分意味
を持つということである。ひたすらに農村人口を都市へ移住させ、彼らに農村
戸籍から都市戸籍への変更を求めるものなどではない。特色小鎮建設は新型城
鎮化発展におけるもう一つのやり方であり、特に“新型”を強調する重要な表
現である。特色小鎮は都市戸籍の申請条件を満たせない都市に定住している流
動人口や今まで出稼ぎに出ていない農民を対象とし、都市戸籍を与えられる小
城鎮に定住させることである。小城鎮の発展は大都市病を緩和することができ
る一方、都市戸籍を保有していながら城鎮で生活する市民の数を増やし、城鎮
化率の向上（常住人口ベースの城鎮化率）を図ることができる。また、彼らの
生活水準を向上させ、都市住民と農村から城鎮へ移住した人々の格差を縮めて
いく。第一章で述べたように新型城鎮化の新型とは“以人為本”（人を最優先
に考える）の理念に沿った「人の城鎮化」を意味するのである。 
そのため、第十三次五カ年計画綱要 5によると、新型城鎮化は都市群（都市
圏）を発展の主要形態にすることを明らかにした。都市と農村の間に位置し、
橋渡し的な役割を果たしている特色小鎮は大都市と農村との間で調和、緩衝の
役割を担うことができる。大都市からその周辺の中小都市または特色小鎮、町
に拡散するという発展形態である。大都市を主体にするのであるが、特色小鎮
は特色産業の発展や住居などの機能を備えており、大都市に対し一部の機能と
人口を分担し、城鎮化の質を向上させる。特色小鎮は大都市機能区の延伸であ
り、都市群（都市圏）における副都心的なものと言っても過言ではないと考え
られる。農村にとって、大量の余剰労働力を移住させる必要がなく、現地で城
鎮化を実現することができる。それによって城鎮化率を高め、これも人の城鎮
化である“以人為本”（人を最優先に考える）の理念に沿うものである。同時
に、特色小鎮には特色産業があり、かつ大都市のように就職面での競争があま
り激しくなく、それによって人材の誘致や農村余剰労働力の就業チャンスの確
保などの面で一定の競争力がある。また、特色小鎮は住居機能を備えており、
住民にとって心地よい住環境を提供することは人の城鎮化にとって重要な要素
である。都市の産業発展、インフラ建設及び公共サービスなどはずっと最先端
75 
 
に位置し、新型城鎮化の中で主導的な役割を果たしており、中国の経済発展に
おける重要ポイント及び最前線と言える。その代わりに、小（城）鎮の数はわ
りあい多く、人口基盤が巨大で、中国城鎮体系の中で基礎的な役割を果たして
いる。大中小都市の過剰生産能力を移転するだけでなく、また農村の発展を促
進することもできる。特色小（城）鎮はすでに中国新型城鎮化発展の新しい足
掛かりとなっている。 
都市機能と住居機能を分担するだけでなく、特色小鎮は経済構造と産業モデ
ルチェンジをアップグレードする重要な効果を発揮している。経済構造の面で
言うと、城鎮建設と発展のための必要なインフラ建設は膨大なインフラ投資を
動かすことにつながる。これは前の城鎮化（土地の城鎮化）と大きな違いはな
い。とは言え、農村人口から都市人口への変更ができれば、かつ彼らの仕事を
確保した上で、所得を高め、消費能力を持つ人口を増やし、それによって現在
の消費構造をアップグレードすることができる。また、産業構造の面におい
て、インターネットとクラウド産業を主とする新世代産業である特色小鎮が出
現し、生産能力を最適化し、製造業にモデルチェンジとアップグレードを促進
することができる。 
また、特色小鎮は供給側改革に重要な役割を果たしている。2015 年から供
給側改革が打ち出され、主要目標は「三去一降一補」で、つまり余剰生産能力
の削減、不動産在庫の削減、金融レバレッジの削減という「三去」と、コスト
削減の「一降」、弱い産業の補強の「一補」である。この改革は第十三次五カ
年計画の取り組みの重点であり、特色小鎮の建築は企業負担の削減を中心とす
る供給側改革との関係が密接でないように見えるが、実際には供給側改革の重
要な手段である。供給側改革の着目点は構造改革を強化する改革であり、適度
に総需要を拡大すると同時に、供給側の品質と効率を高め、制度の供給、要素
の供給、公共製品とサービスの供給などを含む。特色小鎮は新常態の下で小さ
い空間での産業機能、観光機能、文化機能、コミュニティ機能を融合し、産業
チェーン、投資チェーン、イノベーションチェーン、人材チェーン、サービス
チェーンなどを一つに集中させ、産業や起業、イノベーションなどを含み、各
種の要素を集合させたハイエンド、新しい産業業態を孵化させることのできる
エリアを構築した。 
特色小鎮の未来は都市と農村の二元構造を打ち破る重要な力であり、これに
よって、より調和のとれた地域コミュニティ間の関係を構築し、同時に供給側
改革の新たな経済成長点となった。特に、「三去」の中で不動産在庫の削減と
いう面で特色小鎮と連携し、不動産在庫を削減する一方で特色小鎮の建築コス
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トも切り下げる。特色小鎮は産業を中心としており、産業の構成要素は個々の
企業である。企業の負担を減らせば、産業の競争力がアップし、特色小鎮建設
の一層の推進力になるのではないかと考えられる。また、国外の経験から見る
と、特色小鎮はすでに主要先進工業国の産業競争力の重要な基盤になってお
り、かつ中国の新たな時代産業のグレードアップの担い手と期待されるため、
中国政府は特色小鎮の建設を提唱するのである。 
前章で新農村建設の状況及び新型城鎮化との関係を紹介したが、ここでは新
型城鎮化の変形である特色小鎮を説明する。新農村建設の全面的推進は、調和
のとれた社会構築の一つの基礎作業であり、産業の特色、文化の詳細とエコロ
ジーの特色などを十分に掘り下げ、新しい理念で特色小鎮の建設を進めてい
く。農村経済発展の新しいプラットフォームを構築し、「革新、調和、エコ、
開放、共有などの理念を発展させる新型城鎮で、自身の豊富な資源条件と結び
付け、正確な産業の位置づけを明確化し、科学的な発展計画を策定して、産
業、文化とエコロジーの特色を融合し、サービスが健全に発展するモデルを実
行する」 6。そのため、いくつかの特色ある産業を有し、歴史や文化が色濃
く、美しい生態環境を保ち、観光とコミュニティ機能を兼備する特色小鎮の建
設を加速させ、新農村の建設を強力に推進していくことが予想される。 
新農村建設以外に、これまで発展してきた工業園区（工業団地）とも異な
り、特色小鎮を単純な製造業を主とする園区にするのではなく、工業園区のよ
うな工業発展機能と違い、特色小鎮の特色は工業に限られるのではなく、文
化、観光などその他の機能を持ち、都市と町の構造や自然景観、歴史文化、生
態環境、生活様式などでもその特色を形成する。また、当然のことながら特色
小鎮は普通の町の機能である「住居」機能も持っているため、小鎮で暮らして
いる人々の生活によるところが大きい。人が集まるところという役割は工業園
区との一番大きな差異とみられる。また、工業以外にも観光や農業を中心とす
る特色小鎮があり、他の小鎮にはない「特色」があれば特色小鎮の承認を受け
ることができる、これも特色小鎮の特徴である。 
また、『中国都市競争力報告 No.15』 7の報告によれば、現在のところ中国の
人材及び競争力のある産業は主に大中都市に集中する傾向があり、都市群の多
中心化（一つの都市群の中にいくつかの中心都市が存在している）がますます
顕著になり、小城鎮の過疎化が見られるようになった。競争力のある産業にと
って、必要な人材の重要性は言うまでもない。しかも、「千人の読者があって
の千人のハムレットだ」という言葉の通り、人によって住環境に対する要求や
需要も異なっており、多様性がある。例えば、サービス業やビジネスに従事し
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ている人材はにぎやかな大都市が好きかもしれないが、作家や芸術家のような
人材は静かな風景が良いところでのんびり生活できて十分便利な小鎮で生活で
きるところを好むかもしれない。 
先進国の経験からみると、競争力のある産業は必ず大都市に集中しなければ
ならないと言うわけではない。例えば、有名なフランスのヴァンスは美しい光
景であるラベンダー畑とおいしいワインを農業の特色としている。ロマンティ
ックな雰囲気を醸し出し、ピカソ、モネなどの有名人を惹きつけ、文化産業を
発展させてきた。その後、大量の観光客を引き寄せ、文化産業と農業を完璧に
結び付けることができた。大中都市との協力、互いに補う産業チェーンの関係
を形成し、大きな発展の可能性と投資機会を捉えることができれば、中国の城
鎮化率の上昇や 1 人当たりの平均収入の増加も実現する。特色小鎮は競争力の
ある産業の発展と優秀な人材を呼び込むための重要なプラットフォームである
ことは間違いない。このような都市化と産業の多様性による経済発展に多種多
様な小鎮のモデルを提供すると同時に、異なる優秀な人材によって多くの可能
性にあふれる選択肢も提供した。競争力のある産業、優秀な人材の確保、大中
都市群と特色小鎮の協同発展は成熟した大国の必然的な選択であり、経済水準
と都市化水準が一定程度まで達成できたときの必然的な結果である。 
 
4.3 特色小鎮の現状 
『新型城鎮化計画 2014 年－2020 年』政策が発表された 3 ヵ月後、中華人民
共和国住宅城郷建設部は国家発展改革委員会、中華人民共和国財政部、国土資
源部などの 7 部門と共同で『住宅城郷建設部 全国重点鎮名簿公表』8を発表し
た。通知の中で 3675 の全国重点鎮を設立し、同時に 2014 年に公表した全国重
点鎮名簿を廃止した。通知の中で用地の節約を強調し、特色を表していること
などを要求し、政策やプロジェクト用地の提供などの面で全国重点鎮の発展に
対し、援助を行うこととした。また、全国重点鎮は小城鎮の建設及び発展の重
点と見なされている。 
 
発表期間 発表部門 タイトル 
2014.8.7 住宅城郷
建設部 
住宅城郷建設部 全国重点鎮名簿公表 
2016.7.1 住宅城郷
建設部 
住宅城郷建設部 国家発展改革委員会 財政部 特
色小鎮育成工作の展開に関する通知 
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2016.8.3 住宅城郷
建設部 
2016 年特色小鎮の推薦工作に関する通知 
2016.10.
8 
国家発展
改革委員
会 
国家発展改革委員会 美しい特色小（城）鎮建設の
加速に関する指導意見 
2016.10.
10 
住宅城郷
建設部 
住宅城郷建設部 中国農業発展銀行 政策性金融機
関の小城鎮建設への支持推進に関する通知 
2016.10.
11 
住宅城郷
建設部 
住宅城郷建設部 第 1 回中国特色小鎮の名簿の公表
に関する通知 
2016.12.
12 
国家発展
改革委員
会 
千企千鎮プロジェクトの実施に従い 美しい特色小
（城）鎮建設の推進に関する通知 
2017.1.1
3 
国家発展
改革委員
会 
国家発展改革委員会 国家開発銀行 開発性金融機
関の小城鎮建設の貧困からの脱却への支持推進に関
する意見 
2017.4.1 住宅城郷
建設部 
住宅城郷建設部 中国建設発展銀行 政策性金融機
関の小城鎮建設への支持推進に関する通知 
2017.5.1
5 
住宅城郷
建設部 
千企千鎮プロジェクトの実施方案 
2017.2.2
6 
住宅城郷
建設部 
住宅城郷建設部弁公庁が第 2 回全国特色小鎮の推薦
工作に関する通知 
2017.6.9 農業部 農業特色インターネット小鎮建設の試験を展開する
に関する通知 
2017.7.4 国家林業
局 
国家林業局弁公庁 森林特色小鎮建設の試験展開に
関する通知 
2017.7.7 住宅城郷
建設部 
住宅城郷建設部 特色小鎮の特色維持における若干
問題に関する通知 
2017.7.2
7 
住宅城郷
建設部 
住宅城郷建設部 第 2 回中国特色小鎮の名簿の公表
に関する通知 
2017.12.
04 
国家発展
改革委員
会 
特色小鎮と特色小（城）鎮建設を規範化推進に関す
る若干意見 
図表 4.1 特色小鎮に関する国家レベルの政策 
出所：特色小鎮網 
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http://www.51towns.com/construct/constructDetail/tip2 
及び『国家新型城鎮化報告 2016』より、筆者作成 
 
2016 年 7 月 1 日、住宅城郷建設部、国家発展改革委員会、財政部は『特色小
鎮育成工作の展開に関する通知』9を発表し、全国規模で特色小鎮の育成を展開
することを決定した。2020 年までに 1000 程度のそれぞれ特色を持ち、活力に
富む特色小鎮を育成し、全国の城鎮建設の推進を牽引するという計画があった。
特色小鎮の条件は環境が美しく、産業が豊富で、観光、金融、商業貿易の物流、
近代的な製造業、科学技術、伝統文化などの多種多様な業態が集まり、投資規
模が大きく、発展の将来性があり、輝く未来が想像できることとしている。 
2016 年 10 月 8 日、国家発改委は『国家発展改革委員会 美しい特色小（城）
鎮建設の加速に関する指導意見』を発表し、その中で 10 の指導意見を出し、全
体的な要求、分類などの主要意見を盛り込んでいる。3 日後の 2016 年 10 月 11
日、住建部は『住宅城郷建設部 第 1 回中国特色小鎮の名簿の公表に関する通
知』を発表し、全国で 127 の鎮を中国第一回特色小鎮に認定した。2017 年 8 月
22 日、住建部は『住宅城郷建設部 第 2 回中国特色小鎮の名簿の公表に関する
通知』を公布し、276 の鎮を中国第 2 回特色小鎮に認定し、2 回で合計 403 の特
色小鎮を登録した。第 2 回特色小鎮の数は第 1 回の 2 倍で、それぞれの地区か
ら見ると、華東地区がちょうど 2 倍であることを除き、残りの六つの地区は 2
倍以上となった。 
地理地
区 
省別  
城鎮化
率 
第一回特
色 
小鎮の数  
第二回特
色 
小鎮の数  
増加
数 
合計  増加率  
東北地
区 
遼寧省  67.37% 4 
10 
9 
23 
5 
13 
13 
33 56.52% 黒竜江省  59.20% 3 8 5 11 
吉林省  55.97% 3 6 3 9 
華東地
区 
浙江省  67.00% 8 
39 
15 
78 
7 
39 
23 
117 50.00% 
江蘇省  67.70% 7 15 8 22 
山東省  59.02% 7 15 8 22 
安徽省  51.99% 5 10 5 15 
福建省  63.60% 5 9 4 14 
江西省  53.10% 4 8 4 12 
上海市  90.00% 3 6 3 9 
華北地
区 
内モンゴル自
治区  
61.19% 3 15 9 33 6 18 12 48 54.55% 
| l | 
| l | 
| l | 
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山西省  56.21% 3 9 6 12 
河北省  53.32% 4 8 4 12 
北京市  86.60% 3 4 1 7 
天津市  82.93% 2 3 1 5 
華中地
区 
湖北省  58.10% 5 
14 
11 
33 
6 
19 
16 
47 57.58% 湖南省  52.49% 5 11 6 16 
河南省  48.50% 4 11 7 15 
華南地
区 
広東省  69.20% 6 
12 
14 
29 
8 
17 
20 
41 58.62% 
広西チワン族
自治区  
48.08% 4 10 6 14 
海南省  56.80% 2 5 3 7 
西南地
区 
四川省  49.20% 7 
21 
13 
47 
6 
26 
20 
68 55.32% 
貴州省  44.15% 5 10 5 15 
雲南省  43.33% 3 10 7 13 
重慶市  61.60% 4 9 5 13 
チベット自治
区 
29.56% 2 5 3 7 
西北地
区 
新疆ウイグル
自治区  
48.35% 4 
16 
10 
33 
6 
17 
14 
49 51.52% 
陝西省  55.34% 5 9 4 14 
甘粛省  44.69% 3 5 2 8 
寧夏回族自治
区 
56.29% 2 5 3 7 
青海省  51.63% 2 4 2 6 
図表 4.2 各地区の特色小鎮の状況 
出所： 『住宅城郷建設部 第 1 回中国特色小鎮の名簿の公表に関する通知』 
『住宅城郷建設部 第 2 回中国特色小鎮の名簿の公表に関する通知』 
より、筆者作成 
 
総体的に言えば、華東地区は一級行政区が多く、かつ経済が比較的発達して
おり、基幹産業が整っていること、また“江南水郷”の表現通り旅行に適して
いることが挙げられる。したがって、特色小鎮の数は比較的多いが、地域間の
差異も大きく、浙江省、江蘇省、山東省と安徽省はいずれも全国平均より上位
に位置し、福建省と江西省は全国の中位に位置し、上海市は全国の下位に位置
する。華中地区は地区内で平均しており、かつ特色小鎮の数が多く、3 つの一
級行政区の特色小鎮の数はいずれも 10 位以内に位置している。華北地区は地
域間の差異が非常に大きく、2 つの中央直轄市である北京市と天津市の特色小
| l | 
| l | 
| l | 
| l | 
| l | 
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鎮の数は比較的少ない。全国の下位に位置し、別の 3 つの一級行政区が比較的
平均であるのに対し、全国の平均水準 13 より下で、いずれも中下位に位置す
る。華南地区も地域間の差異がかなり大きい。広東省は全国の上位に位置し、
平均に位置しているのは広西チワン族自治区であり、海南省は全国の下位に位
置する。西南地区は華南地区と大変似ており、四川省と貴州省は全国の上位に
位置し、雲南省と重慶市は平均に位置し、チベット自治区は下位に位置する。
西北地区は全国の上位に位置している一級行政区がなく、平均に位置するのは
新疆ウイグル自治区と陝西省であり、残りの 3 つの一級行政区はいずれも下位
に位置している。東北地区は一級行政区の数が比較的少なく 3 つのみで、華中
地区と華南地区も 3 つしかない。華中地区には 3 省がいずれも平均であり、か
つ特色小鎮の数が比較的多く、華南地区は経済発展している広東省があるた
め、特色小鎮の数を増やした。それらの地区と比べると、東北地区の特色小鎮
の数が相対的に少ない。遼寧省は全国平均に位置し、黒龍江省と吉林省は下位
に位置する。 
以上の結果から見ると、高城鎮化率を誇る一級行政区級であっても特色小鎮
の数はいずれもそんなに多くなく、城鎮化率が各地区で上位の一級行政区も、
特色小鎮の数でいくと比較的後方に位置するという現象が明らかになった。例
えば、4 つの中央直轄市の中で人口 3000 万人以上の重慶市が西南地区の平均
に位置していることを除き、別の 3 つの中央直轄市はいずれも各地区の中で特
色小鎮の数が最少であることが分かった。4 つの中央直轄市は合計で 34 の特
色小鎮があり、およそ全国の 8.5%を占める。特色小鎮の定義に、市街地から
独立して明確な産業の位置づけがあり、文化を有し、観光と一定のコミュニテ
ィ機能を持つ空間発展プラットフォームであることと明記されている。中央直
轄市である北京市、上海市、天津市の城鎮化率が全て 80%を上回っており、市
街地の面積も大きいため、特色小鎮の数が少ないことは不思議ではない。しか
し、華東地区での浙江省と江蘇省、華南地区での広東省、西南地区でのチベッ
ト自治区などの状況を見ると、高城鎮化率を誇る一級行政区は特色小鎮が多
く、城鎮化率の低い一級行政区は特色小鎮が少ない状況がみてとれる。また、
5 つの民族自治区の情況を見ると、内モンゴル自治区、広西チワン族自治区と
新疆ウイグル自治区の特色小鎮の数が多く、全国平均に位置し、少数民族に依
存する文化を主としている。チベット自治区と寧夏回族自治区の特色小鎮の数
が比較的少なく全国の下位に位置しているが、独特な景観が見られる地区であ
るため旅行を中心とする特色小鎮の発展の潜在能力は非常に大きいと考えられ
る。しかし、国家は旅行を中心とする特色小鎮の発展を提唱していない。 
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4.4 特色小鎮の分類 
 
図表 4.3 特色小鎮の分類と割合 
出所：前瞻産業研究院のリポートより、筆者作成 
 
前瞻産業研究院のリポートによると、図 4.3 に示したように、第 1 回と第 2
回の特色小鎮の分類上で多少相違がある。第 1 回目はそれぞれ工業発展型、歴
史文化型、農業サービス型、観光発展型、民族集中型と貿易流通型の 6 種類に
分けることができる。第 2 回目は五分類に分け、第 1 回目と同じ工業発展型、
歴史文化型、農業サービス型、観光発展型の 4 種類と、その他、第 1 回目で数
が比較的少なかった貿易流通型は工業発展型に入れられ、新たに複合産業型を
加えた。これは多くの特色小鎮が単一の種類に属するのではなく、複数の種類
に属するからである。たとえば、美しい景色がある特色小鎮は観光発展型とす
ることができ、また自身の特色農業もある農業サービス型とすることができ
る。したがって、前瞻産業研究院のリポートは特色小鎮の分類上で調整を行っ
たのである。 
第 1 回目は観光発展型の特色小鎮が最も多く、全体の半分以上 50.39%を占
めている。第 2 位は歴史文化型で 18.11%を占め、観光発展型よりはるかに低
い。第 1 回目では多くの特色小鎮が主に観光発展型であったと言うことができ
るが、『住宅城郷建設部弁公庁の第 2 回全国特色小鎮の推薦工作に関する通
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知』の中で、住建部は“主に観光発展産業を特色とした特色小鎮の割合は 1/3
を上回らないことを推奨する”という規定を明記して観光と文化産業型の特色
小鎮の数を制限した。そのため、第 2 回目で特色小鎮の数が倍増する状況で、
観光発展型の特色小鎮の数量はわずか 2 増加しただけで、割合が半減し
23.91%を占めるにとどまった。第 2 回目の名簿で特色小鎮の数が最も増えたの
は農業サービス型であり、数は 71 で 25.72%を占める。これも国家が新型城鎮
化を発展させるという大きな背景の下で強力に近代化農業の発展を提唱してい
ることと対応している。歴史文化型の特色小鎮の数は 48 に倍増し 17.39%を占
めるが、第 1 回目の 18.11%と比べるとほとんど変わらなかった。分類から見
ると、第 1 回目の特色小鎮と比べ、第 2 回目の特色小鎮はバランスが取れてい
る。『第 2 回推薦工作の通知』の中で“不動産業を単一の産業にし、城鎮発展
計画が要求を満たさない、実情に即さない盲目的なプロジェクトを設立・建設
すること、ならびに地方政府が丸抱え、または過度に借金を課し、特色小鎮の
名のもとにエンクロージャー（囲い込み）を行い開発し、プロジェクトあるい
は施設の建設規模が過度に資源を浪費するなどの問題が存在している建制鎮を
推薦してはいけない”。これは第 2 回目の特色小鎮の申告が不動産化に傾くこ
とに厳重に警戒することを表明している。 
 
4.5 特色小鎮の例 
前節で全国の特色小鎮の概況を説明したが、各々の特色小鎮は自身の立地、
産業、行政計画などの状況に応じ、特色を活かし、新型城鎮化計画の実施を推
し進めている。これによって、いくつかの成功例を通じて今までに得た経験を
活かすことによって、他の特色小鎮に参考になるのではないかと考えられる。 
上海特色小鎮の例 
上海市の常住人口ベースの城鎮化率が既に 90％に達成したが、不動産の高
騰や教育、医療などの社会保障資源の不足、人口膨大などの問題が顕著となっ
ている。先ほども述べたように特色小鎮は城鎮化率を高めるだけでなく、城鎮
化の質（移住する人々の生活向上）の向上にも役立つ。2016 年住建部公表し
た『第 1 回中国特色小鎮の名簿の公表に関する通知』の中で、第一回新型城鎮
化計画試験区である上海市金山区の楓涇鎮、松江区車墩鎮、青浦区朱家角鎮と
いう 3 つの全国特色小鎮が選ばれた。また、2017 年『第 2 回中国特色小鎮の
名簿の公表に関する通知』の中で、浦東新区新場鎮、閔行区呉涇鎮、崇明区東
平鎮、嘉定区安亭鎮、宝山区羅涇鎮、奉賢区庄行鎮という 6 つの全国特色小鎮
が選ばれ、二回で合計 9 つの全国特色小鎮が誕生した。 
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前瞻産業研究院のレポート 10によると、図表 4.4 に示したように上海市では
3 種類に分けられ、それぞれ工業発展型、歴史文化型、農業サービス型に属す
る 9 つの郊外区があり、ちょうど 1 つの郊外区は１つの特色小鎮に適応する。
三種の特色小鎮のうち、工業発展型である嘉定区安亭鎮、歴史文化型である金
山区楓涇鎮と農業サービスである奉賢区庄行鎮の異なる特色産業及び現状を事
例として紹介する。 
 
第 
一 
回 
2016 年 10 月  
金山区楓涇鎮  
（歴史文化型）  
松江区車墩鎮  
（工業発展型）  
青浦区朱家角鎮  
（歴史文化型）  
第 
二 
回 
2017 年 7 月  
浦東新区新場鎮  
（歴史文化型）  
閔行区呉涇鎮  
（工業発展型）  
崇明区東平鎮  
（農業サービス型）  
嘉定区安亭鎮  
（工業発展型）  
宝山区羅涇鎮  
（農業サービス型）  
奉賢区庄行鎮  
（農業サービス型）  
図表 4.4 上海での全国特色小鎮 
出所：『住宅城郷建設部 第 1 回中国特色小鎮の名簿の公表に関する通知』 
『住宅城郷建設部 第 2 回中国特色小鎮の名簿の公表に関する通知』 
より、筆者作成 
 
4.5.1 嘉定区安亭鎮－未来自動車小鎮 
嘉定区は上海市の西北部に位置し、面積約 458 平方キロメートル、上海統計
局の 2016 年の統計によると、常住人口 158.18 万人、そのうち戸籍人口 68.28
万人、流動人口の 89.9 万人で流動人口を主とする行政区である。未来自動車
小鎮の面積は 12 平方キロメートルで、そのうち人工知能やインターネットと
の連携、またエコーカーなど自動車産業革命の地である安亭鎮未来自動車小鎮
中心部の面積は約 5 平方キロメートルであり、中国の工業企業にとって重要な
工業小鎮である。 
未来自動車小鎮は自動車産業にかかわる安亭自動車城と人々の住む地域を中
心とする安亭新城の二つの部分から構成されている。21 世紀経済報道の報道 11
によると、2016 年に安亭自動車城全体の自動車生産量は 194.9 万台に達し、
販売量は 200 万台超え、生産額は 2286 億元に達した。安亭新鎮は安亭自動車
城の生活の中心地域であり、居住人口 1.1 万人で、住民の 6 割は自動車産業に
従事している。 
安亭鎮未来自動車小鎮は自動車生産の上流である自動車研究開発、中流であ
る自動車製造生産、下流である自動車販売貿易を一体化して、街全体が一つの
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自動車産業チェーンを形成している。安亭·上海国際自動車城のホームページ
12によると、自動車研究開発は主に上海汽車グループ株式有限公司、同済大学
などの企業・大学と提携し、自動車とその部品の研究開発を行っている。76
社のハイテク企業、15 の公共研究開発プラットフォーム、65 社の技術企業が
集まり、新エネルギー自動車を研究し、特色スマートシティの創造を目指す。
自動車製造生産は主に上海フォルクスワーゲン、上海国際自動車城部品配套工
業園区などで自動車生産量は 100 万台を突破した。安亭・上海国際自動車城は
中国乗用車工業の歴史上で多く第 1 位を出し、国内で最大の現代化乗用車生産
基地になった。フォーチュン・グローバル 500 企業 13 社、部品配套企業 300
あまりが駐在し、世界の自動車製造に部品とサービスを提供し、従来の製造業
からハイエンド製造業へのモデルチェンジを着実に実現した。自動車販売貿易
は主に自動車展示貿易街、上海中古車取引市場などで自動車とその部品の取
引、展示、金融、電子商取引、品質認証、国際貿易など多機能を融合した国内
自動車部品供給基地である。自動車展示、自動車取引、自動車文化を主とし世
界有名な自動車ブランド 20 社余りのカーディーラーが集まる上海第一の歩行
者天国がある。 
 
4.5.2 金山区楓涇鎮―産業、観光、住居を融合した特色小鎮 
金山区楓涇鎮は「上海西南部に位置し、総面積 91.66 平方キロメートル、23
の行政村、9 つの住民委員会があり、2016 年度全鎮常住人口 10 万人のうち戸
籍人口 6 万、流動人口 4 万」である 13。 楓涇鎮は 1500 年の歴史があり、中国
で有名な江南水郷古鎮である。“世界民間芸術貴重品”と呼ばれる金山農民画
の発祥地であり、中国画、漫画、囲碁と合わせて“3 画 1 棋”と称されてい
る。その他、家具彫刻、飾り灯籠、切り紙細工、刺繍などの芸術があり、上海
市民間文化芸術の故郷と呼ばれる。楓涇鎮観光地は国家 4A 級観光地であり、
2014 年に中国で最も文化価値のある旅行先に選ばれた。  
金山区は中国農民画を主体とし、楓涇鎮の独特な酒造り文化を体験すること
ができる。また黄桃などの特色農産物を担い手にし、歴史文化と観光を一体化
する地域を作っている。新華網の報道 14によると、楓涇特色小鎮の建設は主に
“古鎮、産業、コミュニティ、田舎“という 4 つの面での転換を行う。古鎮転
換は建物の取り壊しや立ち退きなどの再建をする必要がなく、いにしえの姿を
保存して小鎮に相応しい特色ある民宿ホテルを建築して歴史文化体験と古鎮の
観光を結び付け、観光客に金山農民画などの楓涇特色民俗文化を体験してもら
うことができる。産業転換は上海臨港楓涇科学創新小鎮を作り、上海の資源が
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豊富であるという優位性を活かし、起業家の起業のプラットフォームサービス
を提供する。農業イノベーションを主とし、中国農業科学院の研究員、農家と
企業責任者三者の直接対話プラットフォームを構築し、栽培から販売まで一括
した産業チェーンを統合し、農民と職員の収入を増やす。コミュニティ転換と
田舎転換は水道、道路、村落改造、学校、病院などのインフラ設備の完備を通
じて、同時に公共サービスの質を高め、住民の生活環境を向上させる。「全鎮
緑化総面積 83 万平方メートルのうち、公共緑地面積は 43 万平方メートル、1
人当たり緑地面積は 19.5 平方メートルである」 15。また、イチゴ生産基地や
ゴマ生産基地などを建設し、前述した観光産業と連携して農事体験、イチゴ狩
りを開催し、観光客に古鎮文化を体験してもらった上で、農村本来の景色を楽
しんでもらう。金山区楓涇鎮は特色産業、観光、住居をうまく融合することが
できた模範鎮であり、上海市の一部の産業移転と住機能を分担していると言え
る。 
 
4.5.3 奉賢区庄行鎮―農芸小鎮 
奉賢区庄行鎮は上海の南部に位置し、全鎮総面積 70 平方キロメートル、16
の行政村と 5 つの住民委員会があり、2016 年全鎮常住人口 6.5 万人、そのう
ち戸籍人口 4.5 万人、流動人口 2 万人。 16 庄行鎮は奉賢区の食糧生産大鎮で
あり、１万ムー（１万ムー=6.67 平方キロメートル）以上の水稲栽培模範区が
3 つあり、模範区の“潤庄”“ 庄原”などの特色ブランド米は非常に有名で
ある。また、上海市奉賢区油菜の花祭りが庄行鎮で行われ、中国で最も美しい
油菜の花畑の一つであると言われている。全国特色小鎮に認定される前から、
すでに農村レジャー観光プロジェクトを発足させ、全国観光模範区となってい
る 17。 
上海市奉賢区人民政府企業誘致事務室の報道 18により、庄行鎮は 48 平方キ
ロメートルの“原生態、原面貌、原住民” 19を核心とする農芸公園を建設
し、生産、生活、文化が一体化する“田園総合体”の建築を計画した。できる
だけ本来の農業生産、農民生活と農村体系を保留する一方で民間資本などの投
資を受け、田舎の景観、農耕文化、農業生産を作り出す。田舎の景観は既存農
耕地の企画と改造を通じて、田畑、林地、河川、道路を混じる全体構造を構築
し、生産量の確保と同時に農業生産の観賞性を高める。農耕文化は農村以前の
姿を維持すると同時に保護的な改造を行い、ラム肉、焼酎、草団子などのその
土地固有の伝統を引き継ぎ発揚する。農業生産は農業機械化以外では、主に三
大産業しか導入しておらず、ある程度で導入企業の種類に対する制限があると
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している。三大産業は養生機関などのように美容と健康にかかわる産業であ
り、旅行社と撮影会社などのように文化観光にかかわる産業である。特に現地
住民を動かし、農民収入を増やすことができる郷鎮観光産業を優先的に導入す
る。人材派遣サービス企業やヒューマンリソース管理センターなどの人にかか
わる人材サービス産業である。また、インフラの整備を通じ、小鎮全体の環境
を高め、現地住民の生活環境を改善する。 
以上上海市特色小鎮の三つの例を通じて、上海市における三種類の特色小鎮
の状況を理解することができた。上海市は中央直轄市であり、行政レベルでは
他の省と同じレベルの位置づけである。また、上海は中国全体の経済中心のた
め、より経済が発達している。そのため、特色小鎮の発展がより早い浙江省の
中でも、地級市である杭州市と県級市である諸曁市の特色小鎮を代表的な例と
し、状況を紹介する。 
 
4.5.4 大唐鎮 
「浙江省紹興市（地級市）諸曁市（県級市）の大唐鎮（建制鎮）は浙江省中
部、杭州湾の南側に位置し、面積は約 53.8 平方キロメートルで、そのうち靴
下芸小鎮の面積は約 2.87 平方キロメートルである。大唐鎮の常住人口は 7.8
万近く、その中でも戸籍人口は 3.1 万、外来流動人口 4.7 万で、10 つの行政
村、6 つの住宅地の住民委員会を管轄している。2015 年、大唐鎮の国内総生産
77.59 億元、財政収入 7.94 億元、全鎮の 1 人当たり可処分所得は 4.21 万元を
実現し、諸曁市の都市人口 1 人当たり可処分所得 4.37 万元 20より少し低く、
諸曁市の農村人口 1 人当たりの可処分所得 2.11 万元を遥かに上回った。全鎮
の登録企業は 13301 社、その中で靴下生産に関連している軽工業または紡織工
業の企業は 5083 社、2000 万元以上の規模を持つ企業は 150 社ある。」 21 
2016 年に第一回全国特色小鎮に選ばれ、当局の計画 22によると、3 年内の総
投資額は 55 億元に達成し、世界で最も先進的な靴下産業製造センター、世界
で最も優秀な靴下産業文化センター、世界で唯一の靴下をテーマした観光地及
び旅行先となっている。大唐鎮の第十三次五カ年計画の目標は：経済成長率は
年平均 8％前後増加し、2018 年末まで予想より 2 年早く生産総額と 1 人当たり
生産総額と都市·農村住民の所得を 2010 年と比べて倍増させるということであ
る。諸曁市市委員会や地方政府は特色小鎮の建設を非常に重視し、重点の郷鎮
·城鎮建設用投融資メカニズムを積極的に構築し、市レベルの投融資プラット
フォームを統合し、重点の郷鎮の建設資金難問題の解決を手助けした。大唐鎮
の建設では既に累計 2 億元を投入している 23。 
88 
 
特色産業である靴下産業は 30 年余りの歴史があり、原料、靴下生産用機械
の生産から靴下の生産、加工、包装、マーケティング、物流など、全ての過程
で産業チェーンを形成したが、靴下産業の経済効果や利潤は非常にわずかであ
る。このため、大唐鎮は政府及び企業主導という理念を堅持し、重点的に“フ
ァション市場、スマート製造シリコンバレー、コワーキングスペース”という
三大機能区域 24を建設した。その中で“ファション市場”機能区域は靴下産業
のアイデアセンターであり、産業チェーンの上流に位置している。西安工程大
学などの研究機関と協力して靴下産業アイデア設計センターを作り、靴下のデ
ザインなどを担う。また、靴下博物館や濱水レジャー文化回廊があり、靴下の
文化や宣伝などを担当する。つまり、デザインと宣伝を一体化したエリアであ
る。“スマート製造シリコンバレー”機能区域は小鎮製造エリアであり、産業
チェーンの中流に位置し、伝統的な靴下の製造を担当する以外に、靴下製造た
めの機械装置の製造も生産し、靴下の新素材の研究開発を行う。“コワーキン
グスペース”機能区域は販売の重責を担う地区であり、産業チェーンの下流に
位置し、主にネット通販が集まっている。また、大学生創業園区があり小鎮発
展ための必要な人材を育成し、確保することができる。 
現時点で、「大唐鎮の靴下産業の下で靴下製造企業は約一万社、靴下製造機
械 10 万台余り、そのうち、コンピュータ制御による高級自動靴下製造機が約
6 万台」 25、靴下産業の設備に必要な技術はすでに国際水準に達し、生産能力
が一層アップした。本来、大唐鎮は“靴下産業小鎮”と呼ばれ、今は“靴下芸
小鎮”と言われた。“業”から“芸”に言い方を変えていることから大唐鎮は
本来の加工を主とする小鎮からモデルチェンジの考えを取り入れながら、アッ
プグレードしていることが見て取れる。言わば、以前の企業は最先端の研究開
発、ブランド、マーケティングなどを軽視し、生産だけを重視して靴下の生産
量だけを追及していたが、今はブランド、デザイン、技術力を重視するように
なった。上海社会科学院のレポート 26によると、2017 年大唐鎮の靴下生産シェ
アは既に全国シェアの 7 割、世界シェアの 3 割を占め、年間生産総額 85.3 億
元、財政収入 7.5 億元に達した。 
小鎮の伝統的な産業の発展は比較的成熟しており、製品は一定の競争力と魅
力があり、そのため小鎮自身の産業チェーンから着手し、産業チェーンの上流
と下流に延ばして、1 つの完全な産業チェーンを形成する。それは、製品の付
加価値を高め、産業のグレードアップを促し、全体の経済効果をアップさせる
ことができる。この点から見ると、後述する島根県の浜田市金城町美又地区に
よく似ており、１つの産業をやり遂げてから周辺の業界を動かしている。現在
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のところ、「大唐鎮の工業生産額の 70%、住民所得の 70%、小鎮にある職業の
70%はすべて靴下に関連していることが分かった。」 27大唐鎮の靴下産業は共
同富裕、貧富の差の縮小を実現するための独自の役割を果たしている。2018
年 5 月 24 日、『中国特色小（城）鎮 2018 年発展指数報告』 28の中で全国最も
美しい特色小鎮の第 5 位に位置している。 
 
4.5.5 雲栖小鎮 
 浙江省の省都である杭州市の西湖区に位置している雲栖小鎮は中国特色小鎮
の発祥地である。しかし、公表された二回の全国特色小鎮の名簿に入らなかっ
た。その理由は中国特色小鎮の推薦は行政区に基づき申告を行っているからで
ある。雲栖小鎮は通常の建制鎮などの行政区ではなく、ハイエンド産業の集ま
りと一定の住居機能を備える地域である。浙江省は全国より早く特色小鎮の建
設を始め、2015 年 6 月の省レベルの特色小鎮名簿の中 29には雲栖小鎮の名があ
った。全国特色小鎮ではないと言っても、全国で最も影響力を持つ特色小鎮に
なることの妨げにはならず、全国で特色小鎮建設ブームを巻き起こした。国家
発展改革委員会が開催した「新型城鎮化と特色小鎮建設の記者会見」 30で雲栖
小鎮は中国特色小鎮の代表と建設の見本として推薦し紹介された。元杭州市長
で現在国務院参事官 31の仇興保は中国新型城鎮化発展サミットフォーラムでの
講演 32で、雲栖小鎮の設立背景は 2013 年に本部が杭州市に本社を置くアリバ
バと協力し、本来の転塘科学技術経済園区の下で産業グレードアップを行い、
第 1 回阿里雲（アリババのクラウドコンピューティング技術会社）開発者大会
33を開催した。2014 年 9 月にアリババが米国で上場した後、中間層の幹部は突
如金持ちになり、その中の多くが自主的に起業する意欲を持っていた。彼らに
起業プラットフォームを提供するとともに、彼らや彼らの財産を杭州から離さ
ないようにするため、杭州市政府はクラウドコンピューティングのビッグデー
タ産業を中心とする特色小鎮の建設を明確化した雲栖小鎮を設立した。そのた
め、当時アリババの大部分の中間層起業家たちはそのまま杭州市に残った。 
雲栖小鎮は行政区域ではないため、常住人口と戸籍人口などの状況が分から
ないが、面積は 3.5 平方キロメートル、2016 年までですでに 20 万平方メート
ルの産業用地を使用し、3 年内で徐々に 100 万平方メートル以上の面積を製造
業の発展に用いるという計画を立てた。雲栖小鎮は“政府主導、大企業のリー
ド、起業家主体”という理念で建設を進める。政府主導についてはいくつかの
関連政策を発表している。例えば『雲栖小鎮建設の推進加速についての政策意
見（試行）』 34によると、雲栖小鎮にある企業の規定に基づき、家賃軽減また
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は免除、クラウドサービスへの補助金、人材誘致や企業革新の奨励など大量の
優遇政策を整え、企業が小鎮に駐在するよう促す。大企業のリードとは、阿里
雲または富士康などのようなリーディングカンパニーを頼り、クラウドコンピ
ューティングなどの技術あるいは富士康の設備や技術などを頼りに起業する。
または起業中の中小企業を支援し、起業時の問題などを解決できるように支え
る。起業家自身はこの小鎮のあるエリアで浙江大学などの有名大学の協力を通
じ、中小企業に公開技術などの面で支援し、政府または大企業などは主に仲介
人などのような起業家を助ける役割を分担し、起業家に後顧の憂いのないよう
にしている。 
雲栖小鎮管理委員会主任の呂鋼鋒 35によれば、2017 年末までに雲栖小鎮が阿
里雲、富士康科学技術、インテル（Intel）、中航工業などの有名な会社を含
む 645 のクラウドにかかわる会社を導入したという。クラウド関連の税収は約
10 億元で、もともと 7000 万元ほどだったこの地区の税収は 5 年間で約 25 倍
に増加し、将来は毎日 1000 万元の税収を実現すると予想されている。雲栖小
鎮は起業または企業革新の聖地、起業家の集まる街、科学技術と文化を継承す
る街、クラウドコンピューティングのビッグデータの発祥地という以上四つの
目標を掲げている。 
 
4.5.6 特色小鎮成功例の評価 
 特色小鎮と新型城鎮化の関係は既に 3.2 節で述べた通りだが、以上五つの成
功例を参照し、もう一度まとめてみる。新型城鎮化で提唱した城郷一体化や産
城融合（産業と居住地の融合）の促進、産業のアップグレードや持続可能なエ
コ都市（城鎮）の構築、（農村）文化の保護と継承、現行制度の改革などの面
で特色小鎮の発展と共に、いくつかの特徴と関係がうかがえる。 
 まず、城郷一体化の面では、上海市奉賢区の農芸小鎮は本来、農業を主要と
する特徴を維持し、“原生態、原面貌、原住民”の理念を貫き、有名な油菜や
米などの農産物をブランド化している。それだけでなく、農産物の生産量を確
保した上で観光客やその土地の住民によりよい環境を提供できるように科学的
な視点での企画やインフラ設備の建設などにより、観賞性を一層アップさせ
た。これは第三章で述べたように新農村建設とほぼ同じである。ただし、唯一
違う点を挙げれば、特色小鎮は発展の最初段階と規模も新農村建設と比べて小
さいため、自身の特色をめぐり奉賢区の例では農芸に専念するだけでよい。企
業の誘致やインフラの建設など全ての取組みは農芸小鎮の建設のためである。
産業規模が十分拡大してからは、新農村建設のようにより総合的な面、例えば
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農民の収入増、産業チェーンの整備、公共サービスの充実など様々な面を考慮
せざるを得ない。事例の中でも、上海市嘉定区安亭鎮での安亭新鎮と上海国際
自動車城の産城融合モデルはより成熟した事例である。自動車をめぐる産業が
既に十分な規模に達したため、産業発展に必要な人材誘致、またそれによる生
活環境の改善、消費拡大などの面に力を入れた。特に魅力的な都市である上海
市は毎年 1000 万人以上の流動人口がいるという利点を生かし、成熟産業プラ
ス住みやすい環境で優秀な人材を引き付けている。つまり、本来、産業規模拡
大に伴う必要な労働力（学歴問わず住民であり、農村余剰労働力も採用可能）
と技術が中心の人材両方の人を集める力を持っており、大都市中心部の住環境
ストレスを分散させる一方で、郊外（農村）の発展を促し城郷一体化の目標に
近づけていく。 
 産業のアップグレードの面では、先ほど述べたように安亭鎮では自動車チェ
ーンにおける上流の開発、中流の生産、下流の販売が既に完備された上で、未
来の AI カーも研究・開発中のため、さらに将来的に産業のグレードアップを
目指す。自動車産業は非常に技術頼みの産業であり、産業グレードアップの競
争の激しさを理解することができる。伝統的な製造業はどうなるかと見てみる
と、浙江省諸曁市の大唐鎮は靴下生産を特色産業としている。本来、靴下生産
のような織物産業は低付加価値、低利潤、加工メインのイメージがあるが、大
唐鎮はそれらを踏まえて産業グレードアップを行い、靴下生産の産業チェーン
を整えるだけでなく、生産に必要な機械設備まで生産することも可能にした。
また、ブランドとデザインを重視し、より個性的かつファッション性のある機
能付き靴下（例えば、スポーツ用の吸水速乾性のあるものや消臭靴下など）の
開発・生産で靴下の付加価値を高めている。それは新型城鎮化の従来の投資・
資本依存型の経済成長構造からイノベーション、技術主導の経済構造への転換
という目標に合致し、単純な生産規模拡大による経済成長を図るだけではな
く、持続可能なエコ経済成長への転換を狙う。生産の面だけでなく、販売の面
にも今最も流行っているインターネットプラスの概念を導入し、電子商取引と
連携し、販売量と小鎮の知名度を一層上げる。さらに、大学、研究機関と協力
し、人材を確保することができるのである。 
 文化保護と継承の面では、先ほど紹介したように上海市奉賢区庄行鎮の農芸
小鎮の手法は農業本来の姿をそのまま計画し、油菜祭りやよりよい観賞性ある
農業の姿を余すことなく見せることで観光客を引き付けるのである。それによ
って観光業を動かし、農民の収入を増やすことに繋がる。奉賢区庄行鎮が農村
の美しい自然の保護を謳うのであれば、上海市金山区楓涇鎮は悠久の歴史と金
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山農民画、家具彫刻などの伝統文化の伝承を重点に置く。小鎮の伝統と産業を
融合し、他所にはない特色商品の販売などを通して、観光業と当地の経済発展
も促すことができる。また、経済発展と共に行うインフラ設備の建設は古い建
物を取り壊して新しく建設するのではなく、固有の歴史文化を尊重した上で古
鎮そのままの姿に相応しい建物を建設する。繰り返すが、これは従来の土地の
城鎮化を追求せず、新型城鎮化の核である“人の城鎮化”を考慮した結果であ
る。伝統的な民俗文化を土地の特色及び経済成長ポイントにすることで、民俗
文化の発掘や継承に一層有利となる。次の世代に大きな宝を残すことになるの
ではないだろうか。 
 現行の制度改革の促進面では、第十八回三中全会で提起された「資源配分に
市場の決定的な役割を果たし、政府の役割も発揮する」 36と強調し、政府と市
場の限界をはっきり区分し、政府は特色小鎮へ誘導と必要な施設やサービの提
供のみ行い、見えざる手に任せて、特色小鎮建設を熟知している企業が特色小
鎮建設主力になるようにする。このような“減政増服”（権力を減らし、サー
ビスを増やす）の制度改革は浙江省において市場を主とし、政府を補佐役とす
るという方針を実行し始めた。浙江省杭州市の雲栖小鎮は厳密な行政区ではな
いため、行政管理制度により柔軟性があり、制度改革を行いやすい。具体的に
は、“政府主導、大企業のリード、起業家主体”という理念の下で、政府が人
材誘致や経済支援策を制定し、阿里雲のような大企業が主に技術や設備の支持
を担当する。主な目的は起業家の起業を助けることであり、雲栖小鎮はクラウ
ド産業ビッグデータを主とする特色小鎮になった。これは雲栖小鎮ひいては浙
江省の特色小鎮が全国特色小鎮をリードする要因ではないかと考えられる。 
 
4.6 特色小鎮発展の問題点 
前節では特色小鎮の成功例を紹介したが、実際に進展しているものの中では
成功例のように順調に進んでいるわけではなく、いくつかの問題点が出ている
ものもある。2017 年 12 月に国家発改委は国土資源部、環境保護部、住建部と
連合で『特色小鎮と特色小（城）鎮建設の規範化推進に関する若干意見』 37を
発表し、その中でいつくかの問題点を挙げて、三つの問題点を分析している。 
一つ目は概念の混乱と、特色が鮮明でないことである。つまり特色小鎮に対
する要求や基準はあるが、各地区の地方政府はこれらの基準を無視し、強制的
に観光地や産業園区などを特色小鎮と見做したのである。また、小鎮発展の原
則に従わずに小鎮自身の単一の特徴を強調し過ぎ、盲目的に特色小鎮を発展さ
せた。特色小鎮の発祥地である浙江省の経験を単純に模倣し、小鎮の内容や形
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式も付和雷同したケースが多い。更に、あるところでは本来の鎮を切り離し、
その近くに新たなエリアを設立し、融資の面では優遇政策、資金援助などの支
援に頼り、土地と資金の浪費及び優遇政策の不正利用などの問題を引き起こし
た。特色がなければ、その他の小鎮や都市の差異が見られず、人材、資本、プ
ロジェクトが集められずに、核となるアピールポイントや競争力を失い、地域
産業と経済を動かしにくくなり、特色小鎮建設の意味がなくなってしまう。こ
の問題に対し、『第 2 回中国特色小鎮の名簿の公表に関する通知』を発表した
際、『専門家の第 2 回全国特色小鎮の審査意見』を添付し、認定された全ての
特色小鎮の異なる状況から異なる審査意見と注意すべき点を説明した。この意
見に従い、各地区の特色小鎮は改善面を明確にし、できるだけ誤りを避け、よ
りよい特色小鎮の構築につながった。 
二つ目は行政管理体制の不備、いわば現行の小城鎮への管理体制に対応して
おらず、産業の構造転換やグレードアップに困難をきたしたことである。市場
メカニズムを軽視し、政府主導の傾向が顕著で、人よりインフラ建設や町の外
観を重視したイメージアッププロジェクトを行っている。特に中西部地区でよ
り深刻であり、市場メカニズムの代わりにリーダーの意志が決定的な役割を果
たし、自分の意志で将来性ある特色を発展させる。そのため、インフラ建設や
外観の美化などのイメージアッププロジェクトが先行し、ハイエンド産業を過
度に強調するあまり人々の生活に関連する需要を軽視した結果、人材を引き寄
せる力が不足する事態となった。また、政府が企業の負うべき責任を引き受
け、優遇政策や資金援助ばかりに頼ってしまうと、企業のモチベーションを低
下させ、特色小鎮の長期的で持続的な発展が妨げられることになる。と同時
に、一歩進んだ制度改革にとっても大きな後退ではないかと懸念されている。
特色小鎮の先駆けである浙江省は行政管理体制改革を導入し、政府の権限を制
約すると共にサービス面を完備している。政府と市場の関係を明確にし、企業
を主体とする小鎮自身の活力を生かしている。 
三つ目は不動産業の過度な開発や地方政府の多額の負債のため、財政リスク
を招くことである。地方政府は小鎮との間に自身の状況の違いがあるにもかか
わらず、投資規模が小鎮財政収入を大幅に超え、互いに投資の規模や経済成長
率を競い合う現象が現れた。これでは中小城鎮の投資方法が単一化し過ぎるこ
とになり、持続的な成長を維持することが難しい。新たなインフラ建設のため
返済能力を無視して多額の借金を作ってしまうと、地方政府の財政リスクが拡
大する。目に見えるものだけではなく見えないサービスも過度に発展する現状
もある。例えば、陝西省神木県の全民無料医療制度 38では政府負担が重くなり
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過ぎて財政が窮地に陥ったという極端な公共福祉を行った例がある。また、特
色小鎮建設という名目のもとで実際に不動産業を開発し、不動産業の占める割
合が非常に高くなり、産業の特色や特徴が足りなくなったところもある。不動
産価格の高騰またはゴーストタウン現象などの問題も招く恐れがある。今の特
色小鎮建設についての論調は基本的に“特色（産業）”を重視するのは間違っ
てはいないが、“小鎮（住居機能）”を見落としがちになっているというもの
だ。“小鎮”というのは必ず居住地という基本的な機能を持っており、これも
特色小鎮とこれまでの工業団地の根本的な相違である。住建部は『特色小鎮育
成工作の展開に関する通知』 39の中でも美しい環境、サービス完備、調和のと
れた特色小鎮の構築を強調した。成功例である奉賢区庄行鎮のように本来農村
の姿を維持し、同時に現地の住環境を改善し、居住地の機能を発揮するのは特
色の一つの表現方式ではないかと考えられる。また、商業用（投資用）不動産
の過剰開発を防ぐために、『第 2 回推薦工作の通知』の中で、不動産業開発を
中心とする特色小鎮を推奨せず、過度な不動産業開発を厳禁するという姿勢が
見られる。しかし、住民の住環境改善及び新規住民の住宅保証は小鎮の基本的
な機能であり、不動産過剰開発に関する心配は必要がないと思われる。住宅以
外に、病院、学校、図書館、体育館などの公共施設を整備する必要があり、生
活の満足度を高める。これも人材を引きつける方法であり、真に特色小鎮の
“特色”と“小鎮”という言葉を現すことができるのである。 
 
4.7 問題点の対策 
これらの問題に直面している中国の特色小鎮の発展はどのように構築したほ
うが良いのか。中国特色小鎮が早急に解決すべき問題である。中国の隣国であ
り都市化率の高い日本では、農村の少子高齢化や農業人口の減少という問題が
あった。2014 年の増田寛也「ストップ少子化、地方元気戦略」のレポートに
よると、「地方から大都市へ流出する若者の数が増え、子どもを産む若年層と
いう「人口再生産力」の流出は地方の人口減少の最大要因となった。このまま
では、多くの地域は将来消滅する恐れがある」 40と指摘した。日本政府はこの
問題点への対応策として、中国の「特色小鎮」政策とよく似た「まち、ひと、
しごと創生」の“地方創生” 41という戦略を打ち出し、地方創生推進交付金制
度、企業版ふるさと納税（対象法人に寄附額の 3 割に相当する額の税額控除を
行う特例措置）、地域産業振興の支援などの財政的な支援政策だけでなく、農
山漁村・中山間地域の小さな拠点の設置、生涯活躍のまち形成事業計画など、
住宅や医療などの生活面の支援政策と手続処理の迅速化の手段を講じた。地方
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の経済発展と住民にとって住みよい地域を作ることで地方活性化の促進を図っ
ている。 
例えば、島根県の浜田市金城町美又地区では、「地域特産の黒米や野生稲の
特性を持つ古代米の栽培、加工、デザインなどを住民で設置した委員会が決め
た。また、当地の黒大豆で作った焼酎や豆腐などの特色製品をブランド化し、
地元の温泉と一緒に宣伝、販売した。結果として、黒米と黒大豆に従事してい
る農家の所得は 3 倍に増加した」 42。この事例からみると、中国の特色小鎮は
主に自身の強みがある特色産業にピントを合わせ、一定のブランド力またはあ
る程度のポテンシャルを持っている地元の特色ある産業を選ぶべきである。今
までの中国における中小都市の経済発展段階では生産手段が多い地方の基幹産
業または資源、生産手段を持つ国有企業を中心としていた。しかし時間が経つ
につれ、これらの企業は機能と産業がグレードアップし、一方でその他の国と
地域に移転され、地方で基幹産業の地位が大幅に退化する。今回の特色小鎮を
めぐり、経済発展方式は高付加価値があり将来性のある産業のはずである。特
色産業の育成グレードアップは地方政府の特色小鎮の重要な構成部分ではない
かと考えられる。 
 既に特色産業を持っている特色小鎮に対し、持続的に産業の特色を強化し、
既存の優位性を引き続き拡大していくと同時に周辺の産業への波及を促す。し
かし、既に数が多く、国がコントロールを行っている観光発展型の特色小鎮に
対してはこのやり方をはてはめることはできない。勿論、名峰や激流の川など
の美しい風景は特色の一種ではあるが、より印象深い商品を作れば顧客にとっ
て訴求力は高い。よって日本の“限定”という言葉は特色小鎮にぴったりであ
ると考えられる。“限定”という理念は地域や期間を区切り、顧客の購買意欲
を高めるため、日本で非常に流行っている。経済発展と共に、中国の人々は個
性化を重視し始め、他人との相違と物事の多様性を求め、他者との違いをはっ
きり示すようになった。このような考え方に基づき、特色小鎮は自身の地域特
徴に結び付け、日本の地域限定商品の販売手方を見習い、小鎮の知名度と人気
を増やすことができるのではないかと考えられる。 
たとえば中国で有名な北海道限定商品“白い恋人”の例 43を参考にする。
1976 年に発売が開始された白い恋人は全日空のフライトメニューの一つとし
て提供され、好評を博し、注文の問合わせも殺到した。しかし、たとえ人気が
非常に高くても、白い恋人は依然として北海道でしか買えない地域限定商品を
強調し、当時有名な三越百貨店への出店も断りどこにも出さなかった。その経
営戦略は北海道限定商品のため北海道以外では入手できず、食べたいなら必ず
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北海道に行かなければならないというものである。そのため、白い恋人は非常
に人気となり北海道の名物と認定された。北海道限定を堅持するが、ブランド
宣伝には確かに力を入れた。映画とテレビ作品との協力を通じ、たとえばテレ
ビ朝日の「西部警察シリーズ」へ協力する形で白い恋人はブランドの知名度を
上げた。これ以外にも、チョコレート博物館の設立やサッカーチームへの援助
などの方法でブランドの知名度を更に拡大し続けている。1995 年に白い恋人
テーマパークを開き、その中で工場生産ラインの見学、バラ園、あるいは名物
チョコレートのお菓子作り体験などを通して、チョコレート作りの楽しみを実
際に体験することができる。また、北海道限定と言っても、2006 年から東京
成田国際空港の免税店を皮切りに北海道以外での発売を始め、全国 11 の大型
国際空港へ展開した。四代目の石水創社長 44の考えは国内向けと海外向けを分
けて販売する策略を採用したためである。国内の人々にとっては北海道限定商
品であるが、海外の観光客にとっては日本限定商品である。 
このように一つの製品により、スポーツ、文化、観光などのその他の業界を
動かし、それによって地方（地域）全体を活性化させるのは特色小鎮の提唱す
る理念と同じである。このような“限定”経営戦略は商品の販売に大きな効果
を発揮しているが、商品自身の品質は白い恋人の人気の理由である。商品自身
のおいしさという優位性、地域限定という経営戦略、また広範な商業宣伝など
の手段が合わさって、白い恋人は大きい影響力を持つに至ったのである。特色
小鎮にとってどんな経営戦略を採用するかに関わらず、産業または商品自身の
特徴と品質保証は第一のキーポイントである。                 
 また、九州のくまモンや鳥取県の鳥取砂丘コナン空港など人気のあるマスコ
ットや人気アニメの主人公をテーマとし、地方自身の魅力をアピールし、更に
国内外の観光客を引き付ける。中国には歴史上の人物や孫悟空などの伝説上の
人物が山ほど存在しており、それらの素材を踏まえ、旅行を中心とする観光発
展型の特色小鎮自身の知名度を高めるための非常に有効な手段ではないかと考
えられる。たとえば、テンセント会社傘下の天美スタジオが開発した「マルチ
プレイヤー・オンライン・バトル・アリーナ（MOBA） 45（王者栄耀）」は伝説
上の人物と歴史上の有名人を融合したスマホゲームだ。「登録者は 2 億人以上
で、2017 年 5 月には iOS と Google Play 合計の収益ランキングで世界一に輝
いた」 46。スマホゲームの収入に飽き足らず、エレクトロニック・スポーツ
（e スポーツ）リーグ（KPL）を作っている。このゲームに基づいた動画やリ
アリティショーも出てきたという宣伝効果もあって、さらにこのゲームの知名
度がアップし、今までにヨーロッパ、アメリカ、日本に進出した。このような
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巨大な市場でスマホゲームを中心とするテーマパークなどを建築すれば、充
分、観光発展型の特色小鎮の特色になれるのではないかと考えられる。 
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第五章 新型城鎮化計画に関する現地調査 
 
5.1 上海市の郊外区概況 
まず、中国経済の中心である上海市全体状況から見ると、常住人口ベースの
城鎮化率は 90％に達したが、戸籍人口ベースの城鎮化率は 59.3％であり、その
30％の差は全国での 17％の 2 倍になり、言い換えれば、上海市では全国より、
戸籍問題はより深刻な問題であり、解決しにくいと言っても過言ではないと思
われる。「計画」のコツをとらえ、常住人口から戸籍人口へ変更、いわば農民工
の市民化という課題を解決するのは簡単ではない。そのため、上海の（常住人
口ベース）城鎮化率が高くても城鎮化の研究は十分意味があると考えた。 
田暁沢の研究 1に基づき、上海市の城鎮化の経緯を 4 段階に分けた。第一段階
は改革開放から 1990 年の浦東新区改革前で、この段階から郊外の城鎮化が始
まって農民の数が減少すると共に、城鎮化が徐々に進んだ。第二段階は浦東新
区改革から 2004 年までで、浦東新区の開発によって全市の郊外地区の発展が
促進され、郊外区の発展が更にスピードアップした。第三段階は 2005 年から
2014 年の「国家新型城鎮化計画」の発表前までで、上海市は“1966”  2の四つ
のレベルで行政区域を分けて、城鎮体制を構築した。城鎮化率は 84.5％から
90％前後に達した。第四段階は 2014 年からの国家新型城鎮化であり、土地の城
鎮化から人の城鎮化へシフトした。 
上海統計局から入手したデータ 3は 1990 年から 2013 年までの第二段階と第
三段階のものである。同じ上海でも異なる都市と農村の生活水準を比較し、図
表 5.1 のように示す。上海の都市部と農村一人当たりの可処分収入比から見る
と、第二段階の 1990 年から 1999 年まで 1.3 から 2 までと激しく変化したが、
第三段階の少し前の 2000 年から 2 を超えて、2001 年から 2013 年まで 13 年間
で 2.2－2.3 と安定していることが分かった。その段階で農村部と都市部の二
重構造が形成され、流動人口と市民の格差も一定の水準で維持することができ
た。一方、一人当たりの居住面積比で 1990 年から緩やかに上昇しているが、都
市の居住面積は 1990 年に農村の 2 割から 2013 年の 3 割に増加した。つまり、
この図だけでよく言われている城鎮化が都市と農村の格差を縮める役割をはっ
きり示さなかったということであり、一定の格差を維持していることがうかが
える。 
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図表 5.1 1990 年―2013 年上海市都市と農村の可処分収入と居住面積の比
較 
出所：上海統計局のデータより、筆者作成 
 http://www.stats-sh.gov.cn/html/sjfb/201701/1000200.html 
 
また、各区の産業産出額を見ると、浦東新区は国家レベルの改革特区とし、
6000 億元台を突発して 6448.68 億元に達し、他の郊外区産出額の合計の 85％
を占めている。2010 年の上海万博会が浦東新区で開催され、さらにディズニ
ーランドの開園などで、これから浦東新区に新たな財政創出の成長点になるで
はないかと考えられる。それは改革特区の魅力と言っても過言ではない。しか
し、浦東新区は人口も多く、産出だけを見ると、人口ボーナスではないかとい
う疑問の声もあった。各郊外区の一人当たりの GDP4（万ドル）（常住人口割
り）を見ると、浦東新区は 1.866 万ドル/一人であり、全市平均の 1.41 万ドル
よりも高く、人口ボーナスの効果ではないと判断できる。嘉定区は第三章の新
農村建設で言及したように上海国際自動車城によって第二次産業が発達してい
るため、全市の水準より上回っている。他の郊外区は 0.8－1 万ドル前後で動
き、崇明区は地理的に上海市と切り離され、一人当たりの GDP は全市の最低水
準となる 0.567 万ドルでもおかしくないと考えられる。 
 
図表 5.2 2013 年上海市郊外区の一人当たりの GDP（万ドル/人） 
出所：上海統計局のデータより、筆者作成 
 http://www.stats-sh.gov.cn/html/sjfb/201701/1000200.html 
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1990年―2013年上海市都市と農村
の可処分収入と居住面積の比較
一人当たり可処分収入比 一人当たり居住面積比
浦東新区  宝山区  闵行区  嘉定区  金山区  松江区  青浦区  奉賢区  崇明区  郊外区平均  
1.866 0.824 1.065 1.469 1.054 0.827 1.009 0.875 0.567 1.410 
- .. 
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産業構造から見ると（図表 5.3）、経済が相対的に発達している浦東新区は
第三次産業の割合も高く 64.43％を占め、全市平均の 62.2％より高い。浦東新
区以外の郊外区では第三次産業の割合が低く、その理由は第三次産業を都市の
中心に集約し、第二次産業を郊外区に移転させるという市全体の発展計画があ
るからである。たとえば、国家新型城鎮化計画を実施している金山区は上海市
の化学工業の中心であり、全国特大型化学企業である上海石油化学株式有限公
司と上海化学工業園区は金山区に位置している。 
 
 
図表 5.3 2013 年上海市郊外区第三次産業の生産額とその割合 
出所：上海統計局のデータより、筆者作成 
 http://www.stats-sh.gov.cn/html/sjfb/201701/1000200.html 
 
 
図表 5.4 は上海市郊外の各地域における都市と農村の一人当たりの可処分収
入の表である。都市の場合に浦東新区は唯一の 4 万元超区であるが、残った 8
つの区は 3 万元以上 4 万元以下に入っている。その代わりに、浦東新区の農村
家庭一人当たりの可処分収入は 19529 元で、郊外区の平均とほぼ同じである。
崇明区と浦東新区の都市家庭一人当たりの可処分収入を同じ区の農村家庭一人
当たりの可処分収入と比べると、2 倍以上の差があるということが明らかにな
り、格差は 9 つの郊外区のうち、より厳しい状況であることが分かった。それ
以外の区は 1.4 から 1.9 までとばらついている。 
6448.68
1057.51
1722.11 1460.58
525.3
917.49 771.9 644.8
252.3
64.43%
50.80%
41.48%
27.78%
37.90%
39.76%
43.26%
35.86%
41.58%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
2013年上海市郊外区第三次産業
の生産額とその割合（％）
産業合計（億元） 第三産業の割合
I I I. I ■ ■ -
忍塁尋もももももも
窯魯
~'V rl.~ 公y
泰
令齋矯ゃ喜虐塁- .. 
105 - 
 
   
図表 5.4 2013 年上海市郊外区都市農村家庭一人当たりの可処分収入の比較 
出所：上海統計局のデータより、筆者作成 
 http://www.stats-sh.gov.cn/html/sjfb/201701/1000200.html 
 
郊外区の人口から見ると（図表 5.5）、浦東新区、宝山区、金山区、崇明区
の 4 つの郊外区は戸籍人口の数が流動人口の数より多い。浦東新区は改革区で
あることから本来農民であった人々を市民化したため、急に戸籍人口が増えて
いるということである。金山区は化学工業の中心地なので、流動人口が入りた
くないのではと考えられる。崇明区は淡路島と神戸の関係のように上海と地理
上で切り離され、経済も発達していなかった。そのため、ほぼ戸籍人口と常住
人口が同じであり、流動人口が少なかった。宝山区の理由はよくわからない。
以上 4 つの区以外のほかの 5 つの郊外区は流動人口が戸籍人口よりも多い。松
江区と奉賢区には大学が集中しているので、流動人口が多いことは理解でき
る。 
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図表 5.5 2013 年上海市郊外区人口状況 
出所：上海統計局のデータより、筆者作成 
 http://www.stats-sh.gov.cn/html/sjfb/201701/1000200.html 
 
 
5.2 現地調査の背景 
城鎮化と戸籍制度に関する先行研究として厳善平 5は戸籍制度を研究し、上海
の農民工と戸籍改革に関する考察を行い、上海に都市戸籍を持つ住民と流動人
口からなる新たな二重構造が形成されたと論じた。厳善平は、上海戸籍に関す
る改革の経緯をまとめ、結果として高学歴者、専門技術の有資格者、投資者な
どの経済発展に必要な人材の上海移住を促すことが目的で、圧倒的多数を占め
る農民工およびその同居家族の権利状況の改善には十分な努力が払われていな
いと述べている。また農民工の市民化を阻む要因として三つ挙げている。第一
に、戸籍制度の機能が変化し、人々の身分を表すものになっていること。第二
に、地域間の経済格差も戸籍の転換を妨げていること。第三に、農民に対する
政治権利の抑圧と民主主義の欠如がある。 
加藤弘之 6は内陸部の四川省の広元市と崇州市を訪ね、新型城鎮化に関する考
察を行った。加藤は広元市の公共サービスセンターに行きヒアリングを行って、
その結果を次のようにまとめている。このセンターは地元の住民に土地や住宅
の取引のサポート、社会保障と就職情報の提供などの一般的な行政手続きを行
い、利便性を高めたと評価した。しかし、このセンターの資金は政府の補助金
で賄われ、長期的な資金が確保できるのかどうかが不確かであること、またサ
ービスを提供する「ソフト」面の人材も確保されているのかという疑問もある。
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内陸部の課題も複雑であり、沿海部であれば就職や教育、社会保障などを都市
住民と区別なく公平に提供し、スラム地域を改革し、安価な住居を提供し、農
民工の市民化をはかるという課題に集約できる。沿海部と一番違うところは企
業を誘致する必要がある点だと述べている。 
Chuanbo chen and C.cindy Fan の論文 7によると、最近戸籍管理制度が緩和
されている（一定の条件を満たせば、農村戸籍から都市戸籍への変更が可能と
なる）傾向があるが、予想に反して農村戸籍を持つ流動人口は積極的に都市戸
籍に変更したいとは考えていないと指摘する。さらに言えば、一部の流動人口
は今の農村戸籍が都市戸籍より価値があると考えているらしい。同論文による
と全流動人口のうち約 70％は大都市（または省会都市）へ流入し、そのうち約
30％が中小都市の戸籍より地元の中心都市または省都の戸籍を取得したがって
いると分析している。つまり、農村戸籍から都市戸籍への変更意欲が下がって
いるのである。 
中国社会科学院 8は中西部農民の城鎮への移転に対する意欲を調べた結果、
都市戸籍への強い変更意欲がある農民工は 11.83％、変更意欲がある農民工は
21.73％、「よくわからない」の割合は 17.45％で、「変更したくない」を選ん
だ割合は 24.82％、「全然変更したくない」人口は全体の 24.13％を示した。つ
まり、三分の一の農民工は戸籍を変更したいが、約半数の農民工は変更したい
と思っておらず、「変更したくない」人数がより多い結果となった。66.1％の
農民工は一定の年齢に達すると故郷に戻る意思を示し、彼らは常住人口ベース
の城鎮化率の統計に含まれてはいるものの、老後に帰郷するという行為は市民
化の効果が徹底的ではないということを明らかにした。 
上海市で戸籍をもつことは非常にハードルが高いことで知られているが、言
い換えれば中国で最も魅力のある戸籍だとも言える。この上海市戸籍に対し、
流動人口がどのような態度、あるいは変更意欲を示すかを知ることは、今後新
型城鎮化計画が進む中で流動人口の動向を予測する好材料となり得るという意
味で非常に重要である。 
新型城鎮化により新たに流入する市民に対し、住宅整備または医療、教育、
年金などの公共サービスを平等に提供しようとすると、中央政府の補助金だけ
では財源が賄えず上海市政府の負担となり、従来の市民の年金や医療費補助へ
の影響は避けられない。彼らの既得権益を損なうことになれば、反発を買う可
能性が非常に高い。従来の上海市民の新型城鎮化への意識も把握する必要があ
る。反発の起こる可能性の高い上海での導入に問題がなければ、全国で行われ
る新型城鎮化はよりスムーズであると予想される。 
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計画発表から 1 年半後の 2015 年 8 月と、その 2 年後の 2017 年 8 月の 2 度に
わたって、新型城鎮化の認知度や実施状況及び戸籍変更意欲について上海市金
山区住民を対象にアンケート調査を行った。 
 
5.3 金山区の概要 
 
図表 5.6 金山区の位置図 
https://kuwabara03.blogspot.jp/2013/11/blog-post.html より筆者作成 
 
金山区は地理的に上海西南部の郊外にあり（図表 5.6、図表 5.7）、中国長江
南部の長江デルタ及び黄浦江上流の金山に位置している。東に上海市の奉賢
区、北に同市の松江区、青浦区と接し、西は浙江省の平湖と嘉善に接する。明
の時代から金山衛と呼ばれ、清代には金山県と変更され、1997 年に市轄区に
昇格して以降、金山区と呼ばれている。金山区は行政地域で区級であり、面積
は 586 平方キロメートル、人口は約 80 万人で、その下に 1 つの街道と 9 つの
鎮を管轄している。1 つの街道とは石化街道であり、9 つの鎮とは楓涇鎮、朱
涇鎮、亭林鎮、漕涇鎮、山陽鎮、金山衛鎮、張堰鎮、廊下鎮、呂巷鎮である。 
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図表 5.7 金山区地図及び現地調査の地点 
グーグルマップより筆者作成 
 
2016 年金山区の GDP は 922.90 億元（当時の為替レートで換算すれば約 1.47
兆円）で、上海市 9 つの郊外区の中で 7 番目に位置する。経済成長率は前年同
期比で 7.5%増加している。上海統計局の調査によると、2016 年全区人民の一
人当たりの可処分所得は 3 万 5602 元で 9、現在（2017 年 5 月）の平均住宅価
格は 1 万 8942 元/平方メートルである 10。支出の状況からみると、増加率が最
も高いのは生活用品とサービス業関連費用であり、増加率が 53.0％に達し、
住民が生活の質を重視していることが分かる。その次に教育費が増加率の第二
位に位置し、増加率が 32.7％に至っていることから、住民がより教育を重視
していることが分かった。金山区には康適電気自動車集団やディネアーエコー
テクノロジー（Denair）などの企業がある。しかし、最も主要な工業は化学工
業であり、そのうち一番有名な企業はフォーチュン・グローバル 500 の上位に
ランクインしている中国三大石油企業の一つであるシノペックの上海有限公司
（図表 5.7 の丸印）である。この企業は金山区の基幹産業として、2015－2016
年には唯一の金山区特殊貢献企業 11として金山区の発展に力強く貢献した。 
中国政府は 2015 年の 1 月に「国家新型城鎮化総合試点方案」 12を発表し、
図表 5.8 のように 2 省と 62 市（鎮）合計 64 の試験区が選定され、金山区はそ
のうちの一つとして上海市で唯一の新型城鎮化を実施する地域となった。方案
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によれば政府は年度試験区改革状況評価制度を導入し、毎年各試験区の改革状
況を評価し、経験及び教訓を生かし、迅速に翌年の計画を修正する。さらに、
評価報告に基づいて、試験区範囲の拡大を考え、相応しい計画を作り出すこと
ができる。2015 年 11 月国家発展改革委員会などの 11 部門が合同で発表した
「第二回国家新型城鎮化総合試点地区リストに関する通知」によると、新型城
鎮化は中西部地区と東北地区を重点対象とし、京津冀地区の協調発展の要求に
基づき、この地区を次の優先対象として、長江デルタ地区でいくつか条件に合
う開発区を選んで都市機能区へと転換するという実験を行った。改革意欲が強
く、また発展のポテンシャルの大きい、実行力のある中小都市、県、県制鎮及
び条件に合う開発区や国家級新区を優先順位に基づいて選ぶという原則によ
り、第二回国家新型城鎮化総合実験の 57 市（鎮）の試験区が拡大、選定され
発表された 13。筆者は上海出身であり、現地調査の実施がしやすい。金山区の
実際のケースを調査することによって新型城鎮化に対する住民の意識を「中国
の故事にあるように「一斑見て全豹を知る」（物事の一部を見てその全体を推
し量るの意味）」ように理解し考察したいと考えた。これらが金山区でアンケ
ート調査を実施する理由である。 
 
 
省 江蘇省  安徽省    
特別計画市  寧波市  大連市  青島市   
省会都市  石家荘市  長春市  ハルビン市  重 慶 市 主 城 九
区 武漢市  広州市  長沙市  
地級市（区、県） 北京市通州区  天津市薊県  吉林省吉林市  黒 龍 江 省 チ チ
ハル市  
黒龍江省牡丹江
市 
上海市金山区  浙江省嘉興市  福建省莆田市  
江西省鷹潭市  山東省威海市  山東省徳州市  河南省洛陽市  
湖北省孝感市  湖南省株洲市  広東省東莞市  広東省恵州市  
深圳市光明新区  広西チワン族自
治区柳州市  
広西チワン族自
治区来賓市  
四川省瀘州市  
貴州省安順市  雲南省曲靖市  甘粛省金昌市  青海省海東市  
寧夏回族自治区
固原市  
   
県級市（区、県） 河北省定州市  河北省張北県  山西省介休市  内 モ ン ゴ ル 自
治区扎蘭屯市  
遼寧省海城市  吉林省延吉市  浙江省義烏市  福建省晋江市  
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江西省樟樹市  山東省郓城県  河南省禹州市  河南省新鄭市  
河南省蘭考県  湖南省資興市  湖北省仙桃市  湖北省宜城市  
四川省阆中市  海南省儋州市  陝西省高陵県  貴州省都匀市  
雲南省大理市  西蔵自治区シガ
ツェ市桑珠孜区  
青海省格爾木市  新 疆 ウ イ グ ル
自治区伊寧市  
新疆ウイグル自
治区阿拉爾市  
   
建制鎮  浙江省蒼南県龍
港鎮  
吉林省安図県二
道白河鎮  
  
図表 5.8 第一回新型城鎮化の実施地域（2 省、62 市） 
出所：国務院「国家新型城鎮化総合試点方案」 2015 年 2 月 筆者翻訳作成 
http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201502/W020150204327302085897.pdf  
 
5.4 調査方法 
第一回用の調査票と第二回用の調査票及びそれらの日本語翻訳を文末に添付
した。 
5.4.1 標本選択と数量 
本調査は中国上海市で唯一の新型城鎮化計画を実施している地域である、金
山区に住んでいる人々を調査対象とする（図表 5.9）。 
 
図表 5.9 第一回と第二回現地調査の男女別人数 
出所：筆者の現地調査より作成 
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第一回調査は 2015 年 8 月 12 日から 2015 年 9 月 20 日までの 39 日間であ
り、調査対象はすべてランダムとし、調査方法は二人のアシスタントと共に図
表 5.7 の第一回調査地点を示したところ（▲印の箇所）で調査票を配り、ヒア
リングなどの調査を行った。有効調査標本数は 185、その内 145 は戸籍を持つ
市民であり、残りの 40 は戸籍を持たない流動人口である。平均年齢は 36.4 歳
であり、男性は 83 人、女性は 102 人である。第二回調査は 2017 年 9 月 23 日
から 2017 年 10 月 15 日までの 22 日間である。第一回調査の経験では、ランダ
ムに抽出された標本は戸籍を持つ市民が多く、新型城鎮化計画が主要対象とし
た戸籍を持たない流動人口の数が少なかった。これは多少結果に偏った影響を
与えたと考えられ、第二回調査は戸籍を持たない流動人口がより多い地区を選
んで、流動人口の数が集中している石化街道（金山区衛零路）と金山工業園区
（金山区開楽大街）という二箇所（図表 5.7★の箇所）で調査し、流動人口の
回答数を確保した。調査方法は第一回調査とほぼ変らないようにアシスタント
と共に調査票を配り、ヒアリングを行った。 
 
 
図表 5.10 第一回調査と第二回調査の年齢別人数 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
第二回調査の有効調査標本数は 241、平均年齢は 38.77 歳であり、第一回調
査より約 2 歳平均年齢が上がっている（図表 5.10）。男性は 139 人であり、女
性は 102 人である。男性の平均年齢は 39.53 歳であり、女性の平均年齢は
38.27 歳である。その中で 57 人は上海戸籍を持っている住民で平均年齢は
36.8 歳であり、残りの 184 人は戸籍を持たない流動人口であり、平均年齢は
39.38 歳、その中で 4 人が上海戸籍を申請しているところである。 
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5.4.2 調査内容と標準 
比較することができるように二回の調査は両者とも同一の無記名のアンケー
ト表を使い、その中には 17 問の質問を設けた。大きく分類すると、3 種類の
質問に分けられる。問 1 から問 6 までは基本的な状況で、性別、年齢、学歴、
職業、世帯状況と戸籍状況を含む。問 7 から問 11 までは家計の状況で、収入
範囲、支出範囲、上海に住んでいる年数、住居状況と住居満足度についてヒア
リングを行った。問 12 から問 17 までは新型城鎮化計画に関する質問であり、
国家新型城鎮化計画の認知度、戸籍の変更意欲、国家新型城鎮化計画への賛成
不賛成、現行の土地政策への賛成不賛成、新型城鎮化計画の中国の夢の実現に
対しての役割と新型城鎮化計画実施の問題点を調べた。問 6、問 13、問 14 と
問 17 には理由や意見などを記述するところがあり、第一回調査では基本的に
少数の市民しか回答せず、回答率が非常に低かった。第二回調査では流動人口
が多く、記述問題の回答がより低くなると予想されたため、これらの問題を削
除した。 
5.4.3 調査過程 
二つの調査はともに三つの段階を踏んだ。 
1)問題の選定、調査票の作成と印刷などを行う準備期（第一回調査：2015
年 7 月 28 日～2015 年 8 月 11 日、第二回調査：2017 年 9 月 15 日～2017 年 9
月 22 日） 
2)調査票の配布、回答及び回収などを行う実施期（第一回調査：2015 年 8
月 12 日～2015 年 9 月 20 日、第二回調査：2017 年 9 月 23 日～2017 年 10 月 15
日） 
3)データの記入、統計、分析などを行う分析期（第一回調査：2015 年 9 月
21 日～2015 年 11 月中旬、第二回調査：2017 年 10 月 15 日～2017 年 11 月） 
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5.5 調査結果 
5.5.1 二つの調査の説明と比較 
5.5.1.1 基本状況  
 
図表 5.11 第一回調査：学歴の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
第一回調査から、学歴には驚くべき格差が見られた（図表 5.11）。戸籍を持
つ住民（以下、市民と称す）の大学卒業以上は 6 割以上、一方で戸籍を持たな
い住民（以下、流動人口と称す）は 2 割にも達しておらず、わずか 17.5％し
かない。その代わりに一番多いのは高校卒業の 40％で、次に専門学校で
37.5％を示している。全般的な教育格差をどこまで反映することができるか分
からないが、少なくとも一つの側面から学歴の格差の存在がわかった。第二回
調査では（図表 5.12）第一回調査で明らかになった学歴格差がより広がる傾
向があり、市民で大学卒業以上の学歴の人数は 7 割以上に達し、高校卒業未満
の学歴の人数は 5％で 3 人であり、残った 12 人（21％）は専門学校卒であっ
た。一方で流動人口では大学卒業以上の学歴を持っているのは僅か 4 人、流動
人口の 2％を占めるに過ぎない。約 6 割の人は中学校及び高校を卒業してお
り、それぞれ 58 人（31.5％）と 54 人（29.3％）、小学校のみを卒業した人も
36 人あり、2 割を占めている。 
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図表 5.12 第二回調査：学歴の比較  
出所：筆者の現地調査より作成 
 
流動人口のうち 8 割以上が高校または高校未満の学歴であり、同項目で 5％
しかない市民と比べて差異が非常に大きい。第一回調査より学歴格差が拡大し
続けていることが分かった。 
世帯構成から見ると（図表 5.13）、第一回調査では 9 割以上は 3 人または 4
人の家族がいる。これは中国の国情に合わせた人口政策と強い関係がある。
1949 年から 1957 年までの出生率が 2.5％、1962 年から 1972 年まで出生率が
3.3％となった 2 回のベビーブームがあった。「第二次ベビーブームに生まれた
世代が子どもを持つ年齢に達したことが原因であり」 14、第三次ベビーブーム
を抑制するために、1979 年に厳格な人口抑制政策一人っ子政策（中国語：独
生子女政策）を導入し、一人っ子の世帯が主流となった。市民と流動人口はほ
ぼ同じ状況ということである。第二回調査では第一回調査とほぼ変わらない状
況で 4 人以上と 3 人世帯が多く、市民あるいは流動人口のいずれにおいても
85％以上を占めている。2 年という短期間で世帯人数が大幅に変化することは
ないと考えられる。 
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図表 5.13 第一回調査と第二回調査：世帯状況 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
職業から見ると、第一回調査により（図表 5.14）、11 種類の職業の中で、一
番多い職業は会社員（47 人）、一番少ないのは弁護士（1 人）である。市民と
流動人口を分けて見ると、流動人口の中で公務員、弁護士、中間層及び学生は
一人もいない。また、無職と無回答もいないということが分かった。 
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図表 5.14 第一回調査：職業状況 
出所：筆者の現地調査より作成 15 
 
第二回調査では（図表 5.15）市民の職業の種類が明らかに流動人口より
多く、流動人口では 184 人中 2 人の無回答を除き、182 人で僅か 5 種類の職
業しかない。 
 
 
 図表 5.15 第二回調査：職業状況 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
流動人口の中で圧倒的な人数が従事しているのはサービス業であり、半分
以上の 111 人が一般的には販売と清掃作業員などの仕事に従事している。ま
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た続いて多いのは警備員の 44 人であり、危険性が伴う警備員という仕事は
市民の中では一人もいない。流動人口が上海の治安を支えており、それぞれ
に社会貢献をしているということがわかった。一方で市民には僅か 57 人の
中に 12 種類の職業があり、多様な仕事に従事していることが分かった。市
民の中で最も多い職業はサービス業と会社員が並んで第一になり、それぞれ
15 人で、次に行政や経営者、学生が続いている。 
 
 
図表 5.16 第一回調査：流動人口の出身地 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
そして、第一回調査では流動人口の出身地に関して（図表 5.16）、40 人は
12 省に分散していた。一番多いのは江蘇省の 9 人（22％）で、河南省の 7
人（17％）も少なくない。安徽省、湖南省、陝西省と無回答は各々4 人だっ
た。第二回調査では（図表 5.17）184 人中、わずか 53 人しか出身地を答え
ず、回答率が 3 割未満で 28.8％だった。 
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図表 5.17 第二回調査：流動人口の出身地 
出所：筆者の現地調査より作成 
その中には 13 省あり、第一回調査にあった広州、甘粛、福建という三つ
の省が第二回調査ではなくなったが、それらの代わりに山東、貴州、江西、
河北四つの省が現れた。最も多い出身地は安徽省で 18 人であり、33％であ
った。それ以外に 1 割以上を占めた省は江蘇省（7 人）と河南省（6 人）で
あり、四川省は（4 人）7.55％であった。上海に近い省が多く、東北や華南
などの地域もあるが、人数はさほど多くなかった。流動人口に対し、自分の
故郷に近い方がより出稼ぎしやすいと考えられる。この点も新型城鎮化は大
都会と比べ、明らかなメリットではないかと思われる。納得できる待遇を確
保した上で、誰でも自分の故郷に近い場所を選んで、新型城鎮化実施の推進
力になるわけである。 
5.5.1.2 家計状況  
問 7 の月収の問題であるが、第一回調査では（図表 5.18）流動人口の収
入はほぼ 2000 元から 6000 元までに集約しており、8 割近くの人々はこの範
囲に所属している。8000 元以上の割合はわずか 5％しかない。一方で月収
2000 元以下の学生または無職は一人もいない。流動人口の月収と比べる
と、市民の月収のバラつきが大きいということがわかった。月に 2000 元以
下の学生または無職は 21 人で 14.48％を占めている。2000 元から 6000 元ま
での月収の市民は約 4 割を占め、流動人口の半分ほどである。8000 元以上
の市民の割合は流動人口の 5 倍以上で約 27％に達している。6000 元から
8000 元までの収入の割合は市民と流動人口ほぼ同じくそれぞれ 15.86％と
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17.50％を占めている。 
 
図表 5.18 第一回調査：収入の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
  職業から見ると、公務員の月収が一番高くて、21 人の中で 11 人は 8000
元から 10000 元までの収入であり、6 人は 6000 元から 8000 元までであっ
た。次に収入が 6000 元以上の中間層と言えるのは 7 割、そのうち 10000 元
以上は 4 人にいる。学生と無職を除き、ほとんどの職員、サービス業、行政
職、及び一部の会計士と労働者は月収が低く、2000 元から 6000 元以内に入
った。流動人口の収入分布を地域別に見ると、8000 元以上の二人はどちら
も河南省の出身で、6000 元から 8000 元以内の 7 人の中で 4 人が江蘇省の出
身で、福建省と安徽省は各々1 人ずつ、残る 1 人の出身は分からなかった。 
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図表 5.19 第二回調査：収入の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
第二回調査では（図表 5.19）流動人口はほとんど 2000 元から 6000 元の間
であり、合計 174 人中、約 95％の人々がこの範囲に入っている。流動人口の
所得はこの 2 年で 2000 元から 6000 元という区分により集中するようになった
と言える。6000 元から 8000 元の範囲は 2 人で、ともに財務関係の仕事に従事
している。8000 元以上の人は一人もおらず、2017 年上海市最低収入標準の
2300 元以下の人は 6 人であり、非正規雇用やブラック企業に勤めていること
が理由であると考えられる。一方で市民の場合には情況は改善しているようで
ある。最も多いのは 10000 元以上であり、22 人で約 40％である。流動人口と
同じ統計範囲からみると、2000 元から 6000 元までの合計人数は 19 人で、約
三分の一の人がこの範囲に入っている。そして、中間の 6000 元から 8000 元と
8000 元から 10000 元の人数はそれぞれ 5 人と 6 人で、8.77％と 10.53％を占め
ていた。また 2000 元以下は 5 人であったが、流動人口と異なるのはその 5 人
のうち 3 人がまだ学生であり、1 人が無職、唯一 1 人がサービス業に従事して
おり、上海市最低収入標準以下の月収であった。収入の多い市民が増加してい
ることが明らかになった。 
生活の支出から見ると（図表 5.20）、第一回調査では収入とほぼ同じ傾向が
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あり、全市で毎月 4000 元を支出した人は 6 割を占めて、6000 元以下を支出す
る人は 9 割ほどを占めている。6000 元以上の収入の市民は 40％超であるが、
6000 元以上を支出する人は 10％超しかない。 
図表 5.20 第一回調査：支出の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
流動人口の状況がよりわかりやすいかもしれないが、22％の流動人口の収入
は 6000 元以上で、6000 元を支出するのはわずか 5％の人々である。流動人口
の中で唯一収入が 10000 元を超えた人はモデルをしており、彼女はまた 10000
元以上を支出する人でもある。それと、8000 元から 10000 元までの唯一の人
は芸能人のマネージャーであり、彼も 6000 元を支出する唯一の人であった。
収入と支出の両方から見ると、中国全体と同様の高貯蓄率の現象が認められ
た。 
第二回調査では（図表 5.21）9 割（167 人）の流動人口には 4000 元以下に
集中しており、その中で約 3 割が 2000 元以下で生活し、6 割が 2000 元から
4000 元を支出している。 
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図表 5.21 第二回調査：支出の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
4000 元から 6000 元を支出している人々が 18 人で約 5％を占めている。流動
人口の支出はよりタイトになっていることがわかる。興味深いのは 8000 元か
ら 10000 元と 10000 元以上を支出している人が一人ずつおり、8000 元以上の
収入が 1 人しかいないのに、支出が収入を超えるのは理解しにくい。この二人
のアンケート表を見てみると、10000 元を超える支出の人は 45 歳の警備員で
8000 元から 10000 元を支出している人は 51 歳のサービス業に従事している人
である。年齢層からみると、親世代のため、子供の扶養や教育などの費用が非
常にかかるのかもしれない。残る 6 人は回答しなかった。一方で市民の状況は
2000 元以下を支出する人が 2000 元以下の収入と同じ 5 人で、約 40％の市民が
2000 元から 4000 元を生活費として支払い、30％の市民が毎月 4000 元から
6000 元を支出する。12％の人が 6000 元から 8000 元で生活している。約 50％
の市民が 8000 元以上の収入であるが、8000 元以上を支出する市民は 10％未満
である。 
問 9 は上海に住んでいる年数について尋ねたが（図表 5.22）、市民は言うま
でもなく 95％以上は 10 年以上を選んで、145 人の中でわずか 8 人（5％近く）
は 10 年未満で上海戸籍に転換したいわゆる「新上海市民」であった。これも
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前述した厳善平の論文で上海戸籍の転換が厳しいという論点に合致すると考え
られる。一方で流動人口は上海に住んでいる期間のバラツキが大きい。5 年以
内と 5 年以上の人は半々となっている。 
 
図表 5.22 第一回調査と第二回調査：上海での住居期間の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
第二回調査では上海市民はほとんどが上海に 10 年以上、住んでいると答え
たが、2 人のみ 3 年以下と回答している。流動人口は第一回調査と同じくバラ
ツキが大きくなっており、3 年以下と 10 年以上の割合が第一回調査とほぼ同
じ程度で、それぞれ 25％前後で推移している。つまり一時的な居住と長期的
な居住の変化があまりなく、3 年―5 年と 5 年―8 年の割合が減少する傾向が
あり、8 年―10 年の割合が 10 ポイント上がっている。 
問 10 は今の住居の状況を調べた。第一回調査の結果としては 70.83％の市
民は持ち家で、ローンを組んで購入した家に住んでいる市民も 26.39％を占め
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ている。つまり、97％超の市民は持ち家に住んでいるということが分かった。
わずか 4 人（2.78％）は賃貸マンションまたは社宅に住んでいる。 16この 4 人
は学生または無職である。 
 
 
 
図表 5.23 第一回調査と第二回調査：住居状況 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
逆に、流動人口の場合では 1 人が（2.5％）持ち家を所有し、8 人（20％）
がローンを組んで購入した家に住んでいる。残りの 31 人（77.5％）は社宅と
賃貸マンションに住んでいる。 
第二回調査の住居状況に関しては非常に大きな格差が現れた。ほとんどの流
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動人口（93.44％）は賃貸型のマンションに住んでいるが、ほとんどの市民
（84.21％）は持ち家に住んでいる。流動人口のうち 6 人（3.28％）が持ち家
に住み、6 人（3.28％）がローンを組んで自宅を購入した。市民 9 人
（15.79％）はローンを組んで自宅を購入したが、賃貸型のマンションを借り
ている人が 1 人もいない。第一回調査では 97％の市民が持ち家に住んでいた
が（ローンも含む）、今回もほとんど変わらず 100％が持ち家に住んでいるこ
とが分かった。 
 
 
図表 5.24 第一回調査：住居満足度の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
住居状況と住居満足度は相関している。第一回調査では「満足」と「やや満
足」を選んだ市民はそれぞれ 31.72％と 56.55％を占めている（図表 5.24）。
約 9 割の市民は今の住居状況に満足している。11 人（約 7％）は今の住居状況
に「不満足」または「やや不満足」である。流動人口の場合、持ち家所有率が
非常に低いため、満足度は非常に低い。「満足」を選んだ人は一人もいない。
「やや満足」を選んだ人は 11 人（26.83％）であり、9 人（12.20％）は「ど
ちらともいえない」を選んでいる。残った約 61％は「やや不満足」、「不満
足」と感じている。持ち家所有者は無論「満足」を選び、ローンを組んで持ち
家を所有する人は 4 人が「やや満足」し、3 人が「どちらとも言えない」と感
じている。1 人はローンを組んで持ち家に住みながらも、「不満足」を選ん
だ。社宅または賃貸マンションに住んでいても 6 人が「やや満足」で 2 人が
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「どちらともいえない」を選び、残った 20 人は「不満足」または「やや不満
足」と感じている。今回のアンケート調査により、市民は持ち家所有率が高い
ため、住宅購入の意欲がないのではないだろうか。それに対して、流動人口は
持ち家所有率が低いため、合理的な価格の住宅があれば、購入需要が少なくな
いと考えられ、これも新型城鎮化計画の着目点ではないだろうか。 
 
図表 5.25 第二回調査：住居満足度の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
第二回調査の住宅状況の満足度は市民が住宅を所有しているため（図表
5.25）、満足度が非常に高く、「満足」が 70％に達し、「やや満足」が 26％に達
している。第一回調査より満足度が上がり、両方足すと 96％に達しているこ
とから、ほとんどの市民が自分の住居環境に満足していると言える。1 人が
「どちらともいえない」と選び、1 人が「やや不満足」を選んで、この回答者
の調査回答票を見ると、収入が 8000－10000 元で持ち家を所有しているが、家
の古さや大きさなどに不満があると推測される。「不満足」という選択肢は選
ばれなかった。流動人口の状況はバラツキが大きく、「満足」が 8％で「やや
満足」が 43％に達し、合計 51％で半分ぐらいの流動人口が今の住居状況に満
足している状況がうかがえる。約 3 分の 1 の流動人口が「やや不満足」
（19％）と「不満足」（14％）を選んで、「どちらともいえない」ということを
選んだ割合も 16％に達した。いわば流動人口の約半数が自分の住居状況をあ
まり認識していない、あるいは自分の住居状況に不満を持っていることがわか
った（図表 5.26）。 
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5.5.1.3 新型城鎮化計画に関する状況  
第一回調査時の設問「国家新型城鎮化計画」という計画に対して「よく分か
らない」、または「まったく聞いたことがない」という人は全市でそれぞれ
56.76％と 17.84％に達し、両方足すと約 75％の住民は新型城鎮化計画のこと
をよく知らないということがわかった。よく知っている人は全市でも 4 人
（2.16％）しかいなかった。 
 
 
図表 5.26 第一回調査：新型城鎮化計画の認知度 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
市民と流動人口を分けてみると、国家新型城鎮化計画を「よく知っている」
と答えた住民は全て上海市民であり、流動人口では「よく知っている」と答え
た人は一人もいなかった。さらに、「知っている」と答えた人も 4 人と 10％し
かいない。言い換えれば、流動人口の中で自身に大きな利害関係のある新型城
鎮化計画を「よく分からない」、または「まったく聞いたことがない」という
人は 9 割を占めているということになる。（ここで説明しなければならないの
は今回のアンケートはランダムなので、市民の数は流動人口の 3 倍以上になる
ため、全市平均の結果が市民に偏っているということだ。その影響を除くため
に、市民と流動人口の結果をそれぞれ計算した。） 
第二回調査の「国家新型城鎮化計画」については第一回調査とほぼ変わって
いない状況で（図表 5.27）、市民の場合には「聞いたことがなかった」
（10.53％）と「聞いたがよくわからなかった」（56.14％）との回答があり、
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両方足すと三分の二（66.67％）の市民らが「国家新型城鎮化計画」という政
策をよく理解していなかったことが分かった。第一回調査で「よくわからな
い」「聞いたことがない」と答えた市民が約 7 割ほどいたことを鑑みると、第
二回調査では若干だが 3 ポイントほど下がっている。知っていると答えた市民
（31.58％）は 6 ポイントほど少し上昇して、よく知っている人（1.75％）が
1 ポインドほど下がっている。 
 
図表 5.27 第二回調査：新型城鎮化計画の認知度 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
第一回調査と第二回調査で市民の数が大分違うため、少しの変化があるとし
ても、新型城鎮化計画の認知度が市民の間で高まるかどうかということは言い
にくく、ほぼ変わらなかった状況と思われる。流動人口の場合に無回答
（5.98％）及び「聞いたことがなかった」（17.39％）と「聞いたがよく分から
ない」（61.96％）の三者の合計で 85.33％、いわば 8 割以上の流動人口が新型
城鎮化計画を知らなかったことが分かった。知っている流動人口が 13.04％に
達し、よく知っている人が第一回調査のゼロから増加して 3 人（1.63％）い
る。第一回調査の 9 割の流動人口がよくわからないと答えたことと比べると、
見た目は認知度が上がっているが、市民と同じように今回の標本が第一回の標
本より流動人口の数が大幅に増えたため、一定程度の変化を認めることが出来
ると考えられる。つまり、第一回調査と第二回調査の 2 年間の間に「国家新型
城鎮化計画」の宣伝や説明が十分ではなく、市民であれ流動人口であれ新型城
鎮化計画に対する認識が全く改善しておらず、認識も深まらなかったと言え
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る。 
次に、もし農村戸籍であったら都市戸籍へ変更したいかという問題の結果を
見てみよう（図表 5.28）。市民の場合は変更したくないという項目が一番多く
選ばれており、31.03％を占め、都市戸籍へ変更したいと答えた市民
（22.07％）より多くなった。農村戸籍から都市戸籍に変更したくない理由と
しては、農村の環境がよいこと、ストレスも都市部より大きくないこと、農村
の優遇政策が多いという 3 点である。変更したい理由としては、土地の節約と
集約化、年金・教育・医療施設の完備という 2 つの理由が挙がった。 
 
 
図表 5.28 第一回調査：農村戸籍から都市戸籍へ変更意欲の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
また、「よくわからない」と「無関心」の市民はそれぞれ 30.34％と 11.03％
を達し、41％超の市民は戸籍のことをよく考えなかったということである。一
方で、大きな利害関係がある流動人口からみると、「よくわからない」という
選択が一番多く 30.00％を占め、二番目としては「変更したい」が選ばれ
27.50％に達した。「変更したくない」と「無関心」もそれぞれ 22.50％と
17.50％を占めた。数からみると、変更したい人は 11 人、変更したくない人は
9 人、よくわからないは 12 人、無関心の人は 7 人いる。省別でみると、変更
したい意欲が強い地域は江蘇省であり、変更したいを選んだ 11 人の中で 7 人
を占め、江蘇省 9 人のうち、1 人は「変更したくない」、1 人は「よくわからな
い」を選んだ。上海に隣接する省の出身者に戸籍変更に意欲のある者が多い。
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ほかの省では河南省が 2 人、安徽省と湖北省が各々1 人である。「変更したく
ない」と答えた 9 人のうち、陝西省が一番多く 3 人だった。「変更したい」を
選んだ側に偏りは見られないようである。 
第二回調査の戸籍変更意欲を見てみる（図表 5.29）。この設問は農村戸籍か
ら都市戸籍への変更意欲を広く読み解くため、第一回調査の前提を維持し、
「もし今、農村戸籍を持っている場合、都市戸籍に変更したいですか」という
問いにした。つまり市民の場合、仮に農村戸籍を持っているとしたらという問
いであり、都市戸籍への変更意欲を引き続き調べて行きたいと考えた。 
 
図表 5.29 第二回調査：農村戸籍から都市戸籍へ変更意欲の比較 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
市民の場合、「よくわからない」（29.82％）と「無関心」（1.75％）の両方を
足すと 31.57％の市民が迷っている。この数字を第一回調査（41.37％）と比
べると、10 ポイント程度下がっていることがわかる。つまり、市民の上海市
戸籍に対する意識や選択がより明確化しているといえる。約半分の 49.12％の
市民は「変更したくない」で、大部分が「変更したくない」という選択肢を選
んでいることから、都市戸籍よりも農村戸籍の方が人気であるという結果とな
った。「変更したい」を選んだ市民（19.30％）は第一回調査とほぼ変わらない
約 2 割ほどだった。第一回調査と同じく「変更したくない」を選んだ市民が
「変更したい」を選んだ市民より多く、さらに「変更したくない」という傾向
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が一層強くなったようである。この背景にはアンケート時間がそんなに長くな
かったためにじっくり考える時間がなかったこと、市民は自分が農村戸籍を持
っているという仮説を十分理解しなかったこと、またはメリットやディメリッ
トもよくわからず、短期間でまだ都市戸籍である意識を持ち、流動人口から都
市戸籍に変更するのは自分の本来所有しているものや権利を奪われるという心
配も配慮しながら「変更したくない」選択を選んだ可能性があると考えられ
る。流動人口の状況には「無回答」（7.61％）と「無関心」（12.50％）合わせ
て約 2 割の流動人口が第一回調査（20.00％）とほぼ変わらず、「よくわからな
い」と答えた人数が約 15 ポイント上がって、45％程度に達した。つまり、流
動人口に対して、自分たちの生活に対して大きな影響を及ぼす新型城鎮化計画
のことを 65％の人が良くわかっておらず、迷っていることになる。「変更した
くない」を選んだ人が第一回調査とほぼ同じく 25％前後で推移しており、四
分の一の流動人口が都市戸籍へ「変更したくない」と答えている。第一回調査
により、理由の欄の回答率が非常に低かったため、第二回調査ではこの設問を
削除した。なぜ「変更したくない」のかという理由が見えないことから、簡単
に言えば農村戸籍が都市戸籍より自分に有利であると認識したものと思われ
る。一番変化が大きかったところは「変更したい」という回答である。第一回
調査では約 3 割（27.50％）の流動人口が都市戸籍を持ちたいと答えたのに対
し、第二回調査では 20 ポイント下げて、約 10％（9.24％）となった。2 年前
には 3 人のうち 1 人が都市戸籍に「変更したい」と回答していたが、2 年を経
て 10 人中 1 人に変わった。これらの結果は、Chen＆Fan の言う農村戸籍が都
市戸籍より価値があると考えられているという仮説を裏付けている。前の問題
で説明したように 2 年の間に新型城鎮化計画の政策が出たものの、具体的な内
容の欠如や十分な説明がないなどの原因で、この政策の意義や目的が浸透せ
ず、市民からは十分な理解が得られていないと思われる。一方で流動人口につ
いても理解は得られていないことに加え、上海での仕事の保証がないことと、
農村の土地の使用権を放棄したくないなどの理由で、都市戸籍への変更意欲の
低下を招いたと考えられる。今回の調査からは、市民と流動人口ともに農村戸
籍から都市戸籍への変更意欲が低下していることがわかった。ただし、それぞ
れ表出の仕方が異なり、流動人口の場合「変更したい」の割合が 20 ポイント
減少する形で現れているが、一方で市民の場合「変更したくない」の割合が
20 ポイント増加するという形で現れている。このことから新型城鎮化計画が
あまり進んでいないという事実が分かった。 
問 14 では国家新型城鎮化計画に賛成するかどうかを調べた。第一回調査で
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は（図表 5.30）国家新型城鎮化計画に「賛成」と「やや賛成」の市民は 7 割
超、「どちらともいえない」という選択を選んだ市民も 25.52％に達し、わず
か 2 人（1.38％）が「やや反対」を選んで、「反対」を選んだ人が一人もいな
いということであった。 
 
図表 5.30 第一回調査：新型城鎮化計画の支持度 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
流動人口は「賛成」と「やや賛成」の割合が 4 割に達し、「どちらともいえ
ない」を選んだ人は一番多く 45％を占め、「やや反対」、「反対」と回答した人
はそれぞれ 7.5％を示した。7.5％と言ってもわずか 3 人しかいないため、住
民の大半は新型城鎮化計画に反対していないということがわかった。省別で見
ると、反対の立場を表明した地域は河南省（2 人）、湖南省（2 人）で、2 人が
不明となっている。 
続いて、第二回調査の新型城鎮化計画の支持度合いを見てみよう（図表
5.31）。まずは市民の状況を見てみると、「賛成」の割合が第一回調査より半減
して 35.86％から 19.30％に下落し、「やや賛成」の割合でも 35.17％から
28.07％まで約 7 ポイント下がっている。両方の合計で新型城鎮化計画に賛成
している市民の人数は 7 割超（72.03％）から 5 割未満（47.37％）に約 25 ポ
イント減少した。「どちらともいえない」を選んだ市民の割合も第一回調査の
25.52％から 43.86％までに増加して、18.34 ポイント上昇した。残った
8.77％の市民が「やや反対」を選んでおり、第一回調査よりも増えていること
がわかる。これも前述したように、自分の権利や利益を損なう疑いがあるとい
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うことが、反対と中立の割合が増えた原因ではないかと考えられる。第一回調
査と同じように反対の人数はゼロである。 
 
図表 5.31 第二回調査：新型城鎮化計画の支持度 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
一方で流動人口の場合に「賛成」の比率は第一回調査の 15.00％から第二
回調査の 16.85％まで横並びで、ほとんど変わらない状況である。「やや賛
成」を選んだ流動人口は第一回調査とほぼ同じで、約 3 割である。「賛成」と
「やや賛成」の比率が第一回調査より約 8 ポイント増加し、戸籍の変更意欲が
下がっている一方で新型城鎮化計画に対する支持度合いが増えてきたのはなぜ
だろうか。勿論、標本数の変化に伴い、多少誤差が出ていると理解できるが、
もう一つは前文で繰り返し述べたように政策の説明が足りないことが原因であ
り、政策の目的や役割と自分の身の周りのことが結び付けられていないことも
考えられる。「どちらともいえない」という選択は約 15 ポイント下がり
45.00％から 30.98％まで下落した。単にこれらを見ると、流動人口自身の立
場から意識が高まったのではないかと思われる。しかも、第二回調査は第一回
調査と違って 15.22％の流動人口が回答を選ばなかったということがある。
「やや反対」（1.63％）と「反対」（3.80％）は第一回調査（「やや反対」7.5％
と「反対」7.5％）と比べると 10 ポイントほど減って、5％余りの流動人口は
この政策に賛成しなかった。一言でいえば、「どちらともいえない」を選んだ
16.85%, 31 19.30%, 11
31.52%, 58 28.07%, 16
30.98%, 57
43.86%, 25
1.63%, 3
8.77%, 5
3.80%, 7
0.00%, 0
15.22%, 28
0.00%, 0
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
流動人口 市民
第二回調査：新型城鎮化計画の支持度
賛成 やや賛成 どちらともいえない やや反対 反対 無回答． ． ． ． ． ． 
135 - 
 
流動人口が無回答の人になり、「反対」と「やや反対」の変化が「賛成」と
「やや賛成」の変化と同様の傾向が見られるということである。流動人口の状
況を見れば、新型城鎮化計画の宣伝はわずかだが効果があると感じられた。こ
の理由も後述するように農民に対する優遇政策の提示と関係があると考えらえ
る。 
続いて、問 15 の今の土地使用権政策について、現在の土地使用権政策とい
うのは、都市の土地は国家が、農村の土地は村が所有しており、市民も流動人
口も土地の所有権ではなく使用権だけを持っているという内容である。第一回
調査では（図表 5.32）約 57％の市民は「賛成」または「やや賛成」、35.86％
は「どちらともいえない」、残った 6.21％（9 人）は「反対」または「やや反
対」を選んだ。国家新型城鎮化計画と同じように賛成している人が多いが、政
府の政策を支持する他ないという立場を表している人もいる。流動人口の方は
というと、30％が「賛成」、20％が「反対」で、残った 50％の人はどちらでも
構わないとしている。12 人が「賛成」、8 人が「反対」しており、流動人口の
標本数が少ないが、賛成する人が多いとはいえないと考えられる。 
 
 
図表 5.32 第一回調査：現行の土地政策の支持度 
出所：筆者の現地調査より作成 
第二回調査では（図表 5.33）まず市民の場合、「賛成」を選んだ市民は第一
回調査（16.55％）とほぼ同じように 17.54％いるが、「やや賛成」の比率はか
なり減ってきており、第一回調査の 40.00％から第二回調査の 10.53％まで 30
ポイント下落した。第一回調査の賛成比率は 60％未満（56.55％）から第二回
調査の 30％未満（28.07％）に激しく変化し、市民の中で今の土地政策に対し
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て不満があることが分かった。また、「どちらともいえない」を選んだ市民の
比率は約 15 ポイント上昇し、35.86％から 50.88％となり、中立または迷って
いる人の割合が増えている。「反対」と「やや反対」の割合が第一回調査の
5％程度（「やや反対」2.76％と「反対」3.45％）から一気に 15 ポイント上が
り、21.06％（「やや反対」10.53％と「反対」10.53％）まで上昇してきた。こ
れも 2 年間、新聞でよく見られる住宅購入制限や両率（預金準備率と利子率）
の切り上げなどの政策が導入されたが、依然不動産価格が高騰し続けているた
めに解決しにくくなっているということで、市民は現行政策には効果がないと
思っているものと考えられる。 
 
 
図表 5.33 第二回調査：現行の土地政策の支持度 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
一方で流動人口の場合、「賛成」と「やや賛成」の割合が大きく、第一回調
査の 30.00％（「賛成」2.50％と「やや賛成」27.50％）から第二回調査の
61.41％（「賛成」12.50％と「やや賛成」48.91％）まで倍増した。「どちらと
もいえない」を選んだ流動人口は 50％から 26.63％と半減した。「やや反対」
と「反対」の数も 20％（「やや反対」7.50％と「反対」12.50％）から 7.61％
（「やや反対」3.26％と「反対」4.35％）まで大幅に減った。また 4.35％の人
は無回答であった。これは農村土地制度改革などの農民に有利な政策を出した
ことと関係があり、今の政策が農民に傾いていることがよく分かった。 
問 16 には新型城鎮化計画は「中国の夢」を実現するのに役立つかどうかに
ついての意識を調べた。第一回調査では（図表 5.34）同調査の問 14 とよく似
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ている結果が出てきた。市民のうち 7 割超の人は「役立つ」または「まあまあ
役立つ」という回答を選び、25.52％の人は「どちらともいえない」を回答
し、わずか 1.32％の人は「役立たない」を選んだ。 
 
 
図表 5.34 第一回調査：新型上鎮化は中国の夢に役立つと思うか 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
一方で流動人口では 37.5％は「役立つ」、または「まあまあ役立つ」と回答
し、57.50％の人は「どちらともいえない」という回答を選んだ。残った 5％
は「役立たない」と感じている。無論、新型城鎮化計画が役割を果たすことを
信じているからこそ、この政策に賛成することができる。この三つの問題か
ら、市民は流動人口より政策を支持する意欲が高く、未来にもより楽観的であ
るということがわかった。 
第二回調査ではまず市民の状況を見てみよう（図表 5.35）。全体からみる
と、肯定的な回答をする市民の比率が減少する傾向があり、第一回調査の
72.42％（「役立つ」29.66％と「まあまあ役立つ」42.76％）から今回の
56.14％（「役立つ」17.54％と「まあまあ役立つ」38.60％）まで約 15 ポイン
ト下がった。 
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図表 5.35 第二回調査；中国の夢に役割があるかどうか 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
2 年を経て、新型城鎮化計画に関する様々な政策を打ち出したが、約 15％の
市民が新型城鎮化計画に対して信頼を失いかけており、大きく変化していると
ころは「役立つ」であり、10 ポイント以上下がり、「まあまあ役立つ」という
回答も 5 ポイントほど下がった。減少した分は全て「どちらともいえない」に
回り、第一回調査の 25.52％から第二回調査の 42.11％で約 17 ポイントの増
加、つまり迷う市民が増加した。「あまり役立たない」（1.75％）と「役立たな
い」（0.00％）の割合を見ると、第一回調査（1.38％）、その中で「あまり役立
たない」（0.00％）と「役立たない」（1.38％）とほぼ同じように極めて少ない
ながら存在している。半分以上の市民は依然として新型城鎮化計画に期待を持
っているが、迷う市民も増えてきており、これからもし有効な措置や説得力が
なく、宣伝またはわかりやすい説明がなされなければ、迷う市民と反対する市
民の数が増える懸念があるため注意を払わなければならないと考えられる。流
動人口の状況は市民より楽観的であり、「役立つ」（13.59％）と「まあまあ役
立つ」（46.20％）があるとの回答を選んだ人が 20 ポイントほど上昇して
59.79％に達し、この比率も市民とほぼ同等である。増加した割合はほぼ「ま
あまあ役立つ」という回答であり、「役立つ」と答える割合が第一回と変化が
ないということである。つまり、流動人口に対して、中国の夢の実現ために、
新型城鎮化計画の実施が必要だと認識し、この政策が提起されてさほど時間が
経っていないことから、現時点では効果や役割があまり見えていないのかもし
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れない。流動人口の多くはこの政策を支持し、期待しているが、確信するまで
には至っていないという気持ちを持っている。中立または迷っている割合が市
民より低く、第一回調査の 57.50％から第二回調査の 28.26％まで半減した。
また合わせて約 7％の流動人口は「役立たない」（3.26％）と「あまり役立た
ない」（3.80％）と回答し、約 5％の流動人口が回答しなかった。流動人口の
状況は市民より良くなっており、彼らはまた新型城鎮化計画の対象、注力の対
象でもある。第一回調査より市民は流動人口より政策に対する支持率が高く、
政策をより信頼し支持していたが、第二回調査からみるとほぼ同じレベルなっ
ている。 
最後に国家新型城鎮化計画実施において予想される問題点は何かを聞いた。
第一回調査ではこの設問において２つまでの複数選択を可能とした（図表
5.36）。 
 
 
図表 5.36 第一回調査：新型城鎮化実施において予想される問題点 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
市民と流動人口は「住宅などの施設の不足」（流動人口：25.58％、市民：
26.00％）と「政府財源の不足」（流動人口：30.23％、市民：28.00％）をとも
に気にかけており、割合はほぼ一致した。市民は「職業の不足」（24.00％）を
より心配している一方、流動人口は「土地の城鎮化だけ」（32.56％）を心配し
ている。市民は都市で就職し激しい競争を感じてきた一方で、今まで本当の農
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村生活や城鎮化を経験していない可能性が高いため、就職の問題がより厳しい
と認識している。しかし流動人口は各地から流入してきて今までに城鎮化を経
験したのかもしれない。そうすると、土地の城鎮化（造城）は自分の生活を向
上させるという実感がないため、新型城鎮化が土地の城鎮化だけになることを
一番心配しているということである。 
第一回調査ではこの質問は二つまでの複数選択ができるようにしていた。し
かし、五つの選択肢の回答から有意な差異が見られず、何が最も問題だと考え
ているかがわかりにくかった。そのため、第二回調査では最も重要な要因を一
つ選んでもらうような表現とした。 
 
図表 5.37 第二回調査：新型城鎮化実施において予想される問題点 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
まず市民の状況を見てみると（図表 5.37）、一番多いのは 4 割超の市民が選
んだ「職業の不足」問題である。第一回調査では 2 つまでの複数の選択肢があ
ったため、「政府財源の不足」が一番多く 28.00％に達し、しかも「住宅など
の施設の不足」と「職業の不足」がほぼ同等程度でそれぞれ 26.00％と
24.00％であった。それではどちらが一番心配していることかがわからないた
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め、第二回調査では単一選択に変更した。続いて「住宅などの施設の不足」も
38.60％に達し、「職業の不足」とほぼ変わらない程度心配されている。両方と
も 4 割ほどで差異が大きくなく、「職業の不足」が「住宅施設の不足」より心
配されているということは言えないと感じられた。第一回調査で市民の中で一
番多くの「政府財源の不足問題」は、今回は大幅に減って 14.04％しかなく、
市民たちは 2 年間で地方政府の財源に自信を持ったようだ。「土地の城鎮化だ
け」を心配している市民もいるが、数が少なく 7％であった。第一回調査より
も 10 ポイント下がったが、第一回調査とパターンが違うため、簡単に同列で
比較することはできない。「その他」を選んだ市民と無回答の市民が一人もお
らず、両方とも 0.00％である。一方で流動人口の状況において最も大きな困
難は「政府財源の不足問題」であり、31.52％であった。流動人口は職業問題
など自分の身に及ぶことよりも政府のことが問題になると考えている。この点
では市民との違いが顕著であり、市民は自分のことをまず優先して考え、それ
から次に政府のことを考える。その次に、約 3 割の 28.80％の流動人口は「職
業の不足」の問題を心配している。「住宅などの施設の不足」の問題は
15.22％しかない。それは流動人口にとって今の都市はただの出稼ぎの場所で
あって、実家もなく、故郷とはならないので住宅などの施設が足りなくて生活
が不便になるかもしれなくても、一時的な滞在であるからこそ我慢できるとい
う感覚があるためと考えられる。「土地の城鎮化だけ」を心配している割合が
市民と同じく 7％前後で、「その他」を選んだ割合も 1.09％に達し、「無回答」
の割合が驚いたことに 15.76％に達した。第一回に自由記述回答が少々ある
が、ほとんど回答がなかった。第二回調査の結果から、市民は自分自身の利害
にかかわることに関心を持っており、流動人口は政府と社会にかかわるマクロ
的状況に関心を持っていることが明らかになった。 
 
5.5.2 統計的な指標 
5.5.2.1 相関関係  
まずは相関関係から見てみると、図表 5.38 は対角線に関して対称であり、
右の部分だけ黄色をつけ、黄色がついた部分は統計学で有意であった。図表
5.38 により、全体からみると、最も相関関係がある質問は教育水準であり、
性別、年齢と最後の計画実施の予想問題以外、他の全ての質問に相関関係があ
り、統計学上の有意水準 1％で有意となった。新型城鎮化に関して質問は新型
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城鎮化計画の認知度であり、性別、支出と最後の実施問題以外、他の質問に相
関関係があり、有意水準 1％で有意となり、年齢にも相関関係がある。教育水
準と上海戸籍の正の相関関係が驚くほど強く、相関関数は 0.711 に達し、有意
水準１％で有意となった。これも、前述したように教育格差が更に広がるとい
う仮定と一致した。教育水準も収入と正の相関関係があり 0.530 に達し、教育
水準は支出に正の相関関係（0.378）があるが、収入との相関関係より弱い。
一般に収入と支出には正の相関関係が非常に強いと思われており 0.589 に達
し、有意水準 1％で有意となった。問 9 で上海に住んでいる期間は教育水準と
上海戸籍の正の相関関係が強く、それぞれ 0.495 と 0.647 に達し、有意水準
1％で有意となった。問 10 で持ち家を所有する人は 1、持ち家だがローンもあ
る人は 2、賃貸型マンションの人は 3 のため、教育、戸籍状況、収入及び上海
での住居期間に対し非常に強い負の相関関係があり、それぞれ-0.707、-
0.862、-0.403、-0.571 であり、有意水準 1％で有意となった。つまり、教育
水準がより高いほど持ち家を所有する可能性が高く、また上海戸籍であるほど
持ち家を所有する可能性が高い。収入が高く、上海での居住期間が長いほど持
ち家を所有する可能性が高い。問 10 と問 11 は予想通り住宅状況と住宅の満足
度に相関関係が強く、0.394 に達し、有意水準 1％で有意となった。問 12 新型
城鎮化計画の認知度からみると、年齢、教育、世帯数、戸籍、収入、上海で住
んでいる期間、住宅状況及び住宅満足度に相関関係があり、統計上有意水準
1％で有意となったが、絶対値は 0.200 前後に推移しているため、相関関係性
はそんなに強くない。問 13 の戸籍変更意欲の結果により、性別、教育、戸
籍、上海で住んでいる期間、住宅状況と新型城鎮化計画の認知度に相関関係が
あり、認知度の状況とよく似ていることから相関関数は高くなく絶対値 0.200
前後に推移している。その中で注意しなければならないのは上海戸籍の有無が
戸籍変更意欲に対し負の相関関係が強いと思われたが、有意水準 1％で有意と
なった実際の結果は相関関数が-0.164 であり、教育水準（-0.240）及び住宅
状況（0.194）を下回る。問 14 新型城鎮化計画の支持度に関しては教育水準、
上海戸籍の有無、上海に住んでいる期間、住宅状況、住宅満足度、新型城鎮化
計画の認知度及び戸籍変更意欲に相関関係があり、最も相関関係がある項目は
新型城鎮化計画の認知度であり、正の相関関係があり、相関関数は 0.309 に達
し、有意水準 1％で有意となった。これも、これまで繰り返し述べてきたよう
に新型城鎮化という計画の宣伝や説明の重要性を示している。住民が計画に対
し十分な理解を持つことは新型城鎮化計画を円滑に推進していくための基礎と
言っても過言ではないと思われる。続いて、土地政策の支持度を見てみると、
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教育水準、収入、支出、住宅満足度、新型城鎮化計画の認知度、戸籍変更意
欲、新型城鎮化計画の支持度に正の相関関係があり、有意水準 1％で有意とな
った、最も相関関係がある質問は新型城鎮化計画の支持度（0.336）である。
言うなれば、新型城鎮化計画を支持している一方で現行の土地政策も支持して
いることになる。この設問は負の相関関係という予想と違い、正の相関関係を
示した。理由としては多くの被調査者は新型城鎮化計画のことを聞かれても詳
しい内容や具体的な変化などがよくわからなかったため、政府の政策をとりあ
えず支持しようとしていると考えられる。問 16 の新型城鎮化の役割に対し
て、教育水準、上海戸籍の有無、上海に住んでいる期間、住宅状況、住宅満足
度、新型城鎮化計画の認知度、戸籍変更意欲、新型城鎮化計画の支持度に相関
関係があり、有意水準 1％で有意となり、相関関係が最も強かったものは新型
城鎮化計画の支持度で正の相関関係で相関関数は 0.606 であった。その他新型
城鎮化計画の認知度（0.337）と土地政策の支持度（0.455）も正の相関関係が
強い。問 17 は有意水準 1％で有意となった相関関係のある項目がない。 
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  sex age edu Q5 Q6 Q7 Q8 Q9 Q10 Q11 Q12 Q13 Q14 Q15 Q16 Q17 
 
 
性別 年齢 教育 
世帯 
構成 
戸籍 
状況 
収入 
状況 
支出 
状況 
居住 
期間 
居住 
状況 
居住 
満足度 
計画 
認知度 
戸籍変 
更意欲 
計画 
支持度 
土地政策 
支持度 
中国夢 
に役割 
実施 
問題点 
性別 相関係数 1 -.063 .091 -.074 .134** -.043 -.022 -.040 -.163** -.078 .093 .121* .050 -.011 .052 .112* 
有意確率  .201 .069 .134 .006 .374 .649 .414 .001 .114 .059 .015 .320 .829 .293 .027 
年齢 相関係数 -.063 1 -.220** -.074 -.067 .286** .151** .062 .035 -.051 -.148** .033 .016 .067 .079 -.087 
有意確率 .201  .000 .137 .174 .000 .002 .204 .474 .303 .003 .507 .755 .180 .114 .090 
教育 相関係数 .091 -.220** 1 -.126* .711** .530** .378** .495** -.707** -.253** -.209** -.240** -.165** .117* -.168** .050 
有意確率 .069 .000  .012 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .001 .020 .001 .332 
世帯構成 相関係数 -.074 -.074 -.126* 1 -.144** -.244** -.132** -.028 .119* .098* .141** .036 .008 -.079 .062 -.071 
有意確率 .134 .137 .012  .004 .000 .008 .568 .016 .048 .005 .482 .883 .113 .217 .169 
戸籍状況 相関係数 .134** -.067 .711** -.144** 1 .393** .290** .647** -.862** -.403** -.187** -.164** -.173** .035 -.189** .070 
有意確率 .006 .174 .000 .004  .000 .000 .000 .000 .000 .000 .001 .001 .474 .000 .166 
収入状況 相関係数 -.043 .286** .530** -.244** .393** 1 .589** .306** -.403** -.215** -.199** -.085 .015 .213** .043 -.032 
有意確率 .374 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000 .000 .087 .767 .000 .384 .527 
支出状況 相関係数 -.022 .151** .378** -.132** .290** .589** 1 .196** -.280** -.034 -.077 -.080 .073 .233** .017 .041 
有意確率 .649 .002 .000 .008 .000 .000  .000 .000 .490 .119 .112 .152 .000 .734 .427 
居住期間 相関係数 -.040 .062 .495** -.028 .647** .306** .196** 1 -.571** -.220** -.141** -.149** -.202** .080 -.130** .047 
有意確率 .414 .204 .000 .568 .000 .000 .000  .000 .000 .004 .003 .000 .103 .008 .350 
居住状況 相関係数 -.163** .035 -.707** .119* -.862** -.403** -.280** -.571** 1 .394** .185** .194** .179** -.035 .175** -.055 
有意確率 .001 .474 .000 .016 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000 .480 .000 .283 
居住 
満足度 
相関係数 -.078 -.051 -.253** .098* -.403** -.215** -.034 -.220** .394** 1 .226** .092 .181** .112* .144** .088 
有意確率 .114 .303 .000 .048 .000 .000 .490 .000 .000  .000 .064 .000 .022 .003 .082 
計画 
認知度 
相関係数 .093 -.148** -.209** .141** -.187** -.199** -.077 -.141** .185** .226** 1 .155** .309** .207** .337** -.060 
有意確率 .059 .003 .000 .005 .000 .000 .119 .004 .000 .000  .002 .000 .000 .000 .237 
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戸籍変更 
意欲 
相関係数 .121* .033 -.240** .036 -.164** -.085 -.080 -.149** .194** .092 .155** 1 .254** .168** .184** -.009 
有意確率 .015 .507 .000 .482 .001 .087 .112 .003 .000 .064 .002  .000 .001 .000 .863 
計画 
支持度 
相関係数 .050 .016 -.165** .008 -.173** .015 .073 -.202** .179** .181** .309** .254** 1 .336** .606** -.049 
有意確率 .320 .755 .001 .883 .001 .767 .152 .000 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .350 
土地政策 
支持度 
相関係数 -.011 .067 .117* -.079 .035 .213** .233** .080 -.035 .112* .207** .168** .336** 1 .445** .021 
有意確率 .829 .180 .020 .113 .474 .000 .000 .103 .480 .022 .000 .001 .000  .000 .684 
中国夢 
に役割 
相関係数 .052 .079 -.168** .062 -.189** .043 .017 -.130** .175** .144** .337** .184** .606** .445** 1 -.040 
有意確率 .293 .114 .001 .217 .000 .384 .734 .008 .000 .003 .000 .000 .000 .000  .430 
実施最大 
問題点 
相関係数 .112* -.087 .050 -.071 .070 -.032 .041 .047 -.055 .088 -.060 -.009 -.049 .021 -.040 1 
有意確率 .027 .090 .332 .169 .166 .527 .427 .350 .283 .082 .237 .863 .350 .684 .430  
図表 5.38 相関関係 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
注：相関関数は Pearson 相関係数である 
有意確率は両側である。 
**. 相関係数は 1％ 水準で有意（両側）である。 
*. 相関係数は５％ 水準で有意（両側）である。 
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5.5.2.2 問 13 と問 14 の回帰分析  
 相関関係の結果により、全体の関係を理解した上で、更に二回の調査の核
心である問 13 の戸籍変更意欲と問 14 の新型城鎮化計画の支持度に回帰分析
を行った。二回のデータは全て選択肢であり、数値もないため、多項ロジッ
ト分析（multinomial logit analysis）という手法を使い、相関関係の図表
5.38 により、統計上で有意であった相関関係のある性別、学歴、上海戸籍の
有無、居住期間と住宅状況を説明変数として、問 13 の戸籍変更意欲と問 14
の新型城鎮化計画の支持度に影響を与える要因を考察する。 
公式は 
Ln
𝑃(𝑋=0)
𝑃(𝑋=−1)
= 𝑏 + 𝑏𝑠𝑒𝑥 + 𝑏𝑒𝑑𝑢 + 𝑏𝑄6 + 𝑏𝑄9 + 𝑏𝑄10 
ln
𝑃(𝑋=1)
𝑃(𝑋=−1)
= 𝑏 + 𝑏𝑠𝑒𝑥 + 𝑏𝑒𝑑𝑢 + 𝑏𝑄6 + 𝑏𝑄9 + 𝑏𝑄10 
その中の被説明変数 X は問 13「もしあなたは農村戸籍ならば、都市戸籍を
変更したいですか。 
A 変更したいです＝1 B 変更したくないです＝0 C よくわかりません
＝-1 D 無関心＝-1 
説明変数： 
ｂ＝常数 
性別の場合（𝑏𝑠𝑒𝑥）男性＝０ 女性＝１ 
学歴の場合（𝑏𝑒𝑑𝑢）大学卒業を分かれ目として、大学卒業以上＝1 大学卒
業未満＝０ 
戸籍の場合（𝑏𝑄6）上海戸籍あり＝１ 上海戸籍なし＝０ 
居住期間の場合（𝑏𝑄9）は連続変数と見られる 
居住状況の場合（𝑏𝑄10）持ち家あり（ローン含む）＝１ 持ち家なし＝０ 
結果は以下に示す通りである。 
 
 係数（Coef.） S.E (Std.Err.) Z 値(z) 
変更しない 
性別 -.5423262 .2450911 -2.21 
学歴（大学卒業以
上と未満） 
.4361366 .3275493 1.33 
上海戸籍 -.3930077 .5412045 -0.73 
L_」
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居住期間 .1954073 .1059298 1.84 
居住状況 
持ち家あり（ロー
ン含む） 
.4917306 .3520893 1.40 
賃貸マンション -.4551156 .546406 -0.83 
常数 -.7550688 .6620309 -1.14 
 
変更したい 
性別 -1.059348 .3096411 -3.42 
学歴（大学卒業以
上と未満） 
.1240084 .3759112 0.33 
上海戸籍 -.7746677 .6420157 -1.21 
居住期間 .0935016 .1373262 0.68 
居住状況 
持ち家あり（ロー
ン含む） 
-.4433091 .4604981 -0.96 
賃貸マンション -1.868255 .649291 -2.88 
常数 .2944212 .7911324 0.37 
図表 5.39 問 13 戸籍変更意欲の回帰分析結果 
出所：筆者の現地調査より作成 
図表 5.39 の結果によると、黄色をつけた部分はｚ値が 2 より大きく、つまり
統計学で顕著であり、有意であると認められた。この結果により、性別は戸籍
変更意欲に影響を与えるということが分かった。男性と女性を比べれば、変更
したくないと無関心及びよく分からないという係数は約-0.54、いわばもし被調
査者の男性は女性になれば、「無関心」及び「よくわからない」という選択肢よ
り、「変更したくない」を選ぶ割合がより低いということが分かった。この結果
は統計学で有意である。同様に男性と女性を比べれば、「変更したい」と「無関
心」及び「よく分からない」の係数は約-1.06 である。つまりもし調査の男性
が女性になれば、変更したい状況は「無関心」及び「よくわからない」という
選択より、変更したい比率はより低いということが分かった。この結果も統計
学で有意であり、男性は女性より戸籍変更に関してより慎重になり躊躇すると
いうことがわかった。中国では、男性は女性よりも家を養う責任があるという
認識があることにより、男性の考え方やストレスによって女性よりも慎重にな
し＿」
しー」
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るということである。もう一つは、持ち家を所有していない人は持ち家を所有
する人と比べて、「変更したい」と「無関心」及び「よく分からない」の係数は
約-1.87 である。つまりもし調査対象の持ち家を所有していない人が持ち家を
所有すれば、変更したい状況は「無関心」及び「よく分からない」という選択
より、「変更したい」という比率はより低くなるということが分かった。これは
持ち家を所有していない人は持ち家を所有する人より、戸籍変更についてより
慎重になり躊躇するということが分かった。これも統計学で有意である。この
三つの影響以外、その他の影響は統計学で有意ではないことを示したため、つ
まり他の要因は戸籍変更の意欲に影響を与えるということは言えない。 
次は問 14 の質問に関して説明変数は問 13 戸籍変更意欲と同じで、被説明変数
は以下の通りである。 
問 14 国家新型城鎮化計画に賛成ですか。 
A 賛成＝１ B やや賛成＝１ C どちらともいえない＝０ D やや反対＝
-1 E 反対＝-1 
図表 5.40 の結果によると、全ての説明変数の絶対値が 2 より小さく、統計
学上で顕著ではなく、有意ではなかった。つまり、性別、学歴、上海戸籍の有
無、居住期間及び居住状況は新型城鎮化計画の支持度に影響を与えるというこ
とは言えないことを示した。 
 
 係数（Coef.） S.E (Std.Err.) Z 値(z) 
賛成しない 
性別 .361202 .476874 0.76 
学歴（大学卒業以
上と未満） 
-1.165024 .6981234 -1.67 
上海戸籍 1.831384 .9661737      1.90 
居住期間 .2633093 .1926903 1.37 
居住状況 
持ち家あり（ロー
ン含む） 
.038549 .7524173 0.05 
賃貸マンション 1.091002 .9560118 1.14 
常数 -.3092265 1.146898 -0.27 
 
賛成 
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性別 .0409915 .4614713 0.09 
学歴（大学卒業以
上と未満） 
-.5474626 .671806 -0.81 
上海戸籍 1.246267 .8977958 1.39 
居住期間 .2233538 .1863171 1.20 
居住状況 
持ち家あり（ロー
ン含む） 
-.2976819 .721616 -0.41 
賃貸マンション .3250064 .88825 0.37 
常数 1.046887 1.071947 0.98 
図表 5.40 問 14 新型城鎮化計画の支持度の回帰分析結果 
出所：筆者の現地調査より作成 
 
5.5.2.3 その他の分析  
 最後に図表 5.41 のように問 13 の戸籍変更意欲と問 14 の新型城鎮化計画の
支持度を分類し、各質問の割合を見てみよう。 
 都市戸籍を変更したくない及び国家新型城鎮化計画を支持しない人数は 1 人
もいなかったため、ここでは検討しない。戸籍を変更したいし新型城鎮化計画
を支持する（A）、戸籍を変更したいが新型城鎮化計画を支持しない（B）、戸籍
を変更したくないが新型城鎮化計画を支持する（C）という三つの分類から重
要なところを説明する。 
 まずは性別からみると、A の場合には男性が女性より明らかに多く、B の場
合には男女で顕著な差異がないが、やや女性が多い。C の場合には男性が女性
よりはるかに多い。この点では前述したように男性は女性よりも戸籍変更に躊
躇し慎重になっている。次に学歴の下で A の場合に大学卒業未満の割合は大学
卒業以上の割合より 3.20 ポイント増で、大きな差が見られなかった。B の場
合に、大学卒業未満の割合は大学卒業以上の割合より 2 倍以上であり、C の場
合にも大学卒業未満の割合は大学卒業以上の 4 倍以上となった。これは既に述
べたように流動人口は大学卒業未満の割合が非常に多く、反対にほとんどの市
民は大学卒業以上の集団に入っているからである。世帯構成の方面では A、
B、C 三者とも同じ傾向があり、4 人及びそれ以上の世帯が多数で、1 人もしく
は 2 人の世帯は珍しい。上海戸籍の有無では、A の場合に上海戸籍がある人は
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上海戸籍がない人より約 30 ポイント高く、B の場合には上海戸籍がある人は
上海戸籍がない人より約 15 ポイント高くなっている。C の場合には、上海戸
籍がある人は上海戸籍がない人より明らかに多くなっており、9 割以上を示し
た。それも前述したように市民は調査時間が短い中でまだ都市戸籍である意識
を持ち、流動人口から都市戸籍に変更するのは自分の本来所有しているものや
権利を奪われるという心配も配慮するという根拠となっている。人数は多くな
かったが、流動人口にはこの心配が全くなかった。収入の項目で A の場合は
4000 元から 6000 元までの間が最も多く、B の場合には 2000 元から 4000 元ま
での段階が最も多く、C の場合には B と同じく 2000 元から 4000 元までの段階
が最も多かった。収入が多いほど生活が安定しているため、政府の打ち出した
政策をより支持するということは理解できる。支出の状況については、A、B、
C はいずれも 2000 元から 4000 元までの段階が最も多かった。居住期間から見
ると、A、B、C はいずれも 10 年以上が最も多く、A の場合 10 年以上の比率は
74.20％に達した。B の場合は 5 年以下の比率は 30％に達し、C の場合には 5
年以下の比率は 45.5％に達した。長期的に上海に住んでいる人ほど政府の政
策を支持することが分かった。居住状況からみると、A の場合は持ち家を持っ
ている人は最も多くなっている一方で、賃貸型に住んでいる人が次いで第二位
になり、B と C の場合、賃貸に住んでいる人がより多くなっている。つまり居
住状況の安定している人ほど国家の政策への支持意欲がより高いということが
分かった。住居満足度から見ると、A と B の場合に 7 割以上の人々が満足であ
り、C の場合に「満足」と「不満足」の割合が等しく、両方でも 36.4％であ
る。問 12 の国家新型城鎮化計画の認知度から見ると、A の場合「聞いたがよ
く分からない」が最も高く、B の場合も同じ傾向があるが、C の場合は「全然
聞いたことがない」が一番高かった。B の場合には都市戸籍は農村戸籍より有
利だと認識し、戸籍の変更意欲があるが、新型城鎮化計画に対してはよくわか
らないため、支持しない。C の場合には新型城鎮化計画を全然聞いたことがな
かったため、自分にどんな関係があるかどうかもよく知らない。とりあえず政
府の政策を支持するが、自分によく関係がある戸籍の問題に対しより慎重とな
るということである。問 15 の現行の土地政策に対し、A の場合に 7 割以上の
人々は賛成し、この数字も持ち家を所有している人（ローンを組んでいる人も
含む）とよく似ており、やはり安定している人々はより国家の政策を支持する
ということを証明することができると考えられる。しかも、新型城鎮化計画は
現行の土地政策の公平性が市民または富裕層に偏っているため、現行の政策を
改革する意味合いを持ち、現行の土地政策に賛成し実行し続ければ新型城鎮化
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計画の実施が難しくなる。その点から見ると、新型城鎮化計画に対する理解が
足りておらず、宣伝の必要に迫られているということである。B の場合には 6
割以上の人々が現行の土地政策を支持し、3 分の 1 の人はよく分からないと答
えた。彼らが現行の政策をより優れていると認識し、新型城鎮化計画を支持し
ないということは不思議ではない。C の場合には、6 割超の人々が現行の土地
政策を支持せず、新型城鎮化計画を支持している。問 16 の新型城鎮化計画の
役割についての質問に対し、A の場合には役割がある（一定の役割があるとい
う選択も含む）という回答が最も多く、約 9 割であったが、B と C の場合には
よく分からないという選択がより多くなっている。新型城鎮化計画の役割がよ
くわからないため、支持しない（61.60％）と新型城鎮化計画の役割がよくわ
からないため、とりあえず支持しよう（70.00）という二つの態度が現れた。
問 17 の新型城鎮化計画実施の問題点に対し、A の場合には住宅などの施設の
不足が最も多く、B の場合には職業の不足と地方政府財源の不足が並んで多
く、C の場合には A と同じ理由で住宅などの施設の不足が最も多かった。新型
城鎮化計画を支持する人々が最も心配しているのは住宅などの施設の不足であ
る。 
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性別 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型
城鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
男 63.90% 47.50% 72.70%   
女 36.10% 52.50% 27.30%   
   
教育 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
大学卒業未満 51.60% 69.70% 81.80%   
大学卒業以上（大学卒業を含む） 48.40% 30.30% 18.20%   
   
世帯構成 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
1人  0 1.10% 0   
2人  1.60% 4.30% 0   
3人 31.10% 23.90% 27.30%   
4人及以上 67.20% 70.70% 72.70%   
   
 上海戸籍有無 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
あり 64.50% 57.60% 90.90%   
なし 35.50% 42.40% 9.10%   
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月収範囲 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
2000元以下  16.10% 10.20% 0   
2000元―4000 元 19.40% 44.90% 54.50%   
4000元―6000 元 40.30% 23.50% 36.40%   
6000元―8000 元 14.50% 8.20% 0   
8000元―10000 元 6.50% 6.10% 0   
10000元以上 3.20% 7.10% 9.10%   
 
支出範囲 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
2000元以下  19.40% 31.30% 18.20%   
2000元―4000 元 53.20% 50.00% 72.70%   
4000元―6000 元 22.60% 13.50% 0   
6000元―8000 元 1.60% 4.20% 0   
8000元―10000 元 1.60% 1% 0   
10000元以上 1.60% 0 9.10%   
   
住居期間 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
3年以下 4.80% 17.30% 27.30%   
3－5年 8.10% 13.30% 18.20%   
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5－8年 9.70% 7.10% 9.10%   
8年－10年 3.20% 8.20% 9.10%   
10年以上 74.20% 54.10% 36.40%   
  
住居状況 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
自宅を持っている 58.10% 34% 27.30%   
自家を持っているがローンもあり 14.50% 10.30% 9.10%   
賃貸型のマンションを借り 27.40% 55.70% 63.60%   
  
住居満足度 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
満足 35.50% 27.30% 27.30%   
やや満足 38.70% 51.50% 9.10%   
どちらともいえない 8.10% 5.10% 27.30%   
やや不満足 16.10% 8.10% 9.10%   
不満足 1.60% 8.10% 27.30%   
   
新型城鎮化計画の認知度 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
よく知っている 4.80% 0 0   
知っている 22.60% 20.20% 27.30%   
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よくわからない 64.50% 69.70% 18.20%   
聞かれなかった 8.10% 10.10% 54.50%   
   
現行の土地政策の支持度 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
賛成 33.90% 8.10% 9.10%   
やや賛成 38.70% 52.50% 18.20%   
どちらともいえない 22.60% 35.40% 9.10%   
やや反対 1.60% 2% 36.40%   
反対 3.20% 2% 27.30%   
 
新型城鎮化が中国夢に役割 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型
城鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
役割がある 46.80% 20.20% 0   
一定の役割がある 41.90% 61.60% 10%   
とちらでもいえない 11.30% 17.20% 70%   
あまり役割がない 0 1% 20%   
役割がない 0 0 0   
   
新型城鎮化実施の最大問題点 
戸籍を変更したい及び新型
城鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したいが、新型城
鎮化計画を支持しない 
戸籍を変更したくないが、新型城
鎮化計画を支持する 
戸籍を変更したくない及び新型
城鎮化計画を支持しない 
職業の不足 28.30% 35.10% 10%   
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住宅などの施設の不足 38.30% 14.90% 40%   
政府財源の不足 15.00% 35.10% 10%   
土地の城鎮化だけ 10% 8.50% 30%   
その他 8.30% 6.40% 10%   
図表 5.41 問 13と問 14の分類 
出所：筆者の現地調査より作成 
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1 田暁沢 「上海新型城鎮化和房地産業協調発展研究」 2014 月 7 月 23 によ
り、参照 
 
2 1966 とは１つの中心城、9 つの新城（郊外区）、60 個の新たな鎮（町）、600
個の村を指す 
 
3 上海統計局 http://www.stats-sh.gov.cn/data/toTjnj.xhtml?y=2014 
 
4 2013 年の為替レート 1 米ドル＝6.388 人民元で換算 
 
5 厳善平 「中国における戸籍制度改革と農民工の市民化―上海市の事例分析
を中心に」『東亜』2014 年 5 月 P80-90 
 
6 加藤弘之 「内陸農村の都市化とは―四川省の事例」 『JC ECONOMIC 
JOURNAL 5 月号』 2015 年 5 月 P14―18 
 
7 Chuanbo chen and C.cindy Fan「China’s Hukou Puzzle: Why Don’t Rural 
Migrants Want Urban Hukou」『The China Review』Vol.16,No.3  2016 年 10
月 
 
8 樊明 『中西部工業化、城鎮化和農業現代化：処境与対策』 社会科学出版
社 2015 年 12 月 P116-123  
 
9 上海統計局 「2016 年金山区居民収入和支出状況解析」 2017 年 3 月 27 日 
http://tjj.sh.gov.cn/html/fxbg/201703/294052.html 2017 年 11 月閲覧 
 
10 中国不動産業協会 「中国不動産価格情報」 2017 年
http://www.creprice.cn/market/sh/forsale/ALL/11.html 2017 年 11 月閲覧 
 
11 上海市経済和情報化委員会 「金山区昨公布百強企業名単」 2017 年 6 月
21 日 
http://www.sheitc.gov.cn/qxjjdt/674284.htm 2017 年 11 月閲覧 
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12 国務院「国家新型城鎮化総合試点方案」 2015 年 2 月 
http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201502/W020150204327302085897.pdf 
2017 年 11 閲覧 
 
13 国家発展改革委員会などの 11 部門 「関于公布第二批国家新型城鎮化総合
試点地区名単的通知」 2015 年 11 月 16 日 
http://www.ndrc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/201511/t20151127_759869.html 
2017 年 11 月閲覧 11 部門とは国家発展改革委員会、中央機構編制委員会弁公
室、公安部、民政部、財政部、人力資源社会保障部、国土資源部、住宅城郷建
設部、農業部、中国人民銀行、中国銀監会である。 
 
14 王亜新 「現代中国の人口政策と課題」 『立命館経済学』（第 57 巻・第
５・６号）P243 
 
15 事業単位：公務員と一般の職員の間の職業である。 
 
16 注：無職と学生合計 21 人に、自宅またはローンを組んで自宅を購入するこ
とができないと考えられたが、わずか 4 人が自宅を持たないということであ
る。理由としては学生または無職の人は両親の住宅を自宅と勘違いしたものと
思われる。 
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第一次现地调查用问卷（中文版） 
关于新型城镇化带来的影响调查 
说明：本调查时无记名调查，调查结果和数据仅用于统计和研究，不会用于任何
其他目的。 
目的：把握新城城镇化的实施情况及认识度 
 
问题 1 您的性别 
A 男性 B 女性 
 
问题 2 您的年龄＿＿＿＿ 
 
问题 3 您的学历 
A 小学毕业及以下 B 初中毕业 C 高中毕业 D 大专或高职 E 大学毕业 F 研究
生及以上 
 
问题 4 您的职业＿＿＿＿ 
 
问题 5 您的家族有几个人？ 
A 1 人 B 2 人 C 3 人 D 4 人及以上 
 
问题 6 您有上海户口吗？ 
A 有 B 没有 C 正在申请中 
仅选择 B 和 C 的人回答，您的户籍所在地＿＿＿＿ 
 
问题 7 您的月收入范围 
A 2000 元以下 B 2000 元―4000 元 C 4000 元―6000 元 D 6000 元―8000
元  E 8000 元―10000 元 F 10000 元以上 
 
问题 8 您一个月的生活支出大约是多少 
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A 2000 元以下 B 2000 元―4000 元 C 4000 元―6000 元 D 6000 元―8000
元  E 8000 元―10000 元 F 10000 元以上 
 
问题 9 您在上海居住了多久 
A  3 年以下 B 3－5 年 C 5－8 年 D 8 年－10 年 E 10 年以上 
 
问题 10 请选择您目前的居住情况 
A 自有房 B 自有房但有贷款 C 租房（含公司的宿舍） 
 
 
问题 11 您对于你目前的居住状况满意吗？ 
A 满意 B 基本满意 C 说不好 D 基本不满意 E 非常不满意 
 
问题 12 您知道国家新型城镇化计划吗？ 
A 非常了解 B 了解 C 听说过但不是很了解 D 没听说过 
 
问题 13 如果您是农村户籍的话你愿意更换成城市户籍吗？ 
A 愿意 B 不愿意 C 说不好 D 不关心 
 
仅选择 A 和 B 的人回答，你的理由是 
 
 
问题 14 您支持国家新型城镇化计划吗？ 
A 支持 B 基本支持 C 说不好 D 基本不支持 E 不支持 
 
您的理由是 
 
 
问题 15 您赞成目前的土地使用政策吗？ 
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A 赞成 B 基本赞成 C 说不好 D 基本不赞成 E 不赞成 
 
问题 16 你认为国家新型城镇化对于实现中国梦有帮助吗？ 
A 有帮助 B 有一定的帮助 C 说不好 D 没什么帮助 E 没帮助 
 
问题 17 您认为实施国家新型城镇化计划最大的难点是什么？ 
A 不能提供足够的岗位 B 住宅等设施的缺乏 C 地方财政资金不足 D 仅仅只是
造城运动 
E 其他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
问题 18 如果您还有其他的建议、问题或者意见，请陈述。 
 
 
 
 
 
本次调查到此结束，感谢您的配合。 
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第一回調査用調査票（日本語版） 
新型城鎮化が国民に与える影響に関する調査 
 
説明：本調査は無記名調査です。統計と研究目的に限定し、他の目的に使用す
ることはありません。 
目的：新型城鎮化の実施状況と認知度の把握。 
 
問1 あなたの性別は 
A 男性 B 女性 
 
問2 あなたの年齢は何歳ですか。＿＿＿＿ 
 
問3 あなたの学歴は何ですか。 
A 小学校卒業及び未満 B 中学校卒業 C 高校卒業 D 専門学校卒業  E 
大学卒業 F 大学院卒業及びそれ以上 
 
問4 あなたの職業は何ですか。＿＿＿＿＿ 
 
問5 あなたの家族は何人いますか。 
A 1 人 B 2 人 C 3 人 D 4 人及びそれ以上 
 
問6 あなたは上海市の戸籍を持っていますか。 
A 持っている B 持っていない C 申請中 
もし、B と C の場合なら、あなたの出身地は＿＿＿＿＿ 
 
問7 あなたの月収の範囲はいくらですか。 
A 2000 元以下 B 2000 元―4000 元 C 4000 元―6000 元 D 6000 元―8000
元  E 8000 元―10000 元 F 10000 元以上 
 
問8 あなたの月の生活支出はいくらですか。 
A 2000 元以下 B 2000 元―4000 元 C 4000 元―6000 元 D 6000 元―8000
元  E 8000 元―10000 元 F 10000 元以上 
  
問9 上海市に何年間住んでいますか。 
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A 3 年以下 B 3－5 年 C 5－8 年 D 8 年－10 年 E 10 年以上 
 
 
問10 あなたの居住状況を教えてください。 
A 持ち家を所有している B 持ち家を所有しているがローンもある  C 賃
貸型のマンションを借りている  
 
問11 あなたは今の居住状況に満足していますか。 
A 満足 B やや満足 C とちらでもいえない D やや不満足 E 不満足 
 
問12 国家新型城鎮化計画を知っていますか。 
A よく知っている B 知っている  C 聞いたことがあるがよくわからない  
D まったく聞いたことがない 
 
問13 もしあなたが農村戸籍ならば、都市戸籍へ変更したいですか。 
A 変更したい B 変更したくない C よくわからない D 無関心 
 
A B と答えた人はその理由を記入してください 
 
 
 
 
 
問14 国家新型城鎮化計画に賛成ですか。 
A 賛成 B やや賛成 C どちらともいえない D やや反対 E 反対 
 
その理由は 
 
 
 
 
 
問15 農村の土地使用権の政策に賛成しますか。 
A 賛成 B やや賛成 C どちらともいえない D やや反対 E 反対 
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問16 あなたは「中国夢」を実現するために、国家新型城鎮化計画が貢献すると
思いますか。 
A 貢献する B 一定の貢献をする C どちらともいえない D あまり貢献
しない E まったく貢献しない 
 
問17 あなたは国家新型城鎮化計画の実施にとって最大の困難は何だと思いま
すか。（複数可） 
A 職業の不足 B 住宅などの施設の不足 C 政府財源の不足 D 土地の城
鎮化だけ E その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
問18 あなたは国家新型城鎮化計画に問題、意見とか、何があれば、書いてくだ
さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
調査は以上です、ご協力ありがとうございました。 
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第二次现地调查用问卷（中文版） 
关于新型城镇化带来的影响调查 
说明：本调查时无记名调查，调查结果和数据仅用于统计和研究，不会用于任何
其他目的。 
目的：把握新城城镇化的实施情况及普及度 
 
问题 1 您的性别 
A 男性 B 女性 
 
问题 2 您的年龄＿＿＿＿ 
 
问题 3 您的学历 
A 小学毕业及以下 B 初中毕业 C 高中毕业 D 大专或高职 E 大学毕业 F 研究
生及以上 
 
问题 4 您的职业＿＿＿＿ 
 
问题 5 您的家族有几个人？ 
A 1 人 B 2 人 C 3 人 D 4 人及以上 
 
问题 6 您有上海户口吗？ 
A 有 B 没有 C 正在申请中 
仅选择 B 和 C 的人回答，您的户籍所在地＿＿＿＿ 
 
问题 7 您的月收入范围 
A 2000 元以下 B 2000 元―4000 元 C 4000 元―6000 元 D 6000 元―8000
元  E 8000 元―10000 元 F 10000 元以上 
 
问题 8 您一个月的生活支出大约是多少 
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A 2000 元以下 B 2000 元―4000 元 C 4000 元―6000 元 D 6000 元―8000
元  E 8000 元―10000 元 F 10000 元以上 
问题 9 您在上海居住了多久 
A  3 年以下 B 3－5 年 C 5－8 年 D 8 年－10 年 E 10 年以上 
 
问题 10 请选择您目前的居住情况 
A 自有房 B 自有房但有贷款 C 租房（含公司的宿舍） 
 
问题 11 您对于你目前的居住状况满意吗？ 
A 满意 B 基本满意 C 说不好 D 基本不满意 E 非常不满意 
 
问题 12 您知道国家新型城镇化计划吗？ 
A 非常了解 B 了解 C 听说过但不是很了解 D 没听说过 
 
问题 13 如果您是农村户籍的话你愿意更换成城市户籍吗？ 
A 愿意 B 不愿意 C 说不好 D 不关心 
 
问题 14 您支持国家新型城镇化计划吗？ 
A 支持 B 基本支持 C 说不好 D 基本不支持 E 不支持 
 
问题 15 您赞成目前的土地使用政策吗？ 
A 赞成 B 基本赞成 C 说不好 D 基本不赞成 E 不赞成 
 
问题 16 你认为国家新型城镇化对于实现中国梦有帮助吗？ 
A 有帮助 B 有一定的帮助 C 说不好 D 没什么帮助 E 没帮助 
 
问题 17 您认为实施国家新型城镇化计划最大的难点是什么？ 
A 不能提供足够的岗位 B 住宅等设施的缺乏 C 地方财政资金不足 D 仅仅只是
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造城运动 
E 其他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
本次调查到此结束，感谢您的配合。  
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第二回調査用調査票（日本語版） 
新型城鎮化が国民に与える影響に関する調査 
 
説明：本調査は無記名調査です。統計と研究目的に限定し、他の目的に使用す
ることはありません。 
目的：新型城鎮化の実施状況と認知度の把握。 
 
問1 あなたの性別は 
A 男性 B 女性 
 
問2 あなたの年齢は何歳ですか。＿＿＿＿ 
 
問3 あなたの学歴は何ですか。 
A 小学校卒業及び未満 B 中学校卒業 C 高校卒業 D 専門学校卒業  E 
大学卒業 F 大学院卒業及びそれ以上 
 
問4 あなたの職業は何ですか。＿＿＿＿＿ 
 
問5 あなたの家族は何人いますか。 
A 1 人 B 2 人 C 3 人 D 4 人及びそれ以上 
 
問6 あなたは上海市の戸籍を持っていますか。 
A 持っている B 持っていない C 申請中 
もし、B と C の場合なら、あなたの出身地は＿＿＿＿＿ 
 
問7 あなたの月収の範囲はいくらですか。 
A 2000 元以下 B 2000 元―4000 元 C 4000 元―6000 元 D 6000元―8000
元  E 8000 元―10000 元 F 10000 元以上 
 
問8 あなたの月の生活支出はいくらですか。 
A 2000 元以下 B 2000 元―4000 元 C 4000 元―6000 元 D 6000 元―8000
元  E 8000 元―10000 元 F 10000 元以上 
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問9 上海市に何年間住んでいますか。 
A 3 年以下 B 3－5 年 C 5－8 年 D 8 年－10 年 E 10 年以上 
 
問10 あなたの居住状況を教えてください。 
A 持ち家を所有している B 持ち家を所有しているがローンもある  C 賃
貸型のマンションを借りている  
 
問11 あなたは今の居住状況に満足していますか。 
A 満足 B やや満足 C とちらでもいえない D やや不満足 E 不満足 
 
問12 国家新型城鎮化計画を知っていますか。 
A よく知っている B 知っている  C 聞いたことがあるがよくわからない  
D まったく聞いたことがない 
 
問13 もしあなたが農村戸籍ならば、都市戸籍へ変更したいですか。 
A 変更したい B 変更したくない C よくわからない D 無関心 
 
問14 国家新型城鎮化計画に賛成ですか。 
A 賛成 B やや賛成 C どちらともいえない D やや反対 E 反対 
 
問15 農村の土地使用権の政策に賛成しますか。 
A 賛成 B やや賛成 C どちらともいえない D やや反対 E 反対 
 
問16 あなたは「中国夢」を実現するために、国家新型城鎮化計画が貢献すると
思いますか。 
A 貢献する B 一定の貢献をする C どちらともいえない D あまり貢献
しない E まったく貢献しない 
 
問17 あなたは国家新型城鎮化計画の実施にとって最大の困難は何だと思いま
すか。（複数可） 
A 職業の不足 B 住宅などの施設の不足 C 政府財源の不足 D 土地の城
鎮化だけ E その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
調査は以上です、ご協力ありがとうございました。
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終章 
 
 戸籍制度による都市と農村の二元構造の形成、「一人っ子政策」による少子
高齢化問題、大都市での不動産高騰問題、他国の不況による輸出低迷など様々
な難題に直面している中国の経済発展が鈍化している。経済成長率は 10 年前
の二桁成長から現在の 7％前後に落ち込んでいる。そのため、中国政府は新型
城鎮化計画という理念を打ち出し、流動人口の市民化や公共サービスの充実に
より、都市と農村の格差縮小と城鎮化に伴う農民と流動人口の収入増で拡大し
た中間層の消費意欲を刺激し、インフラ設備の建設による国内需要の拡大を図
っている。 
 新型城鎮化が発表されてから四年間、城鎮化率は 2013 年の 53.73％から
2017 年の 58.52％までに引き上げられ、新型城鎮化が順調に進み、このスピー
ドを維持したままであれば 2020 年に城鎮化率が 60％を達成するに違いない。
城鎮化率だけでなく、城鎮化の質、言わば内容も重要である。従来の城鎮化は
不動産開発を中心とする“土地の城鎮化”であったが、大量の資本減耗や土地
の浪費などの問題に伴い持続していくのは不可能である。それによって、新型
城鎮化は流動人口の市民化や公共サービスの充実などをめぐり、“以人為本”
（人を最優先に考える）という理念に沿った“人の城鎮化”は新型の具体的な
内容であり、新型城鎮化のキーポイントである。 
 
6.1 結論 
本論文は新型城鎮化の特徴と内容を踏まえて、流動人口の市民化、新農村建
設、特色小鎮という三つの実施方法とそれらの問題点を評価し、中国新型城鎮
化の進展状況を明らかにした。また、二回の現地調査で新型城鎮化計画実施試
験区に住む住民にアンケート調査をし、彼らの基本的状況、家計状況を把握す
ると共に新型城鎮化計画に関する態度と農村戸籍から都市戸籍への変更意欲も
理解することができた。主な結論は以下の通りである。 
 第一章は新型城鎮化計画の背景と内容を検討した。1956 年の戸籍制度によ
り、都市戸籍と農村戸籍という二元戸籍構造を形成し、農民は自由に都市へ移
住することを原則的に禁じられ、計画経済体制の下で、農民と都市住民に食糧
分配や雇用保証などの格差が生じた。改革開放政策により、沿海部に急速な経
済発展がもたらされ、農村人口は大量に沿海部の都市へ出稼ぎに行き、戸籍登
録地と実際の居住地が異なるため都市住民と同じ都市で生活していても同じ公
共サービスを受けることができず、農民工という言葉が生まれた。都市と農村
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の二元戸籍制度による格差が拡がっている。一方で不動産開発を中心とする
“土地の城鎮化”が進んでいたが、大量の耕地の徴用、城区の拡張、土地の浪
費などの現象があったため、持続的な発展は不可能である。これによって、中
国政府は新型城鎮化計画を打ち出し、過去行った土地の城鎮化とは異なり、流
動人口の市民化や公共サービスの充実をメインとする“人の城鎮化”を提唱す
る。 
 第二章は中国全体を 7 地区に分けて各地区の新型城鎮化の進展状況及び各地
区の特性に応じた新型城鎮化の実施方法の一つである流動人口の市民化を考察
した。経済が発達している華東地区と華北地区では各省レベルの行政区域の城
鎮化率は全て 50％以上に達し、その内、中央直轄市である上海市、北京市と
天津市の城鎮化率は 80％以上に到達している。今後これらの都市では、城鎮
化率のさらなる向上は狙わず、居住証明証を持てば市民と同様に全ての権益を
享受することができるなど、城鎮化率の質の向上を目指している。華中地区に
は、農業大省である河南省があるため、城鎮化率は全国平均を下回る。地方政
府の財政負担を軽減するため、多様な融資手段とコスト分担制度を打ち出し
た。経済が相対的に発達している華南地区では、広東省の城鎮化率が全国平均
値を遥かに上回り、流動人口が多いため、ポイント制で常住人口の都市戸籍化
を押し進める。また、広西チワン族自治区は城鎮化率の現状は全国平均を下回
り、新型城鎮化の目標も全国平均より低く設定している。東北地区では三つの
省とも農業大省であるが、過去の計画経済体制により、高城鎮化率を達成して
いる。しかし、国有企業の低生産性や産業構成の重工業偏重などの理由で経済
成長が難しく、城鎮化率の向上も厳しい状況である。西南地区では中央直轄市
である重慶市だけが城鎮化率が 50％以上であり、貴州省と雲南省のインフラ
設備の欠如及びチベット自治区の自然的条件及び少数民族の人口比率が高いな
どの理由で、経済発展と城鎮化の状況が七つの地区の中で最も厳しい。雲南省
では都市生活に適応できない場合に原籍に戻る制度を導入した。西北地区では
自然条件は良くないが、寧夏回族自治区は「内陸開放型経済試験区」として開
発を行い、西北地区で城鎮化率が最も高い行政区域になった。 
 第三章は新型城鎮化の中で新農村建設、言わば城郷一体化の推進について検
討した。新農村建設は字面から見ると、新型城鎮化と関係がないイメージがあ
るが、実際に都市と農村の格差の縮小に重要な役割を果たしている。また、新
農村建設に伴う農民収入の増加は消費を刺激し、国内需要の拡大にもつながっ
ている。上海市金山区と宝山区の事例により、新農村建設の実施は技術革新や
科学的な用地分配により、農業産業をグレードアップさせ、農産物の生産量を
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高める。また、リーディングカンパニーが地域の産業を引っ張り、農家や小規
模の合作社の発展を動かせる。これによって、農民の収入を増やすことができ
たのである。公共サービス方面では、養老保険や医療保険の統合、土地の請負
制度などで農民の受益権を確保した。また、農民の職業訓練を通して一定のス
キルのある新型農民を育成した。インフラ設備の建設方面では、基本的なイン
フラが既に整えられ、さらにインターネットプラスの概念を導入し、農業と電
子商取引を組み合わせ、農業のグレードアップを促進した。農村改革深化の方
面では、土地使用権の譲渡を認め、耕地放棄の際に十分な賠償金を支払い、農
民の権益を守り、制度改革方面の重要な進展ではないかと考えられる。これ
は、新型城鎮化の中で言及した城郷一体化や都市と農村格差の縮小に積極的な
影響を与えた。具体的な実施をしていく中で、言うまでもなく課題もあり、人
材不足は二つの区にとって、最大の課題となった。また、耕地面積の分散化や
管理監督の困難及び自然環境に汚染などの問題が存在している。 
 第四章は特色小鎮の建設と新型城鎮化の関係について検討した。新型城鎮の
進展により大都市の人口過多を制御するために、特色小鎮の橋渡し的な役割を
発揮し、大都市の産業発展と居住機能を分担すると共に周辺の農村の発展を動
かしていく。上海市と浙江省の成功例を通して、特色小鎮の発展は新型城鎮化
建設の進展に具体的な役割を果たしていることが理解できる。産業のグレード
アップ方面では技術依存度高い自動車産業は言うまでもなく伝統的な靴下産業
でも産業チェーンの整備だけでなく、機能付き靴下の開発や新素材の研究に伴
い高付加価値の製品を作り上げ、産業のグレードアップを促進している。ま
た、産業だけを重視するのではなく、居住機能を結び付けて「産城融合」を実
現し、城郷一体化に促進の役割を果たしている。さらに、文化の保護と伝承と
いう視点で、歴史、文化がある古鎮が、“人の城鎮化”の理念を貫いているか
らであり、本来の姿を維持しながら小鎮に相応しい建物を建て、特色小鎮の建
設を推し進めている。そして、特色小鎮の進展において政府の束縛を最小限に
し、よりその地域のことが知っている企業が特色小鎮建設の主体となった。し
かし、全ての特色小鎮が成功例のように順調に進んでいるわけではなく、特色
が鮮明でなく、行政管理体制に不備があり、特色小鎮の名を借りて不動産開発
を行うという主に三つの問題点が現れた。 
 第五章は新型城鎮化計画の実施において、中国上海市金山区の事例から、金
山区の住民の基本的生活状況、家計状況及び新型城鎮化に関する認知度、支持
度合いと戸籍の変更意欲などの項目で二回のアンケート調査を行い、その実態
や政策への意識等について明らかにした。アンケート全体を通して見ると、新
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型城鎮化計画はあまり進んでいないということが示されている。特に市民の中
に「支持しない」か「どちらとも言えない」と回答する人が多い。これは十分
な説明や説得力がある取り組みがなされなかったため、市民にとってはこの政
策によって損をするというイメージを与えてしまい、理解を得られていないこ
とが原因である。この点は、新型城鎮化計画実施の障害となりつつある。一方
で様々な政策が流動人口に対して行われているため、政策への支持率は上がっ
ている。しかし、新型城鎮化の核心である農村戸籍から都市戸籍への変更につ
いて、流動人口の戸籍の変更意欲は 2 年前よりも下がっていることが分かっ
た。農村に比べて大企業の進出や働くチャンスがより多く、所得水準も全国筆
頭とされる魅力ある上海で出稼ぎをしようとは思っても、戸籍は取得したくな
いようである。これは、農村の土地使用権を放棄したくないか、上海戸籍取得
の難しさを考慮した結果であり、かつ土地使用権（経営権）流通の規範化 1や
公共事業によって土地徴収の価格が上昇し、ますます農村戸籍の価値が上がっ
て都市戸籍の優位性が弱められたことが原因だと考えられる。また、多項ロジ
ット分析の結果、男性は女性より戸籍変更に関してより慎重になり躊躇すると
いうことがわかった。これは男性が女性よりも家を養う責任があるという男性
の考え方やストレスによって女性よりも慎重になるということである。 
 
6.2 残された課題 
 以上、本論文では新型城鎮化をめぐり、その背景、内容、実施方法、住民の
意欲などについて、文献と資料、現地調査、回帰分析に基づき、その実態と見
解を深めることを試みた。とは言っても、いくつかの課題が残されている。 
 一つは、内陸部、中小都市の事例を加えることである。本論文の事例は上海
市の事例をメインとして、新農村建設、特色小鎮建設、住民の意欲などを調
べ、新型城鎮化の実施方法と進展状況を明らかにした。しかしながら、上海市
は中央直轄市であり、中国全体の経済中心のためかなり発達しており、十分に
競争力がある。また、新型城鎮化や特色小鎮は始まったばかりのため、中小都
市や内陸部は上海市などの大都市の実施方法と効果を参考にしていくだろう、
この意味で本論文は十分研究の意味があるではないかと考えられる。そして、
農村や内陸部などのところは統計局や調査員の不足により、データと資料が少
ないため、時間を経て、データや資料を充実させることができる。それによっ
て、中小都市や内陸部の事例を加えると、中国全体の新型城鎮化状況を把握す
ることができると思われる。 
 二つ目は、都市群建設、持続可能なエコ都市の構築を加えることである。本
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論文は新型城鎮化のキーポイントである“人の城鎮化”をメインとして、流動
人口の市民化や公共サービスの充実などの研究を行ったが、新型城鎮化の内容
はそれだけにとどまらず、大都市を中心とする都市群の建設やよりエネルギー
循環に有利なエコ都市の構築にも関連している。これらの核心的な問題ほどで
はないが、新型城鎮化に対する十分な研究意味を持つではないかと考えられ
る。 
 三つ目は、土地改革制度や行政管理制度などの制度方面を加えることであ
る。制度の改革について内容は論文の中で新農村建設と特色小鎮の章で少しだ
け言及したが、中国社会主義体制の下で、土地の私有化が不可能という前提が
ある。制度についての改革は簡単ではなく、少しずつ一歩一歩前進していくの
みで、この点では深めるべきだと思われる。
1 土地使用権の流通は非常に厳格に規制されていたが、 2005 年に規制を廃止。
2014 年からは流通を促進している。 
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